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はじめに 

 
戸田市政策研究所は、2008 年４月の設置から８年が経過し、これまで継続して研究

報告書を発行しております。研究の推進や調査等の実施に当たり、御指導・御協力をい

ただきました皆様にこの機会に心より御礼を申し上げます。 
 

さて、本年度は次の４つの研究を実施いたしました。 

（１）『「新しいまち」に向けた創造性の検証』 

法政大学地域研究センターとの共同研究 

（２）『戸田市における 20代・30代の居場所（中間報告書）』 

    目白大学社会学部地域社会学科との共同研究 

（３）『少子高齢社会克服への戦略』 

    戸田市まちづくり戦略会議と連携した研究 

（４）『戸田市シティセールス戦略改訂版』 

戸田市まちづくり戦略会議と連携した研究 

詳細については、研究報告書を御一読いただけると幸いでございます。 

 

上記（１）及び（２）の研究では、大学との共同研究を実施しております。共同研究

は、研究員が職員中心である戸田市政策研究所の専門性を補完し、精度の高い研究活動

へとつながっております。また、内部では見えづらい課題を俯瞰して捉えることができ、

担当部署への問題提起としても非常に役立つものと考えております。 

また、（３）及び（４）の研究は、次長級職員で構成するまちづくり戦略会議と連携

して実施いたしました。ここでは、若手職員で構成するワーキングチームによる基礎調

査や、市民から率直な意見を取り入れるための市民会議を開催することで、多くの意見

を研究に活かすことができました。戸田市政策研究所は、限られた人員しかおりません

ので、他との連携を図りながら時代に即した研究を推進していきたいと考えております。 

外部との連携といたしましては、本年度「第３回自治体シンクタンク研究交流会議」

を戸田市で開催し、多くの参加者と自治体シンクタンクの役割や共通課題の改善方策に

ついて議論することができました。同会議での気づきを活かし、戸田市全体の政策形成

力向上を目指して取り組んでまいります。 

今後も、挑戦し続ける戸田市政策研究所の活動に御理解と御協力をいただきますよう、

お願い申し上げます。 

 

 

２０１６年３月           

戸田市政策研究所 所長 山田 一彦 
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はじめに 

1985年（昭和 60年）の埼京線開通以降、戸田市は継続して人口増加傾向にある。特に若年層の

「転勤」「住宅事情」「結婚」などのきっかけによる転入超過の割合が高く、県内で最も若い自治体

（平均年齢 40.1歳／埼玉県平均は 45.1歳：平成 28年１月１日現在）で 21年連続県内一若いまちで

ある。他方で日本全体から見ると、人口減少に向け「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」が打

ち出され、地域の特性に即した地域課題の解決が求められている。こうした背景の中、戸田市にお

いても将来の人口減少および人口構造の変化を見据えた長期的なビジョンを描くことが必要となっ

てきている。 

 

こうした認識のもとで、本調査では 2014年 4月より 2ヶ年計画での共同研究をスタートさせた。

当初は「人口が増加傾向にあり、財政的にある程度安定している現在の戸田市において、長期的視

点に立った課題の設定」が肝要であるとの前提に立ち、戸田市で必要な視点は何かを模索した。 

人口増加し活力ある戸田市が次世代の「新しいまち」づくりに向けて、これまでとは違った視点

で新しい何かをつくっていく必要があり、その根幹にあるのが地域の「創造性」である。「新しいも

のを生み出す力」である。この視点で戸田市を俯瞰した場合、期初の模索段階で上げられた課題の

一つが「産業の新たな方向性」である。産業面で「長期的視点に立った課題の設定」が具体化され

ていない点について、深堀する必要性があると認識した。 

 

これまでの戸田市は、産業面での調査研究が進んでいるとは言い難い状況にあった。それは、ま

ちの変遷からみて２つの要因が大きく存在している。１つ目は、立地環境の優位性から製造業と運

輸業を基幹産業とし、主に首都圏の下請け的役割を担う企業が多く立地してきたことである。その

ため、同産業の全体的な景気や首都圏の発注側企業の動向を、やや受動的に受け入れるスタンスが

主流であり、自らの課題発見・解決のための調査研究があまり必要とされてこなかったことにある。

２つ目は、首都圏３環状道路の整備1と鉄道の新線開通プロジェクト2を背景とした郊外都市の人口

争奪戦である。この２つの交通網整備によって、多くの郊外都市では首都圏までの通勤距離が短く

なった。その結果、通勤圏としての郊外都市が拡大するなど、居住地としての魅力を持つ郊外都市

が増え、各都市間で新たな住民誘致の都市間競争が激化されたと言える。戸田市でも同様に居住地

                                                   
1 首都高速の慢性的な渋滞を解消するために、1990年代に続々と着工されている 3環状道路の整備事業。これによ

り、渋滞緩和と同時に都心部と郊外都市、および地方都市間の流通が劇的に改善されてきている。 

2 関東北部での影響が大きい鉄道の新線開通としては、東京メトロ 13号やつくばエクスプレスが挙げられる。東京

メトロ 13号の開通により、埼玉から横浜までがつながり、つくばエクスプレスの開通では茨城県つくばから千葉・

埼玉・東京がつながった。 



4 

 

としての魅力磨き上げに注力し、転入先に選んでもらうためのまちづくりに注力してきた背景があ

り、新たな産業の方向性を模索する研究調査よりも、まちづくり調査研究が多く実施されてきた。

結果、この数年の戸田市「住みやすいまち」づくりは急伸し、特に若い子育て世代の転入が多くみ

られ「子育てのまち」としての認知度が上がってきている状況である。人口増加が進む戸田市にお

いて、今後はより定住促進に注力する必要性がある。そのためにはどこにでもあるベッドタウンで

はなく、独自の魅力を磨き上げる必要があり、その一つが地域での「しごと」の活性化である。 

 

以上の背景から、本調査では最初に現在の戸田市の産業構造を整理し、改めて強みと弱みを分析

した（第２章）。次に「新しいものを生み出す力」について、「開業率」を一つの指標として現状分

析を行った（第３章）。その結果、戸田市には「ラーニング・コミュニティの形成が必要である」と

の仮説が生まれた。「開業率」を高める指標は、そのまま「新しいものを生み出す力（創造性）」で

あると捉えることができる。そのため、同指標を用いて事業所アンケートの結果から検証を行った

（第４章）。以上の検証の中から、戸田市には「ラーニング・コミュニティの形成が必要である」と

の仮説が成り立つことが明らかとなった。最終的に「ラーニング・コミュニティの形成が必要であ

る」、すなわちそれが「開業率」を高めるということであり、「新しいものを生み出す力（創造性）」

を立証するためには、実際にラーニング・コミュニティを形成させその結果を見極める必要がある

が、現状の調査研究では着手しがたい範囲となる。そのため、仮説の立証としてはやや弱いものの、

戸田市経営者のアンケートとヒアリング調査より、仮説を裏付けるデータを検証し考察を行った（第

５章）。 

 

今回検証で用いた「開業率」および「新しいものを生み出す力（創造性）」の指標は、各種要因に

ついてこれまでの先行研究などから設定したものである。この指標については、今後も様々な検証

が必要ではあるが、推計過程と現場の観察結果からは多くの一致が見いだされたのも事実である。

そのため戸田市には「ラーニング・コミュニティの形成が必要である」という検証結果のもと、本

研究が戸田市の行政や民間事業者、そして住民の皆様方に、今後の戸田市の「新しいまちづくり」

に向けての方向性や産業戦略などを考えるうえで何らかの参考となれば幸いである。 

 

 

 

 

 

 

ラーニング・コミュニティとは「学びの共同体」とも訳されており、地域ナレッジサー
ビスやコミュニティ、連携などによる、学習共同体。単なる研修や座学講座を学ぶ機会と
は一線を画し、共同体（コミュニティ）が形成されることによる相乗効果である。グロー
バル化が進展する社会において、異質な集団の中で他者と交流しつつ自律的に行動する力
が要求される昨今、様々な人が集う集団で学習し、その集団が相互に刺激し合い学びの場
が活性化し新たなものを生み出す機能として期待されている。 
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第 1章 本研究の背景と全体概要 ─なぜ都市に「創造性」が必要なのか？ 

１．シティセールス戦略からみた戸田市の未来 

2012年より戸田市と法政大学地域研究センターの共同研究として「戸田市におけるシティセール

ス、今後の方向性について」が２年間実施された。同研究では、シティセールス戦略が立案された

2011年からの取り組みを調査し、戦略の課題整理と新たな方向性を示し、「戸田市の将来ヴィジョ

ンとシティセールス」（法政大学地域研究センター、2014）と題した報告書にてまとめた。 

同報告書では、「シティセールスありきのマネジメントではなく、地域経営あってのシティセール

スである」ことを冒頭で述べ、戸田市がまずは「どのようなまちづくりをしていくか」を明確化す

る必要性があることを示唆した。その上で、シティセールスに必要な「ブランド化する地域資源」

の発掘と醸成が必要であるという点を課題としてあげた。そこで、同研究で改めて戸田市の地域資

源の分析を行った。つまり、既に顕在化している地域資源の他に、顕在化していない地域資源はな

いか、隠れた戸田市の新しい魅力がないかを調査した。 

そこから浮き彫りになった点は、既に顕在化している魅力として「水辺と緑」の豊かさが挙げら

れるが、その魅力を活かしきれていないことである。豊かな水辺と緑があるまちは、戸田市に限ら

ずたくさん存在している。新しい視点で既存の魅力以外の戸田市らしさを創りだし（あるいは顕在

化していないものは醸成し）、その魅力を活かす方法を考える必要性を示唆した。 

その方法としては、地の利を生かした産業との融合と、活発な地域活動を行う住民の巻き込みの

２点に可能性があることを確認した。本研究は、この「魅力を活かす方法」を研究するものとして

「地域の創造性」の検証をするものである。戸田市の新しいまちづくりの未来を描くための基礎資

料となるものである。 

 

２．何もしない都市は衰退する（本研究の背景） 

2014年は地方創生の議論が活発に行われた。その下地となるのが「自治体消滅論」3であった。

この根幹にあるのは、これから日本が突入する未曾有の少子化・高齢化問題であり、そこに起因す

る「地方そのものの衰退問題」と「地方自治体の経営破たんの問題」である。そして、まち・ひと・

しごと創生本部が設置され急ピッチで地方自治体の地方創生戦略が策定されていった。 

                                                   
3「2040年までに 896の自治体が消滅する」と予測した日本創生会議（増田寛也座長）の発表がもとにあり、様々

な議論が展開された。その衝撃的なタイトルにより誤解が大きいとする意見は多く、「自治体消滅」ではなく、「自

治体の衰退」であるとし、議論のミスリードを防ごうという流れが主流である。 
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地方創生戦略の基本は「ひと」と「し

ごと」であり、この好循環を支える「ま

ち」をつくっていこうとするもので

ある＜図表 1＞。 

ここにきて、一時期話題となった

アメリカのジャーナリストであるジ

ェイン・ジェイコブズ（以下、J・ジ

ェイコブズ）の理論が見直されてき

ている。現在、日本全国で議論され

ている地方創生は、まさに 1960年代

に J・ジェイコブズが投げかけた地

域の経済の本質であるからだ。J・ジ

ェイコブズは「衰退する地域と発展

する地域」は、何が違うのだろうか

という疑問から都市を研究しはじめている。そして、様々な地域を調査した結果、「経済は、従来の

仕事に新しい仕事をつけくわえることによって発展する」（『都市の経済学―発展と衰退のダイナミ

クス』、1986より抜粋）ことが基本であり、これが都市にも当てはまるというものだ。 

すなわち、「自分たちが使う必需品のうち、外から容易に買っているものを、地域資源を基に創意

工夫を凝らし、自前で生産すれば、地域は豊かになる」（前掲）ということを理論づけたのである。 

J・ジェイコブズはここ数年、地方創生の議論の中に度々名前が登場してくる。すなわち、日本の

地方自治体の衰退に対して、J・ジェイコブズが主張する「地域で自前で新しいものを生み出す」こ

とこそが、この危機から脱出する方法であると見直されてきたからだ。そのため、前述の『都市の

経済学―発展と衰退のダイナミクス』をはじめ『都市の原理』（1971、鹿島研究所出版会）は、この

数年長く絶版となっていたものが、それぞれ 2012年、2011年に装丁新たに出版された。 

 

さて、戸田市の未来を考える際に、J・ジェイコブズの都市の原理が改めて必要ではないかと考え

たのが、本研究の「創造性」の検証である。 

郊外都市の歴史は日本では新しく、戦後の経済成長とともに日本の郊外都市は発展してきた。戦

後の日本の工業化を契機に、多くの人が都心に移住し、都心部が徐々に拡大、さらにその周辺に居

住地を求めたのが郊外化である。この約 50年足らずの歴史の中で、既に郊外都市の衰退現象が表面

図表 1  まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」パンフレットより
概念図抜粋 
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化してきた昨今、郊外の衰退4が議論されている。高度経済成長とともに郊外都市に移り住んだ人々

が、軒並み高齢化してきており街がゴーストタウン化してしまった現象があちこちで起こってきて

いる。こうした都市の姿を適確に指摘したのは L・H・クラーセンの都市の発展段階論である。都

市の発展段階論とは都市は都市化、郊外化、逆都市化という段階を経て成長し、拡大し、やがて衰

退していくというモデルである。同モデルでは、衰退の先には再都市化が用意され、再び都市の成

長が始まる可能性が示されているものの、今後の日本において再度都市が成長する姿を描くことは

難しい。この未曾有の人口減少時代に突入するにあたり、すべての都市がやがて人口減少局面を迎

えるという時代の転換期である。すなわち、これまでの歴史で見られてきた都市の成長→衰退→再

成長、というモデルは適用されないであろう。 

しかしながら、衰退のままで良いという訳ではない。成長→衰退→再成長を、「成長→変革」とい

う新しいモデルで新たなまちづくりを再構築する必要があり、今はまさにその転換期を迎えている

のである。人口減少社会の中で、これまでの経済成長をキーワードとしない豊かなまちづくりが求

められている。すなわち戸田市のシンボルマークにある「やさしいまちに、なりたい」が必要なの

であり、そのためには戸田市が「成長→変革」するべき時がまさに「今」なのである。 

変革するとは何であるか。先の J・ジェイコブズが「経済は、従来の仕事に新しい仕事をつけく

わえることによって発展する」（前掲）と述べているように、まずは地域の経済を循環させる必要が

ある。これまで循環してきた経済が、人口減少を迎える事によってスムーズにいかなくなることが

容易に想定される訳で、そのために「新しい」ことを加える必要があり、それが変革である。これ

まで循環してきた社会で通用したことが通用しなくなることを前提に、今までにない、今までの発

想では全く違った視点で「新しい」ものを生み出す力が地域に求められてきているということだ。

そのために、「新しい」ものを生み出す力が「創造性」であり、地域資源を新しい発想（創造性）で

活かしていく方法が求められている。本研究では、こうした背景から戸田市の「創造性」を検証し

ていくものである。 

 

３．全体概要 

本調査ではまず現在の戸田市の産業構造を整理し、改めて強みと弱みを分析した（第２章）。次に

「新しいものを生み出す力」について、「開業率」を一つの指標として戸田市の現状分析を行った（第

３章）。その結果から、戸田市には「ラーニング・コミュニティの形成が必要である」との仮説を設

定し、事業所アンケートの結果から検証を行った（第４章）。以上の分析には、統計データ数値から

の検証、「開業率」決定要因指標からの検証、そしてアンケート結果からの検証という手順で行った。

                                                   
4 特に関東圏で有名なのは多摩ニュータウンの高齢化の課題である。 
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次に、質的データとして戸田市経営者のアンケートとヒアリング調査より、仮説を裏付けるデータ

を検証し考察を行った（第５章）。 

各指標の対応表とその結果（簡易結果）を一覧としたのが＜図表２＞である。 

結果で表しているものは以下である。 

＋＋ ＝優位性が非常にある 

＋  ＝優位性がややある 

△  ＝優位性があるともないともいえない 

－  ＝劣位性がややある 

―― ＝劣位性が非常にある 

－＋ ＝人あるいは事業所によって格差がある 

 

以上の流れから、戸田市には④人材育成環境が低い傾向が見られ、「ラーニング・コミュニティの

形成が必要である」との仮説が成り立つことが明らかとなった。 
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図表 2 地域資源指標と、「開業率」決定要因指標、アンケートの対応表と結果 

人口増加 人口増減率 　　＋＋ 　　＋＋ お客様としての市場（地域住民や取引先）の多さ 　　△

所得 持ち家世帯比率 　　－－ 　　＋ 　-----

失業率 失業率 　　－ 　　－ 　-----

取引先・提携先、外注先との距離・アクセス 　　＋＋

原材料などの入手の容易性 　　＋＋

地代、賃料の値頃感 　　＋

道路などのインフラ整備状態 　　＋＋

戸田市の支援体制（助成、融資など） 　　－

社員や経営者の人材育成の支援 　　－

起業や創業の支援 　　－

専門家派遣などの支援 　　－

制度融資 　　－

新規事業や販路拡大などの事業にかかる助成金や補助金 　　－

公的な入札の機会 　　－

基盤産業 製造業比率 　　＋＋ 　　－ 　----- 　　－

事業所密度 　　＋＋ 　　＋＋ 　-----

産業支援機関・団体（商工会など）の充実 　　△

ビジネスなど、仕事関係の情報の入りやすさ 　　－

大卒者比率 　　＋ 　　＋ 　-----

製造業賃金 　　－ 　　＋ 　-----

意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う 　　△

部署、担当に関わらず業務上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ がｽﾑｰｽﾞ である　　△

過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている 　　△

部署、担当を超えた取り組みがなされている 　　△

定期的に社内で勉強会を開いている 　　－＋

業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある 　　－＋

行動力 　----- 　----- 　----- 新しい提案やアイデアが現場からよく出される 　　－＋

開放性 　----- 　----- 　----- 　-----

連携や異業種などの参加 　　－

ビジネスなどの勉強やセミナーの参加 　　－

事業に活用できる情報提供 　　－

事業所やサービスなどの対外的な情報発信 　　－

戸田市内のビジネス上の知人・友人の数 　　－＋

戸田市内のビジネス以外の知人・友人の数 　　－＋

③人材

学習習慣 　----- 　----- 　-----

企業平均規模 　　＋ 　　＋＋

②立地

産業集積

知識

多様性 　----- 　-----

　----- 　-----

　-----

寛容性 　----- 　----- 　-----

アンケート

結果

コミュニティ

④人材育成

環境

公的支援 公共サービス割合

　----- 　----- 　-----連携

ナレッジサービス

　----- 　----- 　-----

　-----

「開業率」決定要因の指標 事業所、経営者アンケート地域資源指標

　　－ 　　＋

データ結果
（開業率決定指

標に対して）

アンケート設問

地価アクセス 　　＋＋ 　　＋＋

①人口

大項目 小項目 統計データ指標
データ結果

（全国比）
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第２章 戸田市の産業構造＿10年間の推移 

本章では、各省庁の統計データを基に、現在の戸田市の産業構造がどのようになっているのか現

状分析を行った。戸田市は、古くから製造業、運輸業の占める割合が高いと言われてきたが、昨今、

都心部への通勤圏としての人気が高まっており、徐々に同産業の割合が低下していると言われてき

ている。実際の統計データからどの産業がどの程度の割合を占めており、どのように推移してきた

かをみた。その結果、本章で得られた結果の概要は以下である。 

＜全国と比較した戸田市の事業所数・規模の特徴＞ 

・戸田市は全国と比較して個人企業の割合が低い。 

・戸田市は全国と比較して小規模事業所5の割合が最も高く、特に 10～29人規模の事業所の割合

が高い。 

＜全国と比較した戸田市の小規模事業所の特徴＞ 

・「情報通信業」「建設業」「不動産業、物品賃貸業」「製造業」「金融業、保険業」の 5産業で６

割以上が小規模事業所である。 

・中でも「情報通信業」「建設業」「不動産業、物品賃貸業」「製造業」の 4産業は全国と比べて

小規模事業所の割合が高い。 

＜全国と比較した戸田市の中規模事業所6の特徴＞ 

・「複合サービス」「電気・ガス・熱供給・水道業」「医療、福祉」の 3産業で６割以上が中規模

事業所である。また、3産業はいずれも全国と比べても中規模事業所の割合が高い。 

＜事業所規模によって、増加・減少に特徴はあるのか＿事業所数・規模＞ 

・事業所の増加率は戸田市＋4.5%であるのに対し全国は－3.3%、戸田市の増加率は非常に高い。 

・最も増加しているのは 100人以上の規模で戸田市は＋40.8%、全国は＋16.6%である。戸田市

は大規模化傾向にある。 

・1～4人規模の事業所においても戸田市は＋38.1%、全国が＋33.9%とやや戸田市が高い傾向。 

＜どの産業で雇用を創出・喪失しているのか＿従業者数割合＞ 

・10年間で雇用は 64,138人（10.8%）増加している。 

・10年間の雇用創出の寄与率が最も高いのは「医療、福祉」で次いで「サービス業（他）」、「宿

泊業、飲食業」の順であった。 

                                                   
5 常用雇用者 20人以下（卸売業，小売業、飲食店、サービス業（宿泊業、娯楽業を除く）は 5人以下）の事業所を

小規模事業所とする。 

6 常用雇用者 300人以下 21人以上 （卸売業、サービス業は 100人以下 6人以上、小売業、飲食店は 50人以下 6

人以上）の事業所を中規模事業所とする。 
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・10年間で最も最も雇用を喪失しているのは「製造業」で次いで「建設業」であった。 

＜どの産業の生産額が成長・衰退しているのか＿市内総生産額＞ 

・10年間で総生産額は 9999.8百万円（2.3%）の増加である。 

・10年間で最も総生産額成長に寄与しているのは「不動産業」で、次いで「サービス業」「卸売・

小売業」「農林水産業」の順であった。 

・10年間で総生産に最もマイナスに寄与しているのは「製造業」で、次いで「建設業」「運輸業」

であった。 

・10年間でプラスに寄与している産業が 5つであるのに対し、マイナスに寄与しているのが 6

産業であった。 
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１．事業所規模によって、増加・減少に特徴はあるのか＿事業所数・規模 

（１）現在の事業所規模の状態 

①事業所の数および規模別構成7 

経済センサス（平成 24年度）調査からみると、戸田市の事業所の構成は全事業所数が 5,315所（除

く第１次産業）＜図表３＞。その内、大事業所が 81所、中小事業所が 5,234所で全体の約 98.5％を

中小事業所が占めている。中小事業所のうち、中規模事業所は 1,481所（27.9%）、小規模事業所は

2,166所（40.8%）、個人企業は 1,587所（29.9%）となっており、全体でみると小規模事業所の割合

が高いことがわかる。 

全国と比較すると、大事業所数割合は全国が 1.0％に対して戸田市は 1.5%であり、戸田市はやや

大規模事業所の割合が高い。また中規模事業所と小規模事業所もそれぞれ戸田市の構成比の方が高

く、個人企業のみ戸田市の構成比が低い傾向である。全体的に、戸田市は全国と比較して個人企業

の割合が低く、中小事業所および大事業所の割合が高い産業構造となっていることがわかる。特に

小規模事業所の割合が高い傾向である。 

また、従業者人数別の事業所構成比＜図表４＞でみても同様の傾向が示されている。戸田市は全

国と比べると 10～19人の事業所規模の割合が高く 14.0%（全国は 11.6%）、次いで 20～29人で 5.8％

（全国 4.1％）となっている。戸田市は、10～29人規模の事業所割合が全国と比べて特に高い傾向

であることがわかった。 

このことから、戸田市は中小企業の中でも特に個人的経営から組織的経営へ移行すべき時期の規

模の企業が多いことがわかる。一般的に 10～29人規模の事業所では、組織経営変革の支援、税務、

人事評価制度、新卒採用、人材教育、（特に新人、ミドル）などの整備が求められている。第 4章で

事業所アンケートの結果で後述するが、戸田市の事業所では「社員や経営者の人材育成の支援」 

「専門家派遣などの支援」に対する戸田市の評価が概ね低い傾向であった。戸田市内の同傾向の

事業所における支援のニーズを把握していくことが肝要であろう。 

 

 

 

 

 

                                                   
7 事業所規模の区分は、中小企業基本法改正後の定義に基づき再編を行った。定義は以下である。「1.総従業者 300

人以下 （卸売業、サービス業は 100人以下、小売業、飲食店は 50人以下）の事業所を中小事業所とする。2.総従

業者 20人以下（卸売業、小売業、飲食店、サービス業は 5人以下）の事業所を小規模事業所とする。」（以上、『2015

年版中小企業白書』より抜粋） 
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図表 3 規模別事業所数、構成比（全国と戸田市の比較） 

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

戸田市 81 1.5% 1481 27.9% 2166 40.8% 1587 29.9% 5315 100.0%

全国 55,219 1.0% 1,370,585 25.3% 1,792,410 33.1% 2,204,704 40.7% 5,422,918 100.0%

　出所：全国／「中小企業白書2015年版」P566より、戸田市／経済センサス（平成24年度）より再編加工

大事業所
中小事業所

合計
中規模事業所 小規模事業所 個人企業
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
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全国

大事業所 中規模事業所 小規模事業所 個人企業

 

 

図表 4 従業者人数別＿事業所構成比（全国、戸田市の比較） 

　出所：経済センサス（平成24年度）より再編加工
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②小規模事業所の構成比 

 産業別に小規模事業所の構成比をみてみる＜図表５＞。戸田市は「情報通信業」および「建設業」、

「不動産業、物品賃貸業」、「製造業」、「金融・保険業」において小規模事業所の構成比が 60%以上

と大きい傾向にある。 

また、小規模事業所の構成比が全国よりも特に高い産業は、「情報通信業」と「学術研究、専門・
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技術サービス業」という特徴がみられた。 

 

図表 5 小規模事業所の産業別構成比（全国と戸田市の比較） 

　出所：全国／「中小企業白書2015年版」P566より、戸田市／経済センサス（平成24年度）より再編加工

　※常用雇用者20人以下（卸売業，小売業、飲食店、サービス業（宿泊業、娯楽業を除く）は5人以下）の事業所を小規模事業所としている。

　※小規模事業所の構成比は各産業の全事業所数に占める割合で算出した。
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③中規模事業所の状態 

 産業別に中規模事業所の構成比をみてみる＜図表６＞。戸田市は「複合サービス事業」および「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「医療、福祉」において中規模事業所の構成比が 60%以上と大きい傾

向にある。 

また、中規模事業所の構成比が全国よりも特に高い産業は「医療、福祉」と「複合サービス事業」

という特徴がみられた。 

 

 

図表 6 中規模事業所の産業別構成比（全国と戸田市の比較） 

　出所：全国／「中小企業白書2015年版」P566より、戸田市／経済センサス（平成24年度）より再編加工

　※中規模事業所の構成比は各産業の全事業所数に占める割合で算出した。

　※常用雇用者300人以下21人以上 （卸売業、サービス業は100人以下6人以上、小売業、飲食店は50人以下6人以上）の事業
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（２）10年間の推移 

 ①従業者規模別の推移 

戸田市の事業所の 2004年から 2014年の 10年間推移を従業者規模別にみてみる＜図表７＞。10

年間で全産業は 230所増加している。そのうち個人事業所は－473所の減少、うち法人事業所は＋

713所の増加である。全ての従業者規模別で個人事業所はマイナス、ほぼ全ての法人事業所はプラ

スという傾向がみられた。 

従業者規模別の増減率でみると、もっとも増加しているのは 100人以上の法人で増減率40.8%（＋

20所）、ついで 1～4人規模の法人で増減率 38.1%（＋462所）、30～49人規模の法人で 16.9%（＋

32所）であった。 

対して、もっとも減少しているのは 1～4人規模の個人事業所で－27.4％（－442所）であり、戸

田市の事業所数の減少に最も寄与している。 

 

図表 7 10 年間の推移（従業者規模別） 

所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比 所数 構成比

A～S 全産業 5,162 100.0 1,817 35.2 3,326 64.4 19 0.4 5,392 100.0 1,344 24.9 4,039 74.9 9 0.2

　1～4人 2,846 55.1 1,616 31.3 1,212 23.5 18 0.3 2,857 53.0 1,174 21.8 1,674 31.0 9 0.2

　5～9人 992 19.2 153 3.0 839 16.3 0 0.0 1,036 19.2 129 2.4 907 16.8 0 0.0

　10～19人 688 13.3 43 0.8 645 12.5 0 0.0 765 14.2 36 0.7 729 13.5 0 0.0

　20～29人 281 5.4 5 0.1 275 5.3 1 0.0 318 5.9 5 0.1 313 5.8 0 0.0

　30～49人 189 3.7 - 189 3.7 0 0.0 221 4.1 - 221 4.1 0 0.0

　50～99人 114 2.2 - 114 2.2 0 0.0 108 2.0 - 108 2.0 0 0.0

　100人以上 49 0.9 - 49 0.9 0 0.0 69 1.3 - 69 1.3 0 0.0

　出向・派遣従業者のみ 3 0.1 - 3 0.1 0 0.0 18 0.3 - 18 0.3 0 0.0

A～S 全産業

　1～4人

　5～9人

　10～19人

　20～29人

　30～49人

　50～99人

　100人以上

　出向・派遣従業者のみ

出所：2004年／「平成16年　事業所・企業統計調査」より、2014年「平成26年　経済センサス」より
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うち個人 うち法人 総数 うち個人 うち法人 法人でない団体

総数
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（単位：所）

 

 同推移を全国と比較した数値をみてみる＜図表８＞。10年間で事業所の総数が戸田市は＋4.5％

であるのに対して全国は－3.3％であり、戸田市は全国と比較して事業所が増加傾向であることがわ

かる。全国で最も増加しているのは 100人以上規模の法人で＋16.6%である。戸田市の 40.8%と比

べて増加率がかなり低く、戸田市は 100人以上規模の法人の増加割合が全国と比べてかなり高いと

いうことがいえる。 

 個人事業所でみると、全ての従業者規模でマイナスであり減少割合も戸田市とほぼ同程度の数値
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であることから、戸田市の個人事業所は全国と同様に減少傾向であることがわかる。 

 対して法人事業所の増減率を比較すると、全事業所規模ではやや戸田市の増減率が高い。全国と

比べて戸田市の増減率が最も高いのは 100人以上規模で戸田市が＋40.8%に対し全国は 17.2%であ

る。但し、同事業所の母数が戸田市が 69所と非常に少ないため、増減率の幅が大きくなるためで

あると考えられる。そのため、増減率の割合はやや極端な数値となっているものの、戸田市は 100

人以上規模の法人の増減率が全国に比べて高い傾向がみられている。また、1～4人規模の法人事業

所と、10～19人規模、30～49人規模の事業所において戸田市は全国と比べて増減率が高い傾向で

あった。逆に全国と比べて増減率が低かったのは 50～99人規模の事業所であり、全国が＋16.1%

に対して戸田市は－5.3％であった。 

 

図表 8 10 年間の組織形態別の推移（全国と戸田市の比較） 

　　出所：2004年／「平成16年　事業所・企業統計調査」より、2014年「平成26年　経済センサス」より

　　※民営のみで算出　※増減率＝（2014年の各事業所数ー2004年の各事業所数）÷2004年の各事業所数×100
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２．どの産業で雇用を創出・喪失しているのか＿従業者数割合 

（１）現在の産業別従業者数と構成比 

経済センサス（平成 26年度）調査からみた従業者数と構成比をみてみる＜図表９＞。2014年の

戸田市の従業者数は 64,138人で、最も構成比が高いのが「製造業」で 14,352人（22.4%）であった。

ついで「運輸業、郵便業」12,050人（18.8%）、「卸売業・小売業」10,919人（17.0％）、「医療、福祉」

6,466人（10.1%）という順であった。 

 

図表 9 従業者数と構成比 

（人） （％）

総数 64,138 100.0

農業，林業 172 0.3

漁業 0 0.0

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0.0

建設業 3,398 5.3

製造業 14,352 22.4

電気・ガス・熱供給・水道業 149 0.2

情報通信業 297 0.5

運輸業，郵便業 12,050 18.8

卸売業，小売業 10,919 17.0

金融業，保険業 607 0.9

不動産業，物品賃貸業 1,987 3.1

学術研究，専門・技術サービス業 833 1.3

宿泊業，飲食サービス業 4,835 7.5

生活関連サービス業，娯楽業 1,948 3.0

教育，学習支援業 935 1.5

医療，福祉 6,466 10.1

複合サービス事業 95 0.1

サービス業（他に分類されないもの） 5,095 7.9

出所：「平成26年　経済センサス」より

戸田市

2014年

 

 

（２）10年間の推移 

 2004年から 2014年の産業別の従業者数の推移をみてみる＜図表 10_1＞。最も増加率が高いの

は「医療、福祉」で 106.6%であった。次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が 95.0%、「宿

泊業、飲食サービス業」が 75.7%、「不動産業、物品賃貸業」20.3%という順であった。（「農業、林

業」については 760%と大幅な増加であるものの、もともとの母数が少ないためここでは検証の対

象外とした） 

また、全国の推移と比較した場合＜図表 10_2＞、戸田市で減少しているのは「製造業」「建設業」

「情報通信業」「教育・学習支援」である。「製造業」は全国的にも減少傾向でありそれと比較して

戸田市の減少はそれほど大きくない。「建設業」も全国的に減少傾向であるが、戸田市の減少幅は全

国と比べて大きい傾向であった。一方で、「情報通信業」「教育・学習支援」については全国が拡大

しているのに対して戸田市が減少しているという逆の傾向がみられ、戸田市の弱い産業と言える。 

また、戸田市が増加している「運輸・郵便業」は全国は減少傾向であり、戸田市の強い産業と言
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える。また「宿泊、飲食業」は全国的にも戸田市も増加であるが、戸田市の増加幅が大きく強い産

業と言える。 

この増減率に対して、戸田市全体の従業者構成比から、戸田市の 10年間の増加にどの程度寄与し

ているかを算出したのが寄与度である。＜図表 11＞で縦軸に増加率、横軸に従業者構成比でその寄

与度の大きさをグラフに表した。同グラフでは、縦軸と横軸からできる方形の大きさが最も大きい

産業が、10年間の従業者増加に最も寄与していることを表している。すなわち、10年間の新たな雇

用創出の寄与率となる。これによると、最も寄与しているのは「医療、福祉」で次いで「サービス

業（他）」、「宿泊業、飲食業」の順であった。 

対して、最も雇用を喪失しているのは「製造業」で次いで「建設業」であることがわかる。 

 

図表 10_1 10 年間の産業別推移（従業者数と構成比） 

従業員数

（人）

構成比

（％）

従業員数

（人）

構成比

（％）

増減数

（人）

増加率

（％）

寄与度

（pt）
総数 57891 100.0 64,138 100.0 64,138 10.8 10.8

農業，林業 20 0.0 172 0.3 172 760.0 2.0

漁業 0 0.0 0 0.0 0 ─ ─

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0.0 0 0.0 0 ─ ─

建設業 3864 6.7 3,398 5.3 3,398 -12.1 -0.6

製造業 17095 29.5 14,352 22.4 14,352 -16.0 -3.6

電気・ガス・熱供給・水道業 102 0.2 149 0.2 149 46.1 0.1

情報通信業 561 1.0 297 0.5 297 -47.1 -0.2

運輸業，郵便業 11751 20.3 12,050 18.8 12,050 2.5 0.5

卸売業，小売業 9500 16.4 10,919 17.0 10,919 14.9 2.5

金融業，保険業 576 1.0 607 0.9 607 5.4 0.1

不動産業，物品賃貸業 1652 2.9 1,987 3.1 1,987 20.3 0.6

学術研究，専門・技術サービス業 1392 2.4 833 1.3 833 -40.2 -0.5

宿泊業，飲食サービス業 2752 4.8 4,835 7.5 4,835 75.7 5.7

生活関連サービス業，娯楽業 1901 3.3 1,948 3.0 1,948 2.5 0.1

教育，学習支援業 883 1.5 935 1.5 935 5.9 0.1

医療，福祉 3130 5.4 6,466 10.1 6,466 106.6 10.7

複合サービス事業 99 0.2 95 0.1 95 -4.0 0.0

サービス業（他に分類されないもの） 2613 4.5 5,095 7.9 5,095 95.0 7.5

出所：「平成26年　経済センサス」より

※増減率＝（2014年従業者数ー2004年従業者数）÷2004年従業者数×100

※寄与度=（2014年従業員構成比×増加率）÷100

2004年→2014年

戸田市

2014年2004年
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図表 10_2 産業別推移の全国比較（図表 10 の詳細グラフ化） 

 
出所：経済センサス＿基本調査より筆者算出 ※従業者数割合の推移を 2006 年を「1」とした場合の増減の数値（各年の従業者割合- 

2006 年の従業者割合） 
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図表 11 10 年間の雇用創出の寄与率（従業者数構成比×増加率） 
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情報通信業
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生活関連サービス、娯楽業

教育，学習支援業

この面積の大きさが地域の雇用創出の寄与度を表している。

戸田市のこの10年間の雇用創出に最も寄与したのは「医療・

福祉」である。詳細の数値は下記参照。

学術研究、専門・技術

サービス業

医療

福祉

サービス

業（他）

産業

（寄与度の高

い順に並べてい

る）

医

療，

福祉

サービ

ス業
（他に

分類さ

れないも

の）

宿泊

業，

飲食

サービ

ス業

卸売

業，

小売

業

農

業，

林業

不動産

業，物

品賃貸

業

運輸

業，

郵便

業

電気・

ガス・

熱供

給・水

道業

教

育，

学習

支援

業

生活関

連サービ

ス業，

娯楽業

金融

業，

保険

業

漁業

鉱業，

採石

業，砂

利採取

業

複合

サービス

事業

情報通

信業

学術研

究，専

門・技術

サービス

業

建設業 製造業

寄与度（※） 10.7 7.5 5.7 2.5 2.0 0.6 0.5 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 -0.2 -0.5 -0.6 -3.6

※寄与度=構成比×増加率÷100。図表の面積にあたる

＋ 雇用を創出している産業 － 雇用を喪失している産業
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３．どの産業の生産額が成長・衰退しているのか＿市内総生産額 

（１）現在の市内総生産（名目）構成 

埼玉の市町村民経済計算からみた戸田市の市内総生産額（名目）は 448,696百万円＜図表 12＞。

戸田市内で最も総生産額が高いのは不動産業で 101,831百万円（市内構成比は 22.7％／以下同）。次

いでサービス業で 83,772百万円（18.7％）、製造業の 76,657百万円（17.1%）、卸売・小売業 63,940

百万円（14.3％）の順であり、上位 4産業で全体の 72.8％を占めている。 

埼玉県全体の総生産額は 20,678,193百万円で、戸田市はその内の約 2.2％を占めており県内で 13

番目8である。埼玉県全体に占める割合を産業別にみると、もっとも高いのが運輸業 4.9%（特化係

数 2.2／以下同）で、次いで卸売・小売業 2.6％（1.2）、不動産業 2.5％（1.2）となっている。 

 

 

図表 12 経済活動別＿戸田市の市内総生産（名目）（平成 25 年度） 

市内総生産
実額

(百万円）

戸田市内の

構成比

（％）

埼玉県全体

に占める割合

（％）

特化係数

（※1）

1.農林水産業 753 0.2 0.6 0.3

2.鉱業 - - - -

3.製造業 76,657 17.1 2.0 0.9

4.建設業 26,399 5.9 2.0 0.9

5.電気・ガス・水道業 2,737 0.6 0.8 0.4

6.卸売・小売業 63,940 14.3 2.6 1.2

7.金融・保険業 8,752 2.0 1.1 0.5

8.不動産業 101,831 22.7 2.5 1.2

9.運輸 43,988 9.8 4.9 2.2

10.情報通信業 6,807 1.5 1.1 0.5

11.サービス業 83,772 18.7 2.2 1.0

12.政府サービス生産者 28,546 6.4 1.6 0.7
13.対家計民間非営利サービス生産

者
4,513 1.0 1.1 0.5

産業合計 448,696 100.0 2.2 -

出所：「埼玉の市町村民経済計算」（平成25年度）より

（※１）特化係数＝戸田市の構成比÷埼玉県全体の構成比率／「１」より大きい産業ほど埼

玉県内で比較した場合特化していることを示している。  

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 埼玉県内で総生産額の高い順位は、さいたま市、川口市、川越市、熊谷市、所沢市、越谷市、草加市、上尾市、

狭山市、春日部市、深谷市、久喜市、戸田市の順であった。 
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図表 13 

 出所：「埼玉の市町村民経済計算」（平成25年度）より
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対家計民間非営利サービス
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電気・ガス・水道業

0.6%

農林水産業
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（２）10年間の推移 

戸田市の市内総生産額（名目）の推移をみてみる＜図表 14＞。 

2003年から 2013年の市全体の総生産額は、438,705百万円から 448,696百万円に推移してお

り 2.3％の増加率である。この 10年間で最も総生産額の成長に寄与している（成長寄与度）のは、

「不動産業」で 5.7、次いで「サービス業」5.1、「卸売・小売業」4.3、「農林水産業」1.5、「政府サ

ービス生産」1.0と続く。対して、成長にマイナスに寄与しているのは「製造業」が-5.4と最も大

きく、次いで「建設業」-0.8、「運輸業」-0.8、「金融・保険業」-0.4、「電気・ガス・水道業」-0.3、

「情報通信業」-0.2となっている。 

成長にプラスに寄与している産業が５つあるのに対し、マイナスに寄与しているのが６産業あり、

地域全体の成長をやや鈍化させている結果となっている。 
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図表 14 産業別 10 年間の成長度（市内総生産額） 

産業
実額

(百万円）

構成比

（％）

実額

(百万円）

構成比

（％）

増減額

(百万円）

増加率

（※）

成長寄与度

（※）

1.農林水産業 77 0.0 753 0.2 676.0 875.2 1.5

2.鉱業 - - - - - - 0

3.製造業 112,041 25.5 76,657 17.1 -35384.5 -31.6 -5.4

4.建設業 30,653 7.0 26,399 5.9 -4254.3 -13.9 -0.8

5.電気・ガス・水道業 4,785 1.1 2,737 0.6 -2048.3 -42.8 -0.3

6.卸売・小売業 49,244 11.2 63,940 14.3 14696.7 29.8 4.3

7.金融・保険業 10,920 2.5 8,752 2.0 -2168.7 -19.9 -0.4

8.不動産業 81,528 18.6 101,831 22.7 20303.1 24.9 5.7

9.運輸 47,972 10.9 43,988 9.8 -3984.0 -8.3 -0.8

10.情報通信業 7,878 1.8 6,807 1.5 -1070.6 -13.6 -0.2

11.サービス業 65,808 15.0 83,772 18.7 17964.2 27.3 5.1

12.政府サービス生産者 24,520 5.6 28,546 6.4 4026.3 16.4 1.0
13.対家計民間非営利サービス生産

者
3,278 0.7 4,513 1.0 1234.9 37.7 0.4

合計 438,705 100.0 448,696 100.0 9990.8 2.3 2.3

出所：「埼玉の市町村民経済計算」（平成25年度）より

※増加率＝増減額÷比較年度額

※成長寄与度＝構成比×増加率÷100

2003年 2013年 2003年→2013年

 
 

図表 15 10 年間の総生産成長の寄与率（構成比×増加率） 
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この面積の大きさが地域の成長の寄与度を表している。

戸田市のこの10年間の成長に最も寄与したのは「不動産

業」である。詳細の数値は下記参照。

 

産業

（寄与度の高

い順に並べてい

る）

不動産業 サービス業
卸売・

小売業

農林

水産業

政府サー

ビス生産

者

鉱業
情報

通信業

電気・ガ

ス・水道

業

金融・

保険業
運輸 建設業 製造業

寄与度（※） 5.7 5.1 4.3 1.5 1.0 0.0 -0.2 -0.3 -0.4 -0.8 -0.8 -5.4

※寄与度=構成比×増加率÷100。図表の面積にあたる

＋の成長をもたらしている産業 －の成長をもたらしている産業
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＜参考資料＞ 

 

 

参考：図表 1 産業別＿従業者数と構成比割合の推移（戸田市、全国） 

従業者数

（人）

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

総数 57891 100.0 61,132 100.00 62,871 100.00 60,176 100.00 64,138 100.00

農業，林業 20 0.0 12 0.02 3 0.00 225 0.37 172 0.27

漁業 0 0.0 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0.0 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

建設業 3864 6.7 4,027 6.59 4,342 6.91 3,880 6.45 3,398 5.30

製造業 17095 29.5 16,444 26.90 14,146 22.50 14,097 23.43 14,352 22.38

電気・ガス・熱供給・水道業 102 0.2 129 0.21 129 0.21 126 0.21 149 0.23

情報通信業 561 1.0 481 0.79 471 0.75 289 0.48 297 0.46

運輸業，郵便業 11751 20.3 10,802 17.67 10,868 17.29 9,544 15.86 12,050 18.79

卸売業，小売業 9500 16.4 11,735 19.20 12,607 20.05 10,724 17.82 10,919 17.02

金融業，保険業 576 1.0 552 0.90 646 1.03 650 1.08 607 0.95

不動産業，物品賃貸業 1652 2.9 1,741 2.85 2,217 3.53 2,024 3.36 1,987 3.10

学術研究，専門・技術サービス業 1392 2.4 1,217 1.99 804 1.28 1,080 1.79 833 1.30

宿泊業，飲食サービス業 2752 4.8 3,465 5.67 4,106 6.53 3,990 6.63 4,835 7.54

生活関連サービス業，娯楽業 1901 3.3 2,138 3.50 2,205 3.51 2,100 3.49 1,948 3.04

教育，学習支援業 883 1.5 1,101 1.80 977 1.55 1,078 1.79 935 1.46

医療，福祉 3130 5.4 3,790 6.20 4,397 6.99 5,240 8.71 6,466 10.08

複合サービス事業 99 0.2 122 0.20 101 0.16 123 0.20 95 0.15

サービス業（他に分類されないもの） 2613 4.5 3,376 5.52 4,852 7.72 5,006 8.32 5,095 7.94

出所：「平成26年　経済センサス」より

従業者数

（人）

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

従業者

数

構成比

（％）

総数 6329 100.0 6,389 100.00 6,314 100.00 6,270 100.00 6,351 100.00

農業，林業 264 4.2 250 3.91 244 3.86 224 3.57 209 3.29

漁業 22 0.3 22 0.34 20 0.32 16 0.26 21 0.33

鉱業，採石業，砂利採取業 4 0.1 3 0.05 3 0.05 3 0.05 3 0.05

建設業 584 9.2 560 8.77 522 8.27 503 8.02 505 7.95

製造業 1150 18.2 1,163 18.20 1,082 17.14 1,032 16.46 1,040 16.38

電気・ガス・熱供給・水道業 31 0.5 36 0.56 34 0.54 31 0.49 29 0.46

情報通信業 171 2.7 180 2.82 194 3.07 188 3.00 203 3.20

運輸業，郵便業 326 5.2 328 5.13 350 5.54 340 5.42 336 5.29

卸売業，小売業 1085 17.1 1,076 16.84 1,059 16.77 1,042 16.62 1,059 16.67

金融業，保険業 159 2.5 155 2.43 165 2.61 163 2.60 154 2.42

不動産業，物品賃貸業 98 1.5 107 1.67 110 1.74 112 1.79 112 1.76

学術研究，専門・技術サービス業 205 3.2 204 3.19 195 3.09 205 3.27 212 3.34

宿泊業，飲食サービス業 385 6.1 374 5.85 379 6.00 376 6.00 385 6.06

生活関連サービス業，娯楽業 239 3.8 242 3.79 241 3.82 239 3.81 238 3.75

教育，学習支援業 279 4.4 282 4.41 288 4.56 295 4.70 301 4.74

医療，福祉 531 8.4 571 8.94 623 9.87 706 11.26 757 11.92

複合サービス事業 81 1.3 75 1.17 52 0.82 47 0.75 57 0.90

サービス業（他に分類されないもの） 413 6.5 467 7.31 465 7.36 462 7.37 397 6.25

出所：「平成26年　経済センサス」より

2014年

戸田市

2004年 2006年 2009年 2012年 2014年

全国

2004年 2006年 2009年 2012年
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＜参考資料＞ 

参考：図表 2 産業別・従業者規模別の従業者数推移① 

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

A～B 農林漁業 20 100.0 0 0.0 20 100.0 172 100.0 0 0.0 172 100.0 760.0 ー 760.0

　1～4人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 2.3 0 0.0 4 2.3 ー ー ー

　5～9人 7 35.0 0 0.0 7 35.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

　10～19人 13 65.0 0 0.0 13 65.0 15 8.7 0 0.0 15 8.7 15.4 ー 15.4

　20～29人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 23 13.4 0 0.0 23 13.4 ー ー ー

　30～49人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

　50～99人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 130 75.6 0 0.0 130 75.6 ー ー ー

D 建設業 3,864 100.0 214 5.5 3,650 94.5 3,398 100.0 120 3.5 3,278 96.5 -12.1 -43.9 -10.2 

　1～4人 554 14.3 174 4.5 380 9.8 599 17.6 104 3.1 495 14.6 8.1 -40.2 30.3

　5～9人 872 22.6 30 0.8 842 21.8 873 25.7 16 0.5 857 25.2 0.1 -46.7 1.8

　10～19人 1056 27.3 10 0.3 1046 27.1 797 23.5 0 0.0 797 23.5 -24.5 -100.0 -23.8 

　20～29人 410 10.6 0 0.0 410 10.6 423 12.4 0 0.0 423 12.4 3.2 ー 3.2

　30～49人 293 7.6 0 0.0 293 7.6 351 10.3 0 0.0 351 10.3 19.8 ー 19.8

　50～99人 492 12.7 0 0.0 492 12.7 247 7.3 0 0.0 247 7.3 -49.8 ー -49.8 

　100人以上 187 4.8 0 0.0 187 4.8 108 3.2 0 0.0 108 3.2 -42.2 ー -42.2 

E 製造業 17,095 100.0 642 3.8 16,453 96.2 14,352 100.0 337 2.3 14,015 97.7 -16.0 -47.5 -14.8 

　1～4人 1,324 7.7 436 2.6 888 5.2 961 6.7 255 1.8 706 4.9 -27.4 -41.5 -20.5 

　5～9人 2057 12.0 135 0.8 1922 11.2 1523 10.6 59 0.4 1464 10.2 -26.0 -56.3 -23.8 

　10～19人 3046 17.8 71 0.4 2975 17.4 2404 16.8 23 0.2 2381 16.6 -21.1 -67.6 -20.0 

　20～29人 1800 10.5 0 0.0 1800 10.5 1546 10.8 0 0.0 1546 10.8 -14.1 ー -14.1 

　30～49人 2475 14.5 0 0.0 2475 14.5 2204 15.4 0 0.0 2204 15.4 -10.9 ー -10.9 

　50～99人 1844 10.8 0 0.0 1844 10.8 2130 14.8 0 0.0 2130 14.8 15.5 ー 15.5

　100人以上 4549 26.6 0 0.0 4549 26.6 3584 25.0 0 0.0 3584 25.0 -21.2 ー -21.2 

F 電気・ガス・熱供給・水道業102 100.0 0 0.0 102 100.0 149 100.0 0 0.0 149 100.0 46.1 ー 46.1

　1～4人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

　5～9人 14 13.7 0 0.0 14 13.7 8 5.4 0 0.0 8 5.4 -42.9 ー -42.9 

　10～19人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 12 8.1 0 0.0 12 8.1 ー ー ー

　20～29人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 22 14.8 0 0.0 22 14.8 ー ー ー

　30～49人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

　50～99人 88 86.3 0 0.0 88 86.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 107 71.8 0 0.0 107 71.8 ー ー ー

G 情報通信業 561 100.0 0 0.0 561 100.0 297 100.0 4 1.3 293 98.7 -47.1 ー -47.8 

　1～4人 47 8.4 0 0.0 47 8.4 46 15.5 4 1.3 42 14.1 -2.1 ー -10.6 

　5～9人 49 8.7 0 0.0 49 8.7 71 23.9 0 0.0 71 23.9 44.9 ー 44.9

　10～19人 80 14.3 0 0.0 80 14.3 39 13.1 0 0.0 39 13.1 -51.3 ー -51.3 

　20～29人 24 4.3 0 0.0 24 4.3 25 8.4 0 0.0 25 8.4 4.2 ー 4.2

　30～49人 286 51.0 0 0.0 286 51.0 116 39.1 0 0.0 116 39.1 -59.4 ー -59.4 

　50～99人 75 13.4 0 0.0 75 13.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

H 運輸業，郵便業 11,751 100.0 48 0.4 11,703 99.6 12,050 100.0 17 0.1 12,033 99.9 2.5 -64.6 2.8

　1～4人 170 1.4 29 0.2 141 1.2 159 1.3 17 0.1 142 1.2 -6.5 -41.4 0.7

　5～9人 360 3.1 5 0.0 355 3.0 276 2.3 0 0.0 276 2.3 -23.3 -100.0 -22.3 

　10～19人 1087 9.3 14 0.1 1073 9.1 1043 8.7 0 0.0 1043 8.7 -4.0 -100.0 -2.8 

　20～29人 1327 11.3 0 0.0 1327 11.3 1047 8.7 0 0.0 1047 8.7 -21.1 ー -21.1 

　30～49人 1144 9.7 0 0.0 1144 9.7 1778 14.8 0 0.0 1778 14.8 55.4 ー 55.4

　50～99人 2292 19.5 0 0.0 2292 19.5 1705 14.1 0 0.0 1705 14.1 -25.6 ー -25.6 

　100人以上 5371 45.7 0 0.0 5371 45.7 6042 50.1 0 0.0 6042 50.1 12.5 ー 12.5

I 卸売業，小売業 9,500 100.0 950 10.0 8,550 90.0 10,919 100.0 697 6.4 10,216 93.6 14.9 -26.6 19.5

　1～4人 1,223 12.9 601 6.3 622 6.5 1,243 11.4 371 3.4 866 7.9 1.6 -38.3 39.2

　5～9人 1296 13.6 103 1.1 1193 12.6 1467 13.4 78 0.7 1389 12.7 13.2 -24.3 16.4

　10～19人 1884 19.8 121 1.3 1763 18.6 2593 23.7 131 1.2 2462 22.5 37.6 8.3 39.6

　20～29人 1350 14.2 125 1.3 1225 12.9 1692 15.5 117 1.1 1575 14.4 25.3 -6.4 28.6

　30～49人 985 10.4 0 0.0 985 10.4 1189 10.9 0 0.0 1189 10.9 20.7 ー 20.7

　50～99人 1321 13.9 0 0.0 1321 13.9 1021 9.4 0 0.0 1021 9.4 -22.7 ー -22.7 

　100人以上 1441 15.2 0 0.0 1441 15.2 1714 15.7 0 0.0 1714 15.7 18.9 ー 18.9

J 金融業，保険業 576 100.0 25 4.3 551 95.7 607 100.0 5 0.8 602 99.2 5.4 -80.0 9.3

　1～4人 41 7.1 18 3.1 23 4.0 26 4.3 5 0.8 21 3.5 -36.6 -72.2 -8.7 

　5～9人 7 1.2 7 1.2 0 0.0 35 5.8 0 0.0 35 5.8 400.0 -100.0 ー

　10～19人 146 25.3 0 0.0 146 25.3 127 20.9 0 0.0 127 20.9 -13.0 ー -13.0 

　20～29人 68 11.8 0 0.0 68 11.8 55 9.1 0 0.0 55 9.1 -19.1 ー -19.1 

　30～49人 175 30.4 0 0.0 175 30.4 232 38.2 0 0.0 232 38.2 32.6 ー 32.6

　50～99人 139 24.1 0 0.0 139 24.1 132 21.7 0 0.0 132 21.7 -5.0 ー -5.0 

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

出所：2004年／「平成16年　事業所・企業統計調査」より、2014年「平成26年　経済センサス」より

※民営のみで算出　※構成比は各産業の総数に占める割合を算出

※増減率＝（2014年の各従業者数ー2004年の各従業者数）÷2004年の各従業者数×100

うち法人

2004年 2014年

総数 うち個人 うち法人 総数 うち個人 うち法人

増減率

総数 うち個人
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＜参考資料＞ 

参考：図表 3 産業別・従業者規模別の従業者数推移② 

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

従業員

数
構成比

K 不動産業，物品賃貸業1,652 100.0 285 17.3 1,364 82.6 1,987 100.0 274 13.8 1,713 86.2 20.3 -3.9 25.6

　1～4人 828 50.1 279 16.9 546 33.1 1,131 56.9 263 13.2 868 43.7 36.6 -5.7 59.0

　5～9人 289 17.5 6 0.4 283 17.1 373 18.8 11 0.6 362 18.2 29.1 83.3 27.9

　10～19人 168 10.2 0 0.0 168 10.2 134 6.7 0 0.0 134 6.7 -20.2 ー -20.2 

　20～29人 69 4.2 0 0.0 69 4.2 195 9.8 0 0.0 195 9.8 182.6 ー 182.6

　30～49人 100 6.1 0 0.0 100 6.1 89 4.5 0 0.0 89 4.5 -11.0 ー -11.0 

　50～99人 66 4.0 0 0.0 66 4.0 65 3.3 0 0.0 65 3.3 -1.5 ー -1.5 

　100人以上 132 8.0 0 0.0 132 8.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

L 学術研究，専門・技術サービス業1,392 100.0 189 13.6 1,203 86.4 833 100.0 135 16.2 698 83.8 -40.2 -28.6 -42.0 

　1～4人 165 11.9 111 8.0 54 3.9 189 22.7 91 10.9 98 11.8 14.5 -18.0 81.5

　5～9人 98 7.0 29 2.1 69 5.0 138 16.6 44 5.3 94 11.3 40.8 51.7 36.2

　10～19人 161 11.6 49 3.5 112 8.0 81 9.7 0 0.0 81 9.7 -49.7 -100.0 -27.7 

　20～29人 23 1.7 0 0.0 23 1.7 76 9.1 0 0.0 76 9.1 230.4 ー 230.4

　30～49人 164 11.8 0 0.0 164 11.8 30 3.6 0 0.0 30 3.6 -81.7 ー -81.7 

　50～99人 75 5.4 0 0.0 75 5.4 177 21.2 0 0.0 177 21.2 136.0 ー 136.0

　100人以上 706 50.7 0 0.0 706 50.7 142 17.0 0 0.0 142 17.0 -79.9 ー -79.9 

M 宿泊業，飲食サービス業2,752 100.0 875 31.8 1,877 68.2 4,835 100.0 522 10.8 4,313 89.2 75.7 -40.3 129.8

　1～4人 727 26.4 624 22.7 103 3.7 546 11.3 382 7.9 164 3.4 -24.9 -38.8 59.2

　5～9人 366 13.3 187 6.8 179 6.5 456 9.4 140 2.9 316 6.5 24.6 -25.1 76.5

　10～19人 474 17.2 64 2.3 410 14.9 1038 21.5 0 0.0 1038 21.5 119.0 -100.0 153.2

　20～29人 479 17.4 0 0.0 479 17.4 735 15.2 0 0.0 735 15.2 53.4 ー 53.4

　30～49人 593 21.5 0 0.0 593 21.5 1088 22.5 0 0.0 1088 22.5 83.5 ー 83.5

　50～99人 113 4.1 0 0.0 113 4.1 349 7.2 0 0.0 349 7.2 208.8 ー 208.8

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 623 12.9 0 0.0 623 12.9 ー ー ー

N 生活関連サービス業，娯楽業1,901 100.0 533 28.0 1,340 70.5 1,948 100.0 447 22.9 1,500 77.0 2.5 -16.1 11.9

　1～4人 559 29.4 462 24.3 93 4.9 496 25.5 337 17.3 158 8.1 -11.3 -27.1 69.9

　5～9人 285 15.0 61 3.2 224 11.8 296 15.2 99 5.1 197 10.1 3.9 62.3 -12.1 

　10～19人 236 12.4 10 0.5 226 11.9 388 19.9 11 0.6 377 19.4 64.4 10.0 66.8

　20～29人 260 13.7 0 0.0 236 12.4 318 16.3 0 0.0 318 16.3 22.3 ー 34.7

　30～49人 255 13.4 0 0.0 255 13.4 155 8.0 0 0.0 155 8.0 -39.2 ー -39.2 

　50～99人 194 10.2 0 0.0 194 10.2 295 15.1 0 0.0 295 15.1 52.1 ー 52.1

　100人以上 112 5.9 0 0.0 112 5.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

O 教育，学習支援業 883 100.0 180 20.4 703 79.6 935 100.0 213 22.8 721 77.1 5.9 18.3 2.6

　1～4人 179 20.3 117 13.3 62 7.0 190 20.3 113 12.1 76 8.1 6.1 -3.4 22.6

　5～9人 82 9.3 49 5.5 33 3.7 195 20.9 65 7.0 130 13.9 137.8 32.7 293.9

　10～19人 102 11.6 14 1.6 88 10.0 232 24.8 35 3.7 197 21.1 127.5 150.0 123.9

　20～29人 240 27.2 0 0.0 240 27.2 204 21.8 0 0.0 204 21.8 -15.0 ー -15.0 

　30～49人 154 17.4 0 0.0 154 17.4 114 12.2 0 0.0 114 12.2 -26.0 ー -26.0 

　50～99人 126 14.3 0 0.0 126 14.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

P 医療，福祉 3,130 100.0 622 19.9 2,508 80.1 6,466 100.0 722 11.2 5,744 88.8 106.6 16.1 129.0

　1～4人 150 4.8 127 4.1 23 0.7 227 3.5 145 2.2 82 1.3 51.3 14.2 256.5

　5～9人 376 12.0 292 9.3 84 2.7 632 9.8 313 4.8 319 4.9 68.1 7.2 279.8

　10～19人 398 12.7 203 6.5 195 6.2 1016 15.7 264 4.1 752 11.6 155.3 30.0 285.6

　20～29人 141 4.5 0 0.0 141 4.5 561 8.7 0 0.0 561 8.7 297.9 ー 297.9

　30～49人 66 2.1 0 0.0 66 2.1 619 9.6 0 0.0 619 9.6 837.9 ー 837.9

　50～99人 414 13.2 0 0.0 414 13.2 704 10.9 0 0.0 704 10.9 70.0 ー 70.0

　100人以上 1585 50.6 0 0.0 1585 50.6 2707 41.9 0 0.0 2707 41.9 70.8 ー 70.8

Q 複合サービス事業 99 100.0 5 5.1 94 94.9 95 100.0 0 0.0 95 100.0 -4.0 -100.0 1.1

　1～4人 2 2.0 0 0.0 2 2.0 4 4.2 0 0.0 4 4.2 100.0 #DIV/0! 100.0

　5～9人 22 22.2 5 5.1 17 17.2 60 63.2 0 0.0 60 63.2 172.7 -100.0 252.9

　10～19人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10 10.5 0 0.0 10 10.5 ー ー ー

　20～29人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 21 22.1 0 0.0 21 22.1 ー ー ー

　30～49人 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

　50～99人 75 75.8 0 0.0 75 75.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -100.0 ー -100.0 

　100人以上 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 ー ー ー

R サービス業（他に分類されないもの）2,613 100.0 151 5.8 2,433 93.1 5,095 100.0 67 1.3 5,017 98.5 95.0 -55.6 106.2

　1～4人 323 12.4 113 4.3 181 6.9 320 6.3 62 1.2 247 4.8 -0.9 -45.1 36.5

　5～9人 339 13.0 26 1.0 313 12.0 443 8.7 5 0.1 438 8.6 30.7 -80.8 39.9

　10～19人 410 15.7 12 0.5 398 15.2 561 11.0 0 0.0 561 11.0 36.8 -100.0 41.0

　20～29人 615 23.5 0 0.0 615 23.5 581 11.4 0 0.0 581 11.4 -5.5 ー -5.5 

　30～49人 348 13.3 0 0.0 348 13.3 458 9.0 0 0.0 458 9.0 31.6 ー 31.6

　50～99人 301 11.5 0 0.0 301 11.5 443 8.7 0 0.0 443 8.7 47.2 ー 47.2

　100人以上 277 10.6 0 0.0 277 10.6 2289 44.9 0 0.0 2289 44.9 726.4 ー 726.4

出所：2004年／「平成16年　事業所・企業統計調査」より、2014年「平成26年　経済センサス」より

※民営のみで算出　※構成比は各産業の総数に占める割合を算出

※増減率＝（2014年の各従業者数ー2004年の各従業者数）÷2004年の各従業者数×100

2004年 2014年 増減率

総数 うち個人 うち法人 総数 うち個人 うち法人

総数 うち個人 うち法人
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＜参考資料＞ 

参考：図表 4 産業別＿市内総生産額（名目）推移 

（百万円）

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

1
農林水産

業
77 100 133 123 151 178 200 587 869 816 753

2 鉱業 - - - - - - - - - - -

3 製造業 112,041 108,530 115,113 114,689 123,329 109,061 100,345 107,316 100,701 94,799 76,657

4 建設業 30,653 23,375 23,173 22,447 24,065 28,942 38,944 24,451 23,538 31,140 26,399

5
電気・ガス・

水道業
4,785 4,474 3,939 3,423 3,586 3,607 3,952 3,368 3,014 2,820 2,737

6
卸売・小売

業
49,244 52,543 54,674 53,486 53,830 53,430 51,358 55,478 57,867 60,278 63,940

7
金融・保険

業
10,920 10,865 11,243 10,896 11,119 9,414 9,392 9,375 8,938 8,796 8,752

8 不動産業 81,528 84,066 85,555 88,076 89,775 90,689 92,552 95,722 100,065 102,341 101,831

9 運輸 47,972 50,003 45,508 46,171 45,104 40,440 38,392 39,744 42,821 44,222 43,988

10
情報通信

業
7,878 6,515 5,213 4,104 4,759 5,153 6,521 5,986 5,640 6,066 6,807

11 サービス業 65,808 69,827 69,035 71,392 71,895 75,615 77,336 79,332 83,185 83,647 83,772

12
政サービス

生産者
24,520 24,714 24,831 25,180 25,532 25,465 25,273 26,118 27,029 27,902 28,546

3,278 3,335 3,529 3,851 3,625 3,413 3,199 3,607 4,103 4,473 4,513

438,705 438,347 441,946 443,840 456,768 445,407 447,463 451,084 457,769 467,301 448,696

3,653 3,781 4,251 4,830 5,212 5,401 4,213 4,605 5,448 5,628 5,996

1,860 2,061 1,899 1,868 2,154 2,088 1,724 1,934 1,858 1,941 1,891

440,498 440,066 444,298 446,802 459,826 448,720 449,952 453,755 461,359 470,987 452,801

出所：「埼玉の市町村民経済計算」（平成25年度）より

（※）13は「対家計民間非営利サービス生産者」

①合計

②輸入品に課さ

れる税・関税
③（控除）総

資本形成に係る
総生産額

（GDP）

①＋②－③

13（※）
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＜参考資料＞ 

 
参考：図表 5 産業別＿市内総生産額（名目）推移   
（2003 年を「100」とした場合の総生産額推移の指標） 

 

  出所：「埼玉の市町村民経済計算」より
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第 3章 「開業率」を決定する要因からみた戸田市の現状 

本章では、戸田市の「産業の新たな方向性」について検証した。産業面で「長期的視点に立った

課題の設定」を具体化させるために、前章で現状の分析を行った。この 10年で伸びている産業、

縮小している産業が明らかにされた。そこで、本章では各産業の「新たな動き」として「開業率」

の分析を行った。地域の「新しいものを生み出す力」は、地域の資源に大きく左右される。戸田市

に内在する「新しいものを生み出す力」は、どういった地域資源を優位としてどの産業の「開業率」

に影響しているのか、あるいは地域の人的資源はどの産業の「開業率」に影響しているのか、産業

別の「開業率」の状態と要因を分析した。 

その結果の概要は以下である。 

・戸田市は、都市雇用圏 411自治体と比較して「開業率」がやや高い。 

・地域環境資源の①人口に該当する「人口増減率」と「持ち家世帯比率」において「開業率」に

プラスの影響がある。 

・地域環境資源の②立地に該当する「地価」「製造業比率」「事業所密度」「企業平均規模」におい

てプラスの影響がある。 

・人的資源の③人材に該当する「大卒者比率」「製造業賃金」において「開業率」にプラスの影響

がある。 

・人的資源の上記以外の要因において「開業率」にマイナスの影響がある。 

 

 

１．市町村データによる「開業率」決定要因 

（１）「開業率」決定要因の指標の設定 

これまで海外を始め日本でも多くの先行研究では、全産業を分析対象として開業に対する地域要

因の影響が検証されてきている。中小企業庁をはじめとして、開業率に影響を与える地域環境資源

を主に以下に分類している。 

（a）需要要因、（b）労働需給要因、（c）集積効果要因、（d）産業構造要因、（e）コスト要因、（f）

その他である。本研究ではこれらの指標を用い、さらに統計データで入手可能な指標と組み合わせ

て「開業率」決定要因の指標を検証した。本報告書ではその検証過程の報告は本流ではないため割

愛するが、日本全国の市町村の「開業率」および首都圏中心都市とその周辺通勤圏都市のみの「開

業率」決定要因の指標を比較し、最も適合された指標を採用した。その結果、掲出された指標の分

類は以下になる。 
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地域環境資源 

①人口（需要要因）：人口増加、所得、失業率 

②立地：アクセス、公的資源、産業基盤、産業集積 

③人材：知識、学習習慣、多様性、寛容性、ネットワーク 

④人材育成環境：開放性、コミュニティ、ナレッジサービス、連携 

また、掲出された指標をその性格別に分類、フィッシュボーンにて概念化したのが＜図表 16＞で

ある。 

これら指標は外的要因としての「地域環境資源」と、内的要因の「人的資源」に区分することが

できる。「地域環境資源」はすなわち地域自身がコントロールできないことであり、①人口（需要要

因）②立地がそれにあたる。また、「人的資源」は地域自らがコントロール可能な領域であり、③人

材、④人材育成環境がそれに対応する。 

 

図表 16 「開業率」決定要因概念図 

開

業

率

①人口②立地

基盤産業

産業集積

企業密集

企業規模

製造業比率

地価

製造業賃金

好奇心 機会

③人材活動力

教育情報発信

④人材育成環境

場所

機会

場所機会

若年人口

労働力人口

課税所得
小売販売額

持ち家比率

専門技術者比率

学歴

地域環境資源

人的資源

所得

失業率

人口増加

アクセス

公的支援

知識

多様性

学習習慣

ネットワーク

寛容性

ナレッジサービス

コミュニティ
連携

開放性

 

 以上の指標から、市町村の統計データで表すことができるものを-----（リーダー罫線）で表し

た。変数で利用した統計データは以下であり、出所統計元を＜図表 17＞で一覧にした。 
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①人口 

①-1：人口増加  

地域の需要要因として先行研究で最も多く用いられている人口増加率を用いる。ここでは、開業

率の観測期間である 2009～2012年以前の人口増加率として 2005～2010年の増加率を用いる。 

①-2：所得 

開業にあたり資金調達の観点から地域データを収集することは難しい。これまでの先行研究では

資金調達面で持ち家世帯比率を代用しており、これに準じた。また、それ以外では課税対象所得、

小売販売額により地域の所得を表す指標として用いた。 

①-3：失業率 

地域の人的資本要因として先行研究で最も多く用いられている失業率を用いる。失業率には２つ

の側面があると考えられている。失業率が高いほど自己雇用のために開業することが増え、失業者

増加により人材確保も容易となるため開業率が増えるとする考え。逆に、失業率が増えるほど地域

の経済状態が悪くなり開業することのメリットが少なくなり開業率が減るとする考えである。係数

がプラスかマイナスかで失業率要因の影響がどう出るかが変わる。 

 

②立地 

②-1：アクセス 

ビジネス環境のアクセスの良さとして地価のデータを用いた。ビジネス環境が良くなることで地

価があがる側面と、地価があがることで逆に開業しにくい環境となるという２つの側面がある。係

数がプラスかマイナスかで地価要因の影響がどう出るかが変わる。 

②-2：公的支援 

公共部門の活動の指標として、先行研究では地域別の実行税率がしばしば用いられるが、市町村

で同データが得られない。そのため、岡室（2005）などが用いている住民 1人あたりの歳出額の対

数値を公共部門の比重変数とした。「開業率に対して正の効果を持つと考えられるが、「大きな政府」

の下での規制と民間インセンティブの低下および公的費用の負担という点では、むしろ負の効果を

持つかもしれない」（岡室、2005抜粋） 

②-3：基盤産業 

サービス化の進展を反映して、製造業への依存度が高い地域は開業率が低いという傾向を多くの

先行研究が指摘しており、ここでも製造業比率（全事業所に占める製造業事業所の割合）を変数と

して用いた。 

②-4：産業集積 

事業所の密度が高いほど生産要素や情報の入手、技術のスピルオーバーなど、産業集積のメリッ
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トを享受しやすいため、開業率が高いとされており、これら仮説を検証するために事業所密度（1

平方キロメートルあたり事業所数）を用いた。また、企業規模は参入障壁の指標であると考えられ

ている。既存事業所の平均規模が小さいほど最小効率規模が小さく、開業に有利であると予想され

る。また、小規模の事業所が多いことは小規模経営に有利な事業環境があると考えられる。そのた

め、平均規模（非一次産業事業所の平均従業者数）を変数として用いた。 

 

③人材 

③-1：知識 

人的資本の質的な変数として地域の大学卒業者数の割合（対 15歳以上人口）と専門技術者の割

合（対全就業者）を用いる。学歴や専門技術の高さと開業率の関係についてはアメリカと日本の研

究で結果が異なり、アメリカでは専門技術の高さは開業率との関係性が高い結果が多い。また、本

分析では、多くの先行研究で用いている労働コストに注目し、製造業賃金を変数として用いた。開

業の立地には労働コストの低い地域が選ばれるという考えに従うと、同変数はマイナスの影響を与

えることになる。 

 

 

図表 17 「開業率」決定要因にもちいた変数 

人口増加 人口増減率 「国勢調査（平成17年から平成22年）」の人口より増減率算出

持ち家世帯比率 「統計でみる市区町村のすがた2015」より算出

課税対象所得 「国勢調査（平成22年度）」の課税対象所得より

小売卸販売額 「国勢調査（平成22年度）」の小売販売額より

失業率 失業率 「国勢調査（平成22年度）」の失業率より

アクセス 地価 土地情報センター「都道府県地価調査　2013年」＿住宅地：平均地価を算出

公的支援 公共サービス割合 「市区町村のすがた　2014」の歳出決済総額より住民数で除して算出

基盤産業 製造業比率 「経済センサス　平成24年」より

事業所密度 「経済センサス　平成24年」より

企業平均規模 「経済センサス　平成24年」より

大卒者比率 「市区町村のすがた　2014」の大卒者比率より

専門技術者比率 「経済センサス　平成24年」より対象となる職業を抜粋して算出

製造業賃金 「経済センサス　平成24年」の製造業賃金より

知識③人材

所得①人口

産業集積

②立地

 

 

（２）市町村統計データにより、全国の「開業率」決定要因分析 

全国の市単位をサンプルにした場合、自治体の規模や産業構造が大きくことなるサンプルが混在

するため、戸田市のような首都圏型の地域の場合の開業率に与える影響を見るためにサンプルを都
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市雇用圏9の分類に従い中心市とその郊外市のみに絞って分析した10。該当市は 411市であった。 

重回帰分析は、被説明変数（y）に影響を与えている要因（x）（ここでは説明変数と呼ぶ）が複

数ある場合、それぞれどの要因がどの程度影響しているかを見る分析手法であり、以下のようなモ

デルで表すことができる。 

 

 

 

本分析の場合、 

y = 各自治体の開業率 

x1 = 人口増加率 、x2 =持ち家世帯比率、x3 =課税対象所得、x4 =小売卸販売額、 

x5 = 失業率、x6 =地価、x7 =公共サービス割合、x8 =製造業比率 

x9 =事業所密度、x10 =企業平均規模、x11=大卒者比率  x12=専門技術者比率   x13=製造業賃

金 となり、それぞれの変数がどの程度 yに影響を与えているかを示すのが a1、b2 、c3・・・・

である。 

最後の ＋bは定数項と言い設定した変数以外の影響の大きさを示している。 

本分析の結果を＜図表 18＞に掲出した。最初に設定した変数のうち、「課税対象所得」、「小売卸

販売額」、「専門技術者比率」の３つについては、いずれの分析結果でも有意ではない結果であった

ため＜図表 18＞ではこの３変数を除いた結果を掲出した。 

 

411自治体の開業率に与える影響度は、人口増減率、持ち家世帯比率、失業率、地価、公共サー

ビス割合、製造業比率、事業所密度、企業平均規模、大卒者比率、専門技術者比率、製造業賃金で

有意な数値が認められた。＜図表 18＞で示している係数は、先のモデル式でいうと a1、b2 、c3・・・・

の値に当てはまる。但し、この場合は変数の単位が異なる（例えば％で示されるものや百万円など

                                                   
9 都市雇用圏は金本良嗣らが日本を対象として考案した、雇用を基準とする都市圏の定義の一つで、(1)中心都市を

DID人口によって設定し、(2)郊外都市を中心都市への通勤率が 10％以上の市町村とし、(3)同一都市圏内に複数の

中心都市が存在することを許容する都市圏設定である。近年の雇用状況を鑑みた設定であり、単純な人口規模によ

る地域区分とは異なり、地域の労働力状態でみる際に適している。詳しい区分方法は以下を参照。 

（http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA） 

10 本分析の単位には東京特別区を１つの単位とし全 782自治体（町村を含まない ）を対象としたものと、中心市

とその郊外市のみに絞った 411自治体を対象とした場合とで、「開業率」決定要因にどのような影響が出るかを先に

検証した。すなわち、全 782自治体の場合は中心市とその郊外市のみに絞った 411自治体以外に、地方の第二中心

市とその周辺の小規模自治体が含まれた上での算出となっている。その結果、公共サービスの割合や大卒者割合な

どのいくつかの指標で大きな係数の違いがみられた。その違いについては地方小規模都市の地域特性が背景として

考えられるため、本研究では戸田市の比較対象として中心市とその郊外市のみに絞った 411自治体を対象として比

較を行った。 
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の違い）ため、各変数の影響する大きさの度合いを見るために t値11を示した。調整済み決定係数

はこのモデルで当てはめた場合、全データの何％が説明変数で説明できるかを示しており、F値は

このモデルの検定値12であり *＜0.05以下、**＜0.01以下で同モデルが成り立つことを示してい

る。これによると、本モデルは 0.556%程度で説明でき有意水準は 0.001以下であった。 

 

 

図表 18 都市雇用圏中心市＆郊外市 （411 市対象） 
「開業率」を被説明変数とした重回帰分析結果 

*：P<0.05　**：P<0.01

人口増減率 0.0451 6.129 p < 0.001 **

持ち家世帯比率 -0.0107 -3.872 p < 0.001 **

課税対象所得 ─ ─ ─

小売卸販売額 ─ ─ ─

失業率 0.0527 4.165 p < 0.001 **

地価 -0.0003 -3.416 p < 0.001 **

公共サービス割合 -0.7206 -3.196 p < 0.001 **

製造業比率 -2.8415 -6.762 p < 0.001 **

事業所密度 0.0013 -6.762 p < 0.001 **

企業平均規模 0.0299 2.216 0.0272 *

大卒者比率 2.2812 3.433 p < 0.001 **

専門技術者比率 ─ ─ ─

製造業賃金 -0.0007 -2.730 0.0066 **

定数項 3.2885 6.747 p < 0.001 **

調整済み決定係数 0.556

P値

t値係数変数

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
11 ひとつの目安として t値の絶対値が 2より小さい場合は統計的にはその説明変数は被説明変数に影響しないと判

断する。 

12 検定は分析手法によって様々な方法が用いられるが、用いた分析手法で得られた結果が偶然によるものは、ある

いは意味があるのかを見極めるものである。その結果を「有意水準」と言い、有意水準が 0.05（5%）以下であれば

得られた結果は偶然によるものではないとされている。一般的に ** で示され、0.001以下の水準に当てはまる場合

は ***0.01以下の水準に当てはまる場合は ** 、0.05以下の水準に当てはまる場合は * で示される。 
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以上の結果から、「開業率」は以下のモデルで説明できる。 

開業率＝

0.0451 ×人口増加率　＋　（-0.0107）×持ち家世帯比率　＋0.0527 ×失業率　＋ 

（-0.0003）×地価　＋（-0.7206）×公共サービス割合＋（-2.8415）×製造業比率＋ 

0.0013×事業所密度＋0.0299×企業平均規模　＋

2.2812×大卒者比率　＋ (-0.0007）×製造業賃金 ＋3.2885

①人口

②立地

③人材
 

 

また、「開業率」決定要因の影響度の大きさ t値を以下の＜図表 19＞で表すことができる。この

影響度の大きさと、各地域の統計データで得られた数値を当てはめて、各地域の「開業率」決定要

因にどの要素が強く影響しているか、あるいはマイナスの要因に何が影響しているかを表すことが

できる。 

 

図表 19 「開業率」に対する影響度（t 値）の大きさ 

6.129 

4.165 

3.433 

2.216 

-2.730 

-3.196 

-3.416 

-3.872 

-6.762 

-6.762 

人口増減率

失業率

大卒者比率

企業平均規模

製造業賃金

公共サービス割合

地価

持ち家世帯比率

製造業比率

事業所密度
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２．戸田市における「開業率」決定要因の強さ 

前節で算出された「開業率」決定要因の強さを戸田市の統計データであてはめてみる。 

先の都市雇用圏モデルを重回帰式に合わせて戸田市の開業率を算出したところ、結果は 2.05%で

実際の 2.28%と 0.23%の誤差が出たがほぼ合致する結果が算出された。 

この結果から、戸田市は「開業率」を決定する要因の中でも地域環境資源の①人口、②立地につ

いてはプラスの影響があり、人的資源の③人材、④人材育成環境ではマイナスの影響があることが

わかった。（但し、失業率のみマイナスの影響である＜図表 21参照＞がトータルで①人口はプラス

となっている。） 

すなわち、戸田市の場合は、近年の人口増加率は開業率に対して市場需要が拡大することであり

特に大きくプラスの影響があり、製造業率が下がることで開業率が高まりやすい地域特性を持つと

いえる。人口増加にともない地域の生活に密着したサービス業の割合を高めること、サービス業で

の開業がしやすい地域と言える。また、公共サービス割合が低くなった方が開業率があがる傾向を

持つ地域でもある。 

一方で、定数項の数値にも注意が必要である。定数項が 3.2885と高い数値であることは、地域

環境資源と人的資源以外のことが開業率に大きな影響を与えていることも同時に示している。重回

帰分析の結果は一つの指標に過ぎない。自治体の政策としては、こうした地域住民の内発的な要因

を高める支援の役割が求められていくと考えられる。 

 

図表 20 各変数の戸田市の統計実数値 

影響度 実数 基準値

開業率（農林漁業を除く） 2.28 0.84

人口増減率 ＋ 5.50% 1.59

失業率 ＋ 5.50% -0.70 

大卒者比率 ＋ 20.0% 0.85

企業平均規模 ＋ 11.08人（1社あたり） 0.68

製造業賃金 － 385.35万円 -0.27 

公共サービス割合 － 1.56 -0.03 

地価 － 2085百円 2.03

持ち家世帯比率 － 45.40% -2.07 

製造業比率 － 19.27% 1.95

事業所密度 － 308.86社（1km2） 1.75

基準値は、本分析の対象地域の平均値を「1」とした場合の指標↑
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図表 21 都市雇用圏（411 自治体）と戸田市の比較 

戸田市

対象都

市

平均

戸田市と

対象都

市の差

戸田市

の

強み

2.28 1.82 0.46 ○

「開業率」モデルに当てはめた場合の各要因の影響力

係数の

影響
戸田市

対象都

市

平均

戸田市と

対象都

市の差

戸田市

の

強み

人口増減率 ＋ 0.25 -0.00 0.25 ○

持ち家世帯比率 ＋ -0.49 -0.72 0.24 ○

失業率 ＋ 0.29 0.35 -0.06 　－

地価 － -0.54 -0.20 -0.33 ○

公共サービス割合 ＋ -1.13 -1.13 0.00 △

製造業比率 － -0.55 -0.26 -0.28 ○

事業所密度 ＋ 0.40 0.15 0.26 ○

企業平均規模 ＋ 0.33 0.29 0.04 ○

大卒者比率 ＋ 0.46 0.35 0.11 ○

製造業賃金 － -0.26 -0.28 0.02 　－

学習習慣

多様性

寛容性

行動力

開放性

コミュニティ

ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ

連携

人的資源

③人材

2.47 2.93 -0.46 　－

④人材育成環境

開業率

要因

地域環

境資源

①人口

②立地

 

 

３．戸田市の産業別にみた開廃業比較 

（１）埼玉県市町村レベルでの開業率・廃業率の算出 

埼玉県産業労働政策課では、「埼玉県の産業と雇用のすがた（平成 26年度版）」13において県内企

業動向として産業別、市町村別の開廃業比較が報告されている。同報告では、2009年から 2012年

                                                   
13 埼玉県の産業と雇用のすがた（平成 26年度版）（http://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/sugata.html ）／4章 埼

玉県内の企業の動向（1）開業率・廃業（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/documents/627346.pdf）参照 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/documents/627346.pdf
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の産業別の開業率・廃業率推移を県単位（埼玉県と 1都 3県、全国）で比較しており、市町村別で

は全産業の開業率・廃業率比較を行っている。 

同報告によると、埼玉県は医療・福祉（4.08%）で開業率が最も高く、次いで宿泊業・飲食サー

ビス業（3.24%）である。1都 3県および全国で比較すると埼玉県が最も高い業種はなく、情報通

信業（1.65%）は最も低い。市町村別に見ると、開業率が最も高かったのは東松山市（3.14%）で

次いで越谷市（2.44%）であった。以降、2.2%台でさいたま市、戸田市、久喜市、三郷市が並んで

いる結果であった。 

埼玉県は全体的に開業率はそれほど高くなく、（合わせて廃業率も低い傾向である）自治体別にみ

ると戸田市は埼玉県内では開業率の高い自治体であることがわかった。 

それでは、戸田市の産業別にどの産業の開業率が高いのか、埼玉県と東京都、全国とで比較した

＜図表 22～24＞。「埼玉県の産業と雇用のすがた（平成 26年度版）」の詳細分析の位置づけとする

ため、同様に 2009年から 2012年の開業率・廃業率を同調査に準じ以下の方法で算出した。 

（以下、「2014年版中小企業白書」付属資料 4表の定義より抜粋） 

開業率の定義：新設事業所数から年平均新設事業所数を算出し、存続及び廃業事業所数から逆算

した期首事業所数で除したもの。 

・開業率の計算方法 

新設事業所数÷30ヶ月×12ヶ月÷期首時点算出事業所数×100(％)  

廃業率の定義：廃業事業所数から年平均廃業事業所数を算出し、事業所･企業統計調査の期末事業

所数で除したもの 。     

・廃業率の計算方法 

廃業事業所数÷33ヶ月×12ヶ月÷前回の期末時点事業所数×100(％)  

算出の基礎データとしている「事業所・企業統計調査」及び「経済センサス-基礎調査」の新設事

業所の定義が異なることもあり、開業率が過小に算出されている可能性があるため、以前の開廃業

率とは単純に比較できない。また、開業事業所と廃業事業所の定義の違いにより、開業率と廃業率

を単純に比較できないため、両者の差し引きは行わない。 

当初、埼玉県内で産業別の市町村単位で上記のように算出したところ、人口が少なく事業所数、

開業数が非常に少ない自治体の場合、開業率・廃業率の数値が大きく変動する。そのため、率で比

較する場合にやや偏りが生じるため、本調査では市単位での分析とした。そのため、埼玉県全体を

対象とした「埼玉県の産業と雇用のすがた（平成 26年度版）」で算出されている数値とややずれが

生じているが、率の比較としては問題がないことを確認し掲載した。 
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図表 22 産業別＿開業率・廃業率比較（戸田市／埼玉県、東京都、全国）＿（1） 
 

太数字 埼玉県の開業率よりも高い市

斜数字 埼玉県の廃業率よりも高い市

開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率

全国 1.93 5.72 1.98 5.09 1.93 5.72 0.72 6.47 0.87 5.26 0.72 5.14 1.78 4.08

東京都 1.92 5.52 1.93 3.81 1.92 5.52 0.00 1.40 0.81 5.25 0.75 5.34 2.22 3.54

埼玉県 1.95 5.53 1.79 3.70 1.95 5.53 0.00 1.45 0.85 5.23 0.71 5.35 1.76 3.48

さいたま市 2.28 5.73 0.00 3.86 2.28 5.73 0.00 0.00 1.36 4.96 0.60 5.30 1.60 4.36
川越市 1.89 5.36 5.00 2.27 1.89 5.36 0.00 18.18 0.93 5.40 0.66 4.59 0.00 0.00

熊谷市 1.83 5.43 3.33 4.55 1.83 5.43 0.00 0.00 0.59 4.67 0.42 4.76 0.00 0.00

川口市 1.69 5.73 1.11 2.02 1.69 5.74 0.00 0.00 0.63 5.28 0.61 5.50 0.00 0.00

行田市 1.16 4.53 7.50 11.36 1.13 4.51 0.00 0.00 0.29 3.86 0.81 4.96 0.00 0.00

秩父市 1.55 4.96 0.00 5.59 1.55 4.96 0.00 0.00 0.56 5.00 0.63 3.44 0.00 0.00

所沢市 1.88 5.42 0.00 3.83 1.89 5.42 0.00 0.00 0.90 5.39 0.75 5.87 0.00 0.00

飯能市 1.51 5.01 0.00 0.00 1.51 5.02 0.00 0.00 0.00 4.73 0.87 4.55 6.67 6.06
加須市 1.35 4.27 1.90 5.19 1.35 4.26 0.00 0.00 0.92 4.25 0.56 3.41 0.00 18.18
本庄市 1.43 4.82 0.00 3.64 1.44 4.83 0.00 0.00 0.97 3.87 0.53 4.45 0.00 0.00

東松山市 3.14 5.41 0.00 3.03 3.15 5.41 0.00 0.00 0.78 5.26 0.57 5.40 13.33 0.00

春日部市 1.88 5.68 2.22 4.04 1.88 5.68 0.00 0.00 0.85 5.12 0.53 5.85 0.00 0.00

狭山市 2.19 5.59 0.00 0.00 2.19 5.59 0.00 0.00 0.63 5.05 0.87 5.03 0.00 0.00

羽生市 1.61 4.70 0.00 4.04 1.62 4.70 0.00 0.00 0.17 4.76 0.29 4.44 0.00 0.00

鴻巣市 1.78 4.89 3.33 3.03 1.78 4.90 0.00 0.00 0.36 2.97 0.40 4.53 0.00 0.00

深谷市 1.60 5.01 2.71 2.47 1.59 5.04 0.00 0.00 0.37 5.50 0.46 4.88 0.00 0.00

上尾市 1.94 5.44 0.00 7.27 1.94 5.44 0.00 0.00 0.79 5.87 0.78 5.57 0.00 0.00

草加市 1.76 5.67 0.00 0.00 1.76 5.68 0.00 0.00 1.07 5.56 0.76 5.03 0.00 0.00

越谷市 2.44 6.18 3.64 6.61 2.44 6.18 0.00 0.00 0.87 5.67 0.70 6.77 0.00 0.00

蕨市 2.07 6.12 0.00 0.00 2.07 6.12 0.00 0.00 0.90 6.11 0.50 6.54 0.00 36.36
戸田市 2.28 6.35 20.00 0.00 2.28 6.35 0.00 0.00 1.51 6.67 1.25 6.40 0.00 9.09
入間市 2.20 5.51 0.00 5.19 2.21 5.51 0.00 0.00 0.75 4.50 0.87 5.67 0.00 0.00

朝霞市 1.71 5.87 0.00 0.00 1.72 5.88 0.00 0.00 1.06 5.99 0.29 6.19 0.00 0.00

志木市 1.67 5.36 0.00 0.00 1.67 5.37 0.00 0.00 0.55 4.84 0.56 5.32 0.00 0.00

和光市 1.94 5.82 0.00 0.00 1.94 5.82 0.00 0.00 0.72 5.60 0.66 7.15 0.00 0.00

新座市 1.69 5.53 0.00 0.00 1.69 5.53 0.00 0.00 0.63 5.04 0.89 6.03 0.00 36.36
桶川市 1.75 5.66 0.00 7.27 1.76 5.66 0.00 0.00 0.39 5.57 1.11 5.89 0.00 18.18
久喜市 2.27 5.17 0.00 2.80 2.27 5.18 0.00 0.00 0.80 5.40 0.53 4.47 15.00 4.55
北本市 1.44 4.91 0.00 0.00 1.44 4.93 0.00 0.00 0.52 6.09 0.46 3.74 0.00 0.00

八潮市 1.51 5.76 0.00 0.00 1.51 5.76 0.00 0.00 1.06 7.08 1.11 5.71 0.00 0.00

富士見市 1.69 5.58 0.00 7.27 1.70 5.58 0.00 0.00 1.16 6.16 0.73 7.01 0.00 0.00

三郷市 2.23 5.61 0.00 0.00 2.24 5.62 0.00 0.00 1.33 6.13 0.77 5.67 0.00 0.00

蓮田市 1.74 5.25 13.33 12.12 1.72 5.24 0.00 0.00 0.30 4.98 0.23 3.70 0.00 0.00

坂戸市 1.76 4.83 0.00 0.00 1.76 4.83 0.00 0.00 0.54 4.34 0.87 5.08 0.00 0.00

幸手市 2.15 4.72 24.00 21.82 2.11 4.69 0.00 0.00 0.79 6.60 0.66 3.61 0.00 0.00

鶴ヶ島市 2.12 5.57 0.00 0.00 2.12 5.59 0.00 0.00 0.76 4.42 1.81 4.46 0.00 0.00

日高市 1.60 4.74 0.00 0.00 1.60 4.77 0.00 0.00 0.49 3.44 0.90 3.96 0.00 0.00

吉川市 1.68 5.04 0.00 0.00 1.69 5.05 0.00 0.00 0.46 5.67 1.03 4.74 0.00 18.18
ふじみ野市 2.00 6.69 0.00 0.00 2.00 6.69 0.00 0.00 0.83 5.57 1.18 5.11 0.00 0.00

F電気・ガス・熱
供給・水道業

A～R全産業（Ｓ
公務を除く）

A～B農林漁業
C～R非農林漁
業（Ｓ公務を除

く）

C鉱業，採石業，
砂利採取業

D建設業 E製造業
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図表 23 産業別＿開業率・廃業率比較（戸田市／埼玉県、東京都、全国）＿（２） 

太数字 埼玉県の開業率よりも高い市

斜数字 埼玉県の廃業率よりも高い市

開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率

全国 2.02 8.70 1.23 5.54 2.00 5.99 2.44 6.45 0.87 4.76 1.82 6.38 3.39 7.51

東京都 1.78 8.21 1.43 5.86 2.30 5.95 2.57 6.33 0.76 4.34 1.71 5.39 3.24 7.35

埼玉県 1.65 8.42 1.38 5.70 2.33 5.97 2.67 6.27 0.80 4.31 1.78 5.67 3.24 7.25

さいたま市 1.91 8.58 0.87 5.24 2.43 6.30 3.98 6.20 0.92 4.43 2.29 6.71 3.53 7.06

川越市 2.26 7.55 1.30 6.04 2.04 5.55 3.21 6.61 0.73 4.97 2.14 6.19 2.98 7.05

熊谷市 0.92 7.52 0.79 5.92 1.88 6.08 2.72 8.00 0.99 5.48 1.08 3.43 3.63 7.17

川口市 1.86 8.25 1.30 4.88 2.23 6.17 2.04 6.77 0.80 4.63 1.89 6.03 2.95 7.86
行田市 0.00 1.52 1.03 5.64 1.13 5.08 0.95 4.33 0.54 4.42 0.61 5.27 2.19 5.25

秩父市 0.00 9.70 0.78 3.57 1.49 5.66 0.00 5.59 0.93 4.55 2.39 4.61 2.31 6.19

所沢市 1.35 9.09 1.42 5.31 2.11 5.63 3.02 7.19 0.83 4.17 1.39 5.21 3.16 7.04

飯能市 0.00 7.79 0.00 6.06 1.89 5.21 1.00 5.45 0.80 3.80 1.10 4.00 2.99 7.16

加須市 0.00 10.70 1.51 5.63 1.59 4.53 0.98 5.32 0.65 2.52 1.44 4.59 2.91 5.87

本庄市 1.54 4.20 0.87 5.14 1.35 5.12 3.57 5.19 0.83 3.35 0.62 3.92 2.36 7.37
東松山市 4.00 9.09 0.88 6.39 5.08 5.48 5.49 4.99 1.22 4.08 0.54 5.65 4.79 7.22

春日部市 0.51 9.67 1.45 7.89 2.09 6.47 1.95 6.80 1.31 4.25 1.27 4.60 2.81 7.23

狭山市 0.00 4.91 1.63 7.42 2.54 6.18 1.40 5.74 0.32 3.21 1.47 4.34 4.52 8.59
羽生市 0.00 4.55 2.86 5.19 2.38 5.30 2.86 6.49 0.79 4.68 1.40 3.19 1.89 4.44

鴻巣市 1.43 11.69 0.88 4.00 2.46 6.01 0.74 4.71 0.92 5.48 1.90 5.48 3.70 7.29
深谷市 1.90 0.00 0.78 4.46 1.97 5.77 1.36 4.93 0.53 4.46 2.38 5.41 3.04 6.63

上尾市 0.00 9.43 0.71 5.19 2.37 6.63 2.79 8.46 0.68 3.33 1.78 4.60 3.08 7.29
草加市 1.60 8.73 1.53 6.69 1.95 6.20 2.47 5.25 0.71 4.51 0.67 5.78 3.00 7.40
越谷市 3.54 7.72 2.01 6.11 3.34 6.56 3.40 7.45 0.73 4.99 2.05 5.59 3.85 7.42
蕨市 1.29 5.87 1.21 2.20 2.03 6.03 0.00 5.92 1.34 4.67 2.50 4.87 3.17 8.85
戸田市 7.06 12.12 1.89 6.87 3.00 7.11 0.89 2.42 0.56 3.31 3.54 8.16 3.80 9.19
入間市 2.22 8.08 2.37 4.78 3.11 6.53 1.82 2.48 0.60 5.95 2.35 4.49 3.40 6.56

朝霞市 0.82 10.39 0.52 5.63 2.37 6.28 3.33 8.33 0.92 2.91 1.27 5.19 2.28 7.59
志木市 0.00 9.43 0.63 3.41 2.93 5.91 0.00 6.42 0.15 3.31 2.38 6.84 2.22 7.24

和光市 1.18 7.49 1.25 6.82 1.67 4.23 2.00 7.27 0.72 2.85 1.56 5.19 4.44 9.18
新座市 2.55 7.74 2.68 5.57 1.85 5.33 1.40 6.38 1.16 4.50 0.87 6.32 2.61 7.37
桶川市 0.00 7.27 0.98 7.10 2.07 5.75 1.14 3.12 0.22 4.88 1.83 5.67 2.46 7.27
久喜市 1.03 9.32 2.06 4.22 3.23 5.60 2.00 7.73 0.56 4.62 1.46 5.11 3.98 6.49

北本市 2.11 11.48 0.00 4.96 1.99 5.37 2.86 5.19 0.00 3.83 0.48 4.76 2.67 5.98

八潮市 2.86 7.79 1.89 7.27 2.16 5.94 0.00 2.73 0.36 3.98 1.62 4.42 2.04 6.44

富士見市 0.93 9.30 0.00 5.84 1.45 5.48 1.08 4.91 0.94 3.43 0.40 6.24 2.57 8.53
三郷市 0.00 11.69 2.09 7.11 3.58 5.85 1.51 4.12 0.97 3.40 2.14 6.82 4.46 7.52
蓮田市 0.00 7.27 3.33 7.58 2.05 6.48 2.50 6.82 0.34 5.33 3.70 10.10 3.24 5.70

坂戸市 1.60 7.27 1.29 1.76 1.83 5.05 3.64 8.82 1.54 4.20 0.33 4.47 3.40 6.65

幸手市 0.00 12.83 1.60 3.64 2.39 4.41 0.00 0.00 1.25 1.95 3.58 3.26 3.86 6.36

鶴ヶ島市 0.00 9.09 0.74 6.73 2.32 5.55 6.96 4.74 0.39 4.97 1.14 6.23 2.66 7.57
日高市 0.00 7.66 1.84 7.52 2.23 5.12 4.00 0.00 0.00 5.67 1.16 4.22 1.47 5.70

吉川市 0.00 6.61 2.22 6.06 2.24 5.00 0.00 12.12 0.62 3.95 1.71 4.68 2.03 6.20

ふじみ野市 1.38 8.78 0.00 5.32 1.59 6.95 0.74 6.73 0.64 7.16 1.45 7.60 3.85 9.70

G情報通信業
H運輸業，郵便

業
I卸売業，小売

業
J金融業，保険

業
K不動産業，物
品賃貸業

L学術研究，専門・
技術サービス業

M宿泊業，飲食
サービス業
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図表 24 産業別＿開業率・廃業率比較（戸田市／埼玉県、東京都、全国）＿（3） 

太数字 埼玉県の開業率よりも高い市

斜数字 埼玉県の廃業率よりも高い市

開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率 開業率 廃業率

全国 1.93 5.04 2.38 5.88 3.48 3.84 0.37 2.01 1.63 5.21

東京都 1.97 4.79 2.30 5.54 3.89 3.71 0.19 0.97 1.63 5.10

埼玉県 1.99 4.77 2.36 5.45 4.08 3.84 0.19 0.87 1.63 5.25

さいたま市 2.21 5.12 3.00 5.26 4.54 4.12 0.00 0.78 1.81 6.16
川越市 2.11 4.56 1.51 4.52 3.46 3.84 0.00 0.77 2.07 5.15

熊谷市 1.71 4.79 2.52 5.21 3.68 3.28 0.00 4.85 1.28 4.49

川口市 1.62 5.16 2.65 5.48 4.05 4.58 0.62 0.56 1.82 5.10

行田市 0.92 3.23 2.34 6.64 2.51 2.89 0.00 0.00 0.99 3.46

秩父市 1.69 4.80 0.70 7.27 5.34 2.66 1.67 0.00 0.76 4.14

所沢市 2.08 4.57 2.35 4.53 2.99 3.37 0.00 0.00 1.68 6.23
飯能市 2.42 4.98 1.03 6.76 2.59 3.08 0.00 0.00 1.01 3.12

加須市 1.31 3.90 1.66 7.02 2.21 2.19 0.00 0.00 0.78 3.45

本庄市 1.30 4.00 1.58 6.70 2.24 3.20 0.00 3.64 2.49 4.98

東松山市 3.50 5.40 3.20 5.82 4.33 3.41 0.00 0.00 0.96 3.85

春日部市 2.40 4.47 2.20 5.57 3.06 4.21 1.60 0.00 1.86 4.83

狭山市 1.99 4.48 2.12 4.72 3.95 3.48 0.00 0.00 2.69 6.30
羽生市 1.61 4.71 1.11 4.55 4.17 4.55 0.00 0.00 1.65 3.61

鴻巣市 1.58 3.04 1.79 5.36 2.87 2.61 0.00 0.00 1.50 4.77

深谷市 1.58 4.82 1.71 3.55 3.55 2.60 0.00 0.00 0.80 3.36

上尾市 2.03 3.85 1.66 5.29 5.15 3.09 0.00 0.00 1.35 4.39

草加市 2.09 6.22 1.66 5.21 4.51 2.87 0.00 1.73 1.02 3.92

越谷市 1.88 5.23 2.75 5.76 4.54 4.57 0.00 2.35 1.66 6.38
蕨市 2.64 5.00 2.07 5.33 4.35 5.28 0.00 0.00 0.73 5.29
戸田市 2.35 5.54 2.81 6.59 6.69 4.93 0.00 0.00 1.93 5.71
入間市 2.81 3.64 2.18 5.33 3.15 3.53 0.00 1.65 2.22 7.20
朝霞市 1.84 5.22 4.24 7.16 4.17 3.65 0.00 0.00 0.69 5.02

志木市 1.91 4.70 0.00 5.50 6.51 5.64 0.00 0.00 0.82 5.62
和光市 3.66 7.17 3.45 6.90 4.33 5.15 0.00 0.00 1.75 6.06
新座市 2.13 5.24 1.40 3.40 4.49 4.56 0.00 2.80 1.52 6.34
桶川市 2.27 3.77 1.61 7.62 5.30 4.09 0.00 0.00 1.36 6.43
久喜市 1.47 3.76 2.51 6.42 4.06 3.69 0.00 0.00 2.35 5.39
北本市 1.03 4.43 2.41 7.01 2.47 3.59 0.00 4.04 1.24 1.87

八潮市 1.15 4.56 1.88 5.68 4.35 3.96 0.00 0.00 2.17 5.40
富士見市 2.07 3.86 3.00 4.55 3.36 3.06 3.33 0.00 2.21 6.27
三郷市 2.05 4.79 3.41 4.23 5.04 4.72 0.00 0.00 2.53 4.83

蓮田市 1.04 4.17 2.78 5.56 4.13 2.31 0.00 0.00 1.26 3.83

坂戸市 1.52 4.55 2.46 3.64 3.03 3.48 0.00 4.55 0.73 4.19

幸手市 1.63 5.49 1.83 5.67 7.10 3.81 0.00 0.00 0.86 3.92

鶴ヶ島市 2.32 3.93 1.43 7.14 6.63 4.73 0.00 0.00 0.74 7.41
日高市 2.12 5.54 2.42 5.51 6.80 5.09 0.00 0.00 0.94 4.01

吉川市 1.91 3.87 3.39 5.55 4.56 3.83 0.00 4.55 1.59 4.91

ふじみ野市 2.89 5.90 2.84 6.19 2.44 3.99 0.00 2.27 2.62 6.56

Rサービス業（他に
分類されないもの）

N生活関連サー
ビス業，娯楽業

O教育，学習支
援業

P医療，福祉
Q複合サービス

事業
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（２）戸田市の開業率・廃業率 

埼玉県全体の開業率は、全国や 1都 3県と比較して目立って高い業種はないという現状であった。

戸田市で見た場合、A～R全産業（S公務を除く）は 2.28%の開業率と高く、埼玉県 1.95%、東京

都 1.92%、全国 1.93%と比べて高い開業率である。特に、16産業中（農林業は母数が少ないため率

値は比較として参考にならないため除外）7産業が埼玉県、東京都、全国と比べて高い開業率であ

った＜図表 25＞。 

戸田市が最も高い開業率は「情報通信業（7.06%）、次いで「医療・福祉（6.69%）」、「宿泊業、

飲食サービス業（3.80%）」、「学術研究、専門・技術サービス業（3.54%）」、「卸売業、小売業 3.00%）」、

「教育、学習支援業（2.81%）」、「生活関連サービス業、娯楽業（2.35%）」という結果である。以

下、開業率の高い産業の詳細を把握する。 

 

図表 25 戸田市の開業率比較（＜図表 22～24＞より抜粋再掲） 

戸田市 埼玉県 東京都 全国

A～R全産業（Ｓ公務を除く） 2.28 1.95 1.92 1.93

A～B農林漁業 20.00 1.79 1.93 1.98

C～R非農林漁業（Ｓ公務を除く） 2.28 1.95 1.92 1.93

C鉱業，採石業，砂利採取業 0.00 0.00 0.00 0.72

D建設業 1.51 0.85 0.81 0.87

E製造業 1.25 0.71 0.75 0.72

F電気・ガス・熱供給・水道業 0.00 1.76 2.22 1.78

G情報通信業 7.06 1.65 1.78 2.02

H運輸業，郵便業 1.89 1.38 1.43 1.23

I卸売業，小売業 3.00 2.33 2.30 2.00

J金融業，保険業 0.89 2.67 2.57 2.44

K不動産業，物品賃貸業 0.56 0.80 0.76 0.87

L学術研究，専門・技術サービス業 3.54 1.78 1.71 1.82

M宿泊業，飲食サービス業 3.80 3.24 3.24 3.39

N生活関連サービス業，娯楽業 2.35 1.99 1.97 1.93

O教育，学習支援業 2.81 2.36 2.30 2.38

P医療，福祉 6.69 4.08 3.89 3.48

Q複合サービス事業 0.00 0.19 0.19 0.37

Rサービス業（他に分類されないもの） 1.93 1.63 1.63 1.63

開業率（%）
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①情報通信業 

戸田市の情報通信業の開業率 7.06％は、埼玉県内で最も高い。その実数を比較した＜図表 26＞。

これによると、戸田市の 2012年調査時点では新設事業所数は 9所である。存続事業所数が 39所と

母数が少ないことによる開業率の高さがやや見られるものの、蕨市や朝霞市、和光市（いずれも新

設事業所数１所）など周辺都市と比較しても戸田市の同産業の開業数は多い。また、もともと同産

業が戸田市より多く人口規模も大きい川口市でも同時期の新設事業所数は 8所である。 

全般的に、開業率が高いと廃業率も高くなる傾向にあるが、戸田市の情報通信業でも同様の傾向

が見られ、特に廃業率 12.12％は幸手市の 12.83%に次いで２番めに高い数字である。廃業率は期初

時点でその地域に事業所が存在しているかどうかの確認による算出である。そのため、事業所の倒

産・閉鎖以外に地域外への転出も含まれている。戸田市の廃業率の高さは、事業所の倒産・閉鎖に

よるものなのか、転出によるものなのか、詳細の観測が必要である。というのも、次章にて詳細を

記載するが、ヒアリングした事業所からは「事務所を拡大しようと思った時に、最適なオフィス物

件が戸田市に少ない」という意見が聞かれた。特に同産業の開業は、少人数でスタートし短年度で

拡大することが可能な傾向を持っている。そのため、戸田市内で開業しつつも事業拡大に伴い他地

域へ転出している事業所がこれまでにどの程度あったのか、その要因として何が考えられるかの分

析が必要である。次年度の調査課題の一つとする。 
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図表 26 情報通信業の事業所数変化実数 

存続
事業数

新設
事業所数

廃業
事業所数

開業率
（％）

廃業率
（％）

全国 61,348 4,071 19,294 2.02 8.70
東京都 1,598 92 466 1.78 8.21
埼玉県 1,746 94 526 1.65 8.42
さいたま市 512 32 158 1.91 8.58
川越市 84 6 22 2.26 7.55
熊谷市 69 2 18 0.92 7.52
川口市 133 8 39 1.86 8.25
行田市 23 0 1 0.00 1.52
秩父市 11 0 4 0.00 9.70
所沢市 111 5 37 1.35 9.09
飯能市 22 0 6 0.00 7.79
加須市 12 0 5 0.00 10.70
本庄市 23 1 3 1.54 4.20
東松山市 15 2 5 4.00 9.09
春日部市 58 1 21 0.51 9.67
狭山市 32 0 5 0.00 4.91
羽生市 7 0 1 0.00 4.55
鴻巣市 19 1 9 1.43 11.69
深谷市 21 1 0 1.90 0.00
上尾市 40 0 14 0.00 9.43
草加市 38 2 12 1.60 8.73
越谷市 89 10 24 3.54 7.72

蕨市 26 1 5 1.29 5.87

戸田市 34 9 17 7.06 12.12

入間市 28 2 8 2.22 8.08
朝霞市 35 1 14 0.82 10.39
志木市 20 0 7 0.00 9.43
和光市 27 1 7 1.18 7.49
新座市 37 3 10 2.55 7.74
桶川市 16 0 4 0.00 7.27
久喜市 29 1 10 1.03 9.32
北本市 13 1 6 2.11 11.48
八潮市 11 1 3 2.86 7.79
富士見市 32 1 11 0.93 9.30
三郷市 19 0 9 0.00 11.69
蓮田市 8 0 2 0.00 7.27
坂戸市 20 1 5 1.60 7.27
幸手市 11 0 6 0.00 12.83
鶴ヶ島市 15 0 5 0.00 9.09
日高市 15 0 4 0.00 7.66
吉川市 9 0 2 0.00 6.61
ふじみ野市 22 1 7 1.38 8.78

G情報通信業

※「平成24年　経済センサス」より。開業率、廃業率の算出には平成21年「事業所・企業統計調査」の期末事業所数

も加味して算出している。
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②医療、福祉 

戸田市の医療、福祉の開業率 6.69％は、幸手市 7.10%、日高市 6.80%に次いで 3番目に高い開業

率である＜図表 27＞。埼玉県の人口 1万人以上いる市の中で「人口消滅可能都市」が 6都市挙がっ

ているが、幸手市はその内の１つであり、高齢化が急速に進んでいる市である。また、日高市は埼

玉県の中で人口増加が目立つ自治体の一つである。同産業の開業率には人口増加と高齢化が関係す

ると考えられており、戸田市の開業率の高さはそれを反映している。戸田市は昨今、若い年代の流

入が多く、埼玉県で最も平均年齢の低い都市でもあり、高齢化と同分野の開業との関係性と同時に、

福祉の子育て面での開業との関係性を測る必要がある。一方で、課題とするべきは廃業率であろう。

同産業の中でも、どの分野での廃業率が高いのか、どういった要因であるのかの詳細調査が必要で

ある。 

 

③宿泊業、飲食サービス業 

戸田市の宿泊業、飲食サービス業の開業率 3.80％は、埼玉県からするとやや高めであるが、周辺

都市と比較すると和光市の 4.44%、越谷市 3.85%とほぼ同レベルである。それに対し、廃業率の

9.19%はふじみの市の 9.70%に次いで２番目に高い。和光市は戸田市よりも開業率が高く、廃業率

9.18%と同レベル。同産業の中でも、どの分野での廃業率が高いのか、どういった要因であるのか

の詳細調査が必要である。 
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図表 27 医療、福祉の事業所数変化実数 

存続
事業数

新設
事業所数

廃業
事業所数

開業率
（％）

廃業率
（％）

全国 301,294 29,315 35,612 3.48 3.84
東京都 13,006 1,407 1,477 3.89 3.71
埼玉県 13,655 1,557 1,613 4.08 3.84
さいたま市 2,756 353 352 4.54 4.12
川越市 704 68 83 3.46 3.84
熊谷市 544 55 54 3.68 3.28
川口市 1,139 132 164 4.05 4.58
行田市 220 15 19 2.51 2.89
秩父市 215 31 17 5.34 2.66
所沢市 715 59 73 2.99 3.37
飯能市 184 13 17 2.59 3.08
加須市 187 11 12 2.21 2.19
本庄市 228 14 22 2.24 3.20
東松山市 251 30 26 4.33 3.41
春日部市 451 39 59 3.06 4.21
狭山市 293 32 31 3.95 3.48
羽生市 126 15 18 4.17 4.55
鴻巣市 246 19 19 2.87 2.61
深谷市 377 36 29 3.55 2.60
上尾市 398 56 37 5.15 3.09
草加市 408 50 35 4.51 2.87
越谷市 640 83 92 4.54 4.57

蕨市 165 21 28 4.35 5.28

戸田市 217 42 34 6.69 4.93

入間市 298 26 32 3.15 3.53
朝霞市 233 27 26 4.17 3.65
志木市 109 21 20 6.51 5.64
和光市 103 13 17 4.33 5.15
新座市 265 34 38 4.49 4.56
桶川市 134 20 17 5.30 4.09
久喜市 345 39 39 4.06 3.69
北本市 146 10 16 2.47 3.59
八潮市 131 16 16 4.35 3.96
富士見市 196 18 18 3.36 3.06
三郷市 221 32 33 5.04 4.72
蓮田市 118 13 8 4.13 2.31
坂戸市 227 19 24 3.03 3.48
幸手市 111 22 13 7.10 3.81
鶴ヶ島市 147 28 22 6.63 4.73
日高市 86 17 14 6.80 5.09
吉川市 102 13 12 4.56 3.83
ふじみ野市 219 15 27 2.44 3.99

P医療，福祉

※「平成24年　経済センサス」より。開業率、廃業率の算出には平成21年「事業所・企業統計調査」の期末事業所数

も加味して算出している。
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④全体の傾向 

戸田市の開業率が高いその他の産業（「学術研究、専門・技術サービス業（3.54%）」、「卸売業、

小売業 3.00%）」、「教育、学習支援業（2.81%）」、「生活関連サービス業、娯楽業（2.35%）」）は、

全体的に埼玉県平均に近い。それに対して、戸田市の場合は廃業率が全体的に高い数値であるが、

単純に廃業率の数値だけで廃業率の良し悪しを判断することはできない。例えば、廃業率の全国数

値が高ければ戸田市の廃業率が高い数値であっても、特に廃業率が悪いとは言えない。全国の数値

の大きさに対してどの程度乖離があるのかを測る必要がある。そこで、戸田市および埼玉県の開業

率・廃業率を全国で割り特化係数を算出し、開廃業率指標算出した。この数値は全国を 1とした時

の開業率の大きさを示す＜図表 28＞。計算式は以下である。 

戸田市（または埼玉県）の開業率÷全国の開業率＝（a） 

戸田市（または埼玉県）の廃業率÷全国の開業率＝（b） 

（a）÷（b）＝開廃業率指標 

開廃業率指標＞1＝全国と比較して、開業率が廃業率よりも高い 

開廃業率指標＜1＝全国と比較して、開業率よりも廃業率の方が高い 

 

 

図表 28 戸田市の開廃業率指標 

0
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戸田市では「宿泊業、飲食サービス業」を除き、開廃業率指標の高い産業が多く、埼玉県に比べ

て悪くないということが見て取れる＜図表 28＞。対して、「宿泊業、飲食サービス業」のみ開廃業

率指標が全国・埼玉県に比べて低いことが見られた。 

但し、これまでにも市町村レベルで産業構造の分析をする際に、割合や比率で比較するのに適さ

ない場合がある旨を述べてきたが、ここでも開廃業率指標の数値を全国や県レベルで比較するだけ

では危険である。母数が少ない産業の場合には割合の変化が大きく、全国や県レベルと比較すると

数値が突出するからだ。そのため、全国、埼玉県と比べて戸田市の開廃業率指標は総じて悪くない

点は見られるものの、個別の事業所数を同時に把握しておく必要がある。 

今後、市町村単位の自治体が自立して永続的に市政を運営するためには、マクロ的な数字だけで

なく地域固有で起きている小さな事象の分析が重要であるからだ。＜図表 29＞にて、各産業の開廃

業事業所数を掲出したので参考にしたい。 

 

図表 29 戸田市単年度（2012 年調査時点）開廃業事業所数 

新設事業
所数
（所）

廃業事業
所数
（所）

差（新設-
廃業）
（所）

A～R全産業（Ｓ公務を除く） 344 1052 -708

A～B農林漁業 1 0 1

C～R非農林漁業（Ｓ公務を除く） 343 1052 -709

C鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 0

D建設業 21 102 -81

E製造業 37 208 -171

F電気・ガス・熱供給・水道業 0 1 -1

G情報通信業 9 17 -8

H運輸業，郵便業 18 72 -54

I卸売業，小売業 88 229 -141

J金融業，保険業 1 3 -2

K不動産業，物品賃貸業 11 72 -61

L学術研究，専門・技術サービス業 13 33 -20

M宿泊業，飲食サービス業 53 141 -88

N生活関連サービス業，娯楽業 22 57 -35

O教育，学習支援業 12 31 -19

P医療，福祉 42 34 8

Q複合サービス事業 0 0 0

Rサービス業（他に分類されないもの） 16 52 -36  
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第 4章 「ラーニング・コミュニティの形成」の必要性の検証 

＜事業所アンケートより＞ 

１．アンケートの概要 

（１）目的 

先の統計データからは戸田市は「開業率」決定要因の中でも「人的資源」が低いという数値が出

てきているが、果たして事業所からの評価も同様の結果であるかどうかの検証を行った。 

「開業率」決定要因の指標と対応するアンケート設問は＜図表 30＞で一覧にした。 

加えて、戸田市に事業所があることの特性を把握することで、今後の施策検討に資するものとし

ての設問も含めて分析を行った。 

 

（２）調査概要 

調査対象：戸田市内に住所を置く事業所（帝国データバンクより）1,552所 

調査時点：2015年 7月 5日～7月 20日 

調査方法：調査票の送付・回収ともに郵送 

有効回答数：592社（38.1%） 
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図表 30 アンケート設問と「開業率」決定要因、および戸田市の特性把握との対応 

「開業率」決定要因、および戸田市の特性

把握との対応

1 取引先・提携先、外注先との距離・アクセス ②立地／アクセス

2 原材料などの入手の容易性 ②立地／アクセス

3 労働者確保の容易性 ③人材／知識

4 お客様としての市場（地域住民や取引先）の多さ ①人口／人口増加

5 地代、賃料の値頃感 ②立地／アクセス

6 道路などのインフラ整備状態 ②立地／アクセス

7 経営者の生活環境　【交通、通勤の利便性】

8 経営者の生活環境　【買い物、通院など】

9 従業員の生活環境　【交通、通勤の利便性】

10 従業員の生活環境　【買い物、通院など】

11 戸田市の支援体制（助成、融資など） ②立地／公的支援

12 産業支援機関・団体（商工会など）の充実 ②立地／産業集積

13 ビジネスなど、仕事関係の情報の入りやすさ ②立地／産業集積

① 本社の移転

② 取引先の移転

③ 事業拡大 戸田市の特性把握　②事業所形態

④ 経費（地代、賃料）などの削減 ②立地／地価

⑤ 経営者の居住地引っ越し 戸田市の特性把握　①住職近接

⑥ 経営者の世代交代 戸田市の特性把握　③事業継承　

⑦ 起業・開業 戸田市の特性把握　①と開業の関係

②立地／産業集積

1 社員や経営者の人材育成の支援 ②立地／公的支援

2 起業や創業の支援 ②立地／公的支援

3 専門家派遣などの支援 ②立地／公的支援

4 制度融資 ②立地／公的支援

5 新規事業や販路拡大などの事業にかかる助成金や補助金 ②立地／公的支援

6 公的な入札の機会 ②立地／公的支援

7 連携や異業種などの交流会機会 ④人材育成環境／コミュニティ

8 ビジネスなどの勉強やセミナーの機会 ④人材育成環境／コミュニティ

9 事業に活用できる情報提供 ④人材育成環境／ナレッジサービス

10 事業所やサービスなどの対外的な情報発信 ④人材育成環境／ナレッジサービス

戸田市の特性把握　②事業所形態

Q11：戸田市内でビジネス上の取引（販売先、受託先、外注先など）は

何社ぐらいありますか？

Q12：戸田市の公的支援の利用状況と評価をお答え下さい。

　　　（満足 、概ね満足、どちらともいえない 、やや不満、不満、利用したことがないのでわからないの6段階で各項目ごとに評価）

設問

戸田市の特性把握　①住職近接

Q１：関東近都県(東京都、埼玉県)の他地域と比較して、現在の立地環境に対する評価をお答え下さい。

　　　（満足 、概ね満足、どちらともいえない 、やや不満、不満の5段階で各項目ごとに評価）

Q６：(一番最近の)移転のきっかけは何ですか？　（移転経験「あり」と回答した事業所のみ設問）
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 （サンプルデータの偏りについて） 

対象としている事業所の母集団分布と、偏りの少ないサンプルで分析する必要がある。そこで、

実際得られたサンプルにどの程度偏りがあるかを確認した。サンプルの偏りについては、産業別に

以下の計算式で残差を算出し、その目安とした。＜図表 31＞ 

  残差＝（回答事業所数―期待回答事業所数）÷√期待事業所数 

 ここで算出された残差結果から、「建築業」についてはプラスで偏りが大きく、「不動産」「サービ

ス業」はマイナスで偏りが大きい結果であった。すなわち、「建築業」の回答事業所数割合は実際の

割合よりもやや多く、「不動産」「サービス業」はやや少ないということである。本調査では調整を

せずに実際の数値で分析を行ったため、産業別の回答結果を比較する際には若干留意が必要である。 

 

図表 31 サンプルデータの偏り 

実際の事業所数と割合（経済センサスH26より） アンケートの回収数と割合

産業（大）分類 （数） （％） 産業（大）分類 （数） （％）

建設業 472 8.8 建設業 150 25.3 124 10.4

製造業 965 17.9 製造業 161 27.2 225 2.3

卸売・小売 1073 19.9 卸売・小売 124 20.9 245 -2.1

金融・保険 34 0.6 金融・保険 9 1.5 9 2.0

不動産 723 13.4 不動産 27 4.6 178 -7.3

運輸・通信 380 7.0 運輸・通信 38 6.4 100 -2.0

サービス業 1735 32.2 サービス業 81 13.7 335 -10.3

無回答 ─ ─ 無回答 2 0.3 ─ 3.3

総数 5382 99.8 総数 592 100.0 384 -5.7

（※）ここで算出した残差については絶対値が「3」を越えると偏りがあるとされており、「建設業」「不動産」「サービス業」でやや偏りが見られるため留意が必要

信頼度95%に必要な

サンプルサイズ
残差（※）
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（３）回答事業所の概要 

 

図表 32 回答事業所の概要 

産業（大）分類 （数） （％）

建設業 150 25.3

製造業 161 27.2

卸売・小売 124 20.9

金融・保険 9 1.5

不動産 27 4.6

運輸・通信 38 6.4

サービス業 81 13.7

無回答 2 0.3

592 100.0

事業所の形態

本社（支店あり） 50 8.4

本社（支店なし） 79 13.3

小規模事業者 373 63.0

支店、営業所 69 11.7

工場、現場、物流センター 20 3.4

無回答 1 0.2

592 100.0

事業所数

0所 465 78.5

1ヶ所 27 4.6

2～5ヶ所 49 8.3

6～10ヶ所 14 2.4

11～20ヶ所 11 1.9

21以上 24 4.1

無回答 2 0.3

592 100.0

従業員数（常勤雇用）

1～5人 282 47.6

6～10人 113 19.1

11～20人 91 15.4

21～50人 82 13.9

51～100人 17 2.9

101人以上 7 1.2

592 100.0

創業年数

5年以下 23 3.9

6～10年 32 5.4

11～20年 98 16.6

21～30年 103 17.4

31～40年 89 15.0

41～50年 114 19.3

51年以上 93 15.7

無回答 40 6.8  
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２．アンケート結果からみた戸田市のビジネス地域資源評価 

（１）アンケート結果 

まず、戸田市の地域資源に対する評価をアンケート結果からみていく。＜図表 33＞より、地域資

源の項目とアンケート設問を対応させた結果一覧を掲出した。戸田市の地域資源として、「関東近都

県(東京都、埼玉県)の他地域と比較して、現在の立地環境に対する評価をお答え下さい（項目ごと

に回答）」という設問および、「戸田市の公的支援の利用状況と評価をお答え下さい（項目ごとに回

答）」に対する回答結果をみていく。 

 

図表 33 戸田市の地域資源に対する評価（１） 

地域資源評価　事業所数 （所数）

大項目 小項目

①人口 人口増加 お客様としての市場（地域住民や取引先）の多さ 186 263 122 21 592

アクセス 取引先・提携先、外注先との距離・アクセス 430 109 41 12 592

アクセス 原材料などの入手の容易性 402 136 20 34 592

アクセス 道路などのインフラ整備状態 401 111 58 22 592

アクセス 地代、賃料の値頃感 180 235 147 30 592

産業集積 産業支援機関・団体（商工会など）の充実 198 326 51 17 592

産業集積 ビジネスなど、仕事関係の情報の入りやすさ 172 332 71 17 592

公的支援 制度融資 111 113 41 276 51 592

公的支援 新規事業や販路拡大などの事業にかかる助成金や補助金 47 113 32 354 46 592

公的支援 起業や創業の支援 36 102 18 388 48 592

公的支援 公的な入札の機会 33 105 46 361 47 592

公的支援 専門家派遣などの支援 31 106 16 396 43 592

公的支援 社員や経営者の人材育成の支援 27 111 21 390 43 592

コミュニティ ビジネスなどの勉強やセミナーの機会 46 110 25 366 45 592

コミュニティ 連携や異業種などの交流会機会 27 122 24 372 47 592

ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 事業に活用できる情報提供 34 120 36 358 44 592

ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 事業所やサービスなどの対外的な情報発信 29 124 29 366 44 592

地域資源評価　事業所割合 （％）

大項目 小項目

①人口 人口増加 お客様としての市場（地域住民や取引先）の多さ 31.4 44.4 20.6 3.5 100.0

アクセス 取引先・提携先、外注先との距離・アクセス 72.6 18.4 6.9 2.0 100.0

アクセス 原材料などの入手の容易性 67.9 23.0 3.4 5.7 100.0

アクセス 道路などのインフラ整備状態 67.7 18.8 9.8 3.7 100.0

アクセス 地代、賃料の値頃感 30.4 39.7 24.8 5.1 100.0

産業集積 産業支援機関・団体（商工会など）の充実 33.4 55.1 8.6 2.9 100.0

産業集積 ビジネスなど、仕事関係の情報の入りやすさ 29.1 56.1 12.0 2.9 100.0

公的支援 制度融資 18.8 19.1 6.9 46.6 8.6 100.0

公的支援 新規事業や販路拡大などの事業にかかる助成金や補助金 7.9 19.1 5.4 59.8 7.8 100.0

公的支援 起業や創業の支援 6.1 17.2 3.0 65.5 8.1 100.0

公的支援 公的な入札の機会 5.6 17.7 7.8 61.0 7.9 100.0

公的支援 専門家派遣などの支援 5.2 17.9 2.7 66.9 7.3 100.0

公的支援 社員や経営者の人材育成の支援 4.6 18.8 3.5 65.9 7.3 100.0

コミュニティ ビジネスなどの勉強やセミナーの機会 7.8 18.6 4.2 61.8 7.6 100.0

コミュニティ 連携や異業種などの交流会機会 4.6 20.6 4.1 62.8 7.9 100.0

ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 事業に活用できる情報提供 5.7 20.3 6.1 60.5 7.4 100.0

ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 事業所やサービスなどの対外的な情報発信 4.9 20.9 4.9 61.8 7.4 100.0

②立地

④人材育

成環境

アンケート設問
ビジネス地域資源

②立地

ビジネス地域資源
アンケート設問

④人材育

成環境

概ね満足 合計

概ね満足
どちらともい

えない
やや不満

利用したこ

とがない
無回答 合計

どちらともい

えない
やや不満

利用したこ

とがない
無回答
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図表 34 戸田市の地域資源に対する評価（（１）をグラフ化） 
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○「①立地／人口増加」を評価している事業所は約３割、業態により差がある＜図表 33、34＞ 

まず戸田市の「①人口／人口増加」に対する評価をみてみる。＜図表 33、34＞によると、「概ね

満足」（「満足」「概ね満足」を合算：以下同）が 31.4%という回答あり、他の指標に対する評価と

比べてやや高い回答数であった。＜図表 35＞より、産業別に「概ね満足」と回答した割合をみる。

と卸売・小売業で「概ね満足」と回答した割合が最も多く 33.9%であった。対して、「やや不満」

と回答した産業は建設業、製造業、卸売・小売業、サービス業と多く、各産業ごと各事業所ごとの

市場の違いによる評価の違いが出ていることが伺える。（ちなみに、金融業、不動産業は母数が小さ
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かったため比較の対象とはしなかったが、総じて「概ね満足」と回答した割合が 6割以上であり近

隣市場が顧客である産業特性が出ている） 

 

図表 35 産業別＿「人口増加」に対する評価 

概ね

満足

どちらとも

いえない

やや

不満
無回答 総計

建設業 30.7 44.0 21.3 4.0 100.0

製造業 27.3 50.3 21.7 0.6 100.0

卸売・小売 33.9 40.3 23.4 2.4 100.0

運輸・通信 23.7 65.8 10.5 0.0 100.0

サービス業 29.6 37.0 23.5 9.9 100.0

総計 31.4 44.4 20.6 3.5 100.0  

 

○「②立地／アクセス」の良さを評価している事業所が７割近い＜図表 33、34＞ 

戸田市の地域資源の中で、最も評価の高かったのは「（アクセス）取引先・提携先、外注先との距

離・アクセス」で全体の 72.6%が「概ね満足」という回答であった。次に「（アクセス）原材料など

の入手の容易性」で 67.9%、「（アクセス）道路などのインフラ整備状態」で 67.7%という結果であ

り、「②立地／アクセス」の良さの評価が他の項目に比べて倍以上の割合であった。同指標の中で唯

一評価が低かったのは「②立地／地代、賃料の値頃感」であり約 3割が「概ね満足」、約 2割強が「や

や不満」と回答している結果であった。ちなみに、「やや不満」と回答した割合が最も多かったのは

運輸・通信業であり、特に倉庫や物流センターの多い戸田市においては地代・賃料が大きく左右さ

れるため、戸田市ならではの結果が伺える。 

 

○「②立地／産業集積」の良さは全体では約 3割程度＜図表 33、34＞、産業別にやや異なる評価 

産業集積としては、同産業が多く近隣に集まり情報交換が容易な環境であることにメリットが生

まれる。同指標に対する設問として、「産業支援機関・団体（商工会など）の充実」を聞いたところ、

全体で 33.4％が「概ね満足」と回答しており、「仕事関係の情報の入りやすさ」に対しては 29.1%で

あった。戸田市の「②立地／産業集積」に対する評価はそれほど高くないという結果であった。戸

田市の産業集積度合いが高いのは、従業者特化係数からは製造業、運輸・郵便業である（法政大学

地域研究センター、2015）が、同産業の戸田市での集積に関する評価をみてみる。 

＜図表 36＞と＜図表 37＞から、製造業については「産業支援機関・団体（商工会など）の充実」

について「概ね満足」と回答している事業所が 32.9%、「やや不満」が 9.3%、「仕事関係の情報の入

りやすさ」について「概ね満足」が 28.6%、「やや不満」が 13.7%と、事業所ごとに評価の分かれる

結果であった。また、支援団体などの機関の充実度はあるものの、情報の入りやすさに対する不満

がやや多い結果であり産業集積による最大のメリットである情報交換に関しては実態を把握しつつ
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今後の情報交換機能を検討していくことが肝要といえよう。 

また、＜図表 36＞と＜図表 37＞から運輸・通信業につては「産業支援機関・団体（商工会など）

の充実」について「概ね満足」と回答している事業所が 23.7%、「やや不満」が 18.4%、「仕事関係

の情報の入りやすさ」について「概ね満足」が 23.7%、「やや不満」が 23.7%と、若干「概ね満足」

が多いものの全体と比較して「やや不満」の割合が最も多い結果であった。戸田市は運輸・通信業

の中でも倉庫業（特化係数 8.3／法政大学地域研究センター、2015より：以下出所同）と道路貨物

運送業（特化係数 4.0）と物流センター機能の集積が高い。そのため、本社および各事業主体と切り

離された物流センターとしてどのような支援が必要で、どういった情報交換が不足しているのか（あ

るいは求められているのか）、その実態を把握し今後の支援を検討していくことが肝要といえる。 

 

図表 36 産業別＿「②立地／産業支援機関・団体の充実」に対する評価 

概ね

満足

どちらとも

いえない

やや

不満
無回答 総計

建設業 37.3 52.0 7.3 3.3 100.0

製造業 32.9 57.1 9.3 0.6 100.0

卸売・小売 28.2 60.5 8.9 2.4 100.0

運輸・通信 23.7 57.9 18.4 0.0 100.0

サービス業 34.6 54.3 6.2 4.9 100.0

総計 32.7 56.1 8.8 2.3 100.0

※金融業、不動産業は母数が小さかったため比較の対象とはせず

母数（n=554）で算出しているため全体の集計結果と若干異なる
 

 

図表 37  産業別＿「②立地／仕事関係の情報の入りやすさ」に対する評価 

概ね

満足

どちらとも

いえない

やや

不満
無回答 総計

建設業 30.0 58.0 8.7 3.3 100.0

製造業 28.6 57.1 13.7 0.6 100.0

卸売・小売 26.6 58.9 12.1 2.4 100.0

運輸・通信 23.7 50.0 23.7 2.6 100.0

サービス業 28.4 54.3 12.3 4.9 100.0

総計 28.2 56.9 12.5 2.5 100.0

※金融業、不動産業は母数が小さかったため比較の対象とはせず

母数（n=554）で算出しているため全体の集計結果と若干異なる  

 

○「②立地／公的支援」の良さを評価している事業所は 1割以下＜図表 33、34＞ 

公的支援の指標として実際の戸田市の支援制度に対する評価を聞いた。回答結果からは「制度融

資」に対して「概ね満足」が 18.8%で、最も高い評価であった。しかしながら、それ以外の支援に

対しては「概ね満足」が１割以下であり、「利用したことがない」が全体で約６割程度いることがわ

かった。また、「公的な入札の機会」については「やや不満」が 7.8%で「概ね満足」を上回ってお

り、公的な入札に対する不満が大きいことがみえてきた。 
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また、「社員や経営者の人材育成の支援」については全ての設問の中で、「概ね満足」の回答割合

が 4.6%と最も低く、「専門家派遣などの支援」は「利用したことがない」が 66.9%と最も高いとい

う結果であり、人材育成に関する支援が少ないかあるいはあったとしても事業所の満足いくもので

はない可能性を示唆している。人材育成支援の今後の拡充のために、地域の現状とニーズの把握が

肝要である。 

 

○「④人材育成環境／コミュニティ」の良さを評価している事業所は 1割以下＜図表 33、34＞ 

コミュニティの指標として、戸田市内の勉強会やセミナーをはじめとする交流機会に対する評価

を聞いた。回答結果からは「ビジネスなどの勉強やセミナーの機会」が 7.8%、「連携や異業種など

の交流会機会」が 4.6％と全体で「概ね満足」が１割以下という結果であった。また、「利用したこ

とがない」が全体で約６割以上と利用度が総じて低い傾向がみられた。 

地域でのコミュニティを求めていないという可能性も考えられるが、後述する経営者のアンケー

ト結果からは「セミナーや勉強会」への参加が最も高い割合という結果が見られており、必要性は

あるものの戸田市内での「ビジネスなどの勉強やセミナーの機会」や「連携や異業種などの交流会

機会」に対しては消極的な姿勢が伺える。産業界の地域コミュニティの活性化のために、現状とニ

ーズの把握が肝要である。 

 

○「④人材育成環境／ナレッジサービス」の良さを評価している事業所は 1割以下＜図表 33、34＞ 

ナレッジサービスの指標として、戸田市からの情報提供と事業所からの情報発信に対する評価を

聞いた。回答結果からは「事業に活用できる情報提供」が 5.7%、「事業所やサービスなどの対外的

な情報発信」が 4.9%と全体で「概ね満足」が 1割以下という結果であった。また、「利用したこと

がない」が全体で 6割以上と利用度が総じて低い傾向がみられた。 

先のアンケート結果で＜図表 34＞をみると、「仕事関係の情報の入りやすさ」について「概ね満

足」が 29.1%という回答結果があることから、戸田市との情報交換というよりは地域のビジネス上

のネットワークとの情報交換が活発であることがわかる。 

戸田以内での情報発信については、他のアンケートでもいくつか課題視されている点である。産

業界が求めている情報の内容、その発信の方法についての現状とニーズの把握が肝要である。 
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第 5章 「ラーニング・コミュニティの形成」の必要性の検証 

＜経営者アンケートより＞ 

１．アンケートの概要 

（１）目的 

「人的資源」の中でも「③人材」の指標がどの状態であるのかを把握することを目的として経営

者の考え方・行動を把握するアンケートを実施した。 

「開業率」決定要因の指標と対応するアンケート設問は＜図表 38＞で一覧にした。 

 

（２）調査概要 

調査対象：戸田市内に住所を置く事業所（帝国データバンクより）1,552所 

調査時点：2015年 7月 5日～7月 20日 

調査方法：調査票の送付・回収ともに郵送 

有効回答数：592社（38.1%） 

 

図表 38 アンケート設問と「開業率」決定要因との対応 

「開業率」決定要因との対応

1 意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う

2 部署、担当に関わらず業務上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ がｽﾑｰｽﾞ である

3 過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている

4 部署、担当を超えた取り組みがなされている

5 定期的に社内で勉強会を開いている

6 業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある

7 新しい提案やアイデアが現場からよく出される

1 商工会など、業界団体の会合

2 セミナーや勉強会

3 戸田市の市民活動

4 町会・自治会

5 子ども会

6 趣味・サークル活動

7 ボランティア活動

設問

Q16：社風や社員の行動などで、最も当てはまるものをお答えください。

（当てはまる 、どちらかというと当てはまる、どちらともいえない、どちらかというと当てはまらない、当てはまらないの5段階で各項目ごとに評価）

③人材／学習習慣

③人材／ネットワーク

③人材／ネットワーク

③人材／多様性

③人材／寛容性

Q24：ご自身の社会活動について、最も当てはまるものをお答えください。

　　　（よく参加している、少し参加している、どちらともいえない、あまり参加しない、まったく参加しないの5段階で各項目ごとに評価）

　Q22：戸田市に住んでいるビジネス上の知人は何人ぐらいいますか？

　Q23-1：戸田市に住んでいる仕事以外の知人は何人ぐらいいますか？
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（３）回答経営者の概要 

 

図表 39 

居住地 （人） （％）

東京都内 99 16.7

戸田市内 277 46.8

埼玉県内（戸田市以外） 161 27.2

関東近県 16 2.7

その他 3 0.5

無回答 36 6.1

592 100.0

出身地 （人） （％）

東京都内 156 26.4

戸田市内 131 22.1

埼玉県内（戸田市以外） 88 14.9

関東近県 58 9.8

その他 122 20.6

無回答 37 6.3

592 100.0  

居住歴（年） （人） （％）

5年以下 73 12.3

6～10年 71 12.0

11～20年 130 22.0

21～30年 76 12.8

31～40年 72 12.2

41～50年 56 9.5

51年以上 58 9.8

無回答 56 9.5

592 100.0

居住形態 （人） （％）

持ち家（一戸建て） 391 66.0

持ち家（マンション） 95 16.0

賃貸（一戸建て） 12 2.0

賃貸（マンション） 44 7.4

公団 1 0.2

その他 14 2.4

無回答 35 5.9

592 100.0  

 

２．アンケート結果からみた戸田市の人的資源 

（１）指標とアンケート設問の設定 

人的資源を可視化できる状態で把握することを目的に、以下の考え方で指標を設定した。 

多様性については、古くから経済活動にとって重要であると言われてきているが、特に昨今は「イ

ノベーションと都市の成長とを関連付けるものとして、企業と人間双方の多様性の役割」（ジェー

ン・ジェイコブス、1986）が重要であることが認められてきている。日本は単一民族であるが故の
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民族的・文化的背景から、多様性に対する考え方が海外とはやや異なっていた。以前はこうした背

景を受けて人種的に多様であることを指す傾向も強かったが、昨今はより広義に「幅広く性質の異

なるものが存在すること」と捉えられている。特に、社会や地域においては年代、性別、育った環

境などさまざまな異質性が同空間に存在することを良しとする風潮が生まれつつある。こうした指

標が持つ背景から、本研究では事業所内の社風として「意見が違う時、上下の立場に関係なくよく

話し合う」、「部署、担当にかかわらず業務上のコミュニケーションがスムーズである」という設問

を採用した。本来、社内に多様な社員が存在しているかどうかを問うことが一般的であるが、従業

者人数の少ない事業所がアンケートの主な対象であるため、上記設問を代替とした。 

寛容性については、多様性と同じシーンで用いられることが多いが「おおまかに言えば多様性に

対する開放性」（リチャード・フロリダ、2008）ととらえ、社内で凝集性が生まれやすい習慣と部署

に対する寛容性を問うこととし、「過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている」、「部

署、担当を超えた取り組みがなされている」の２つを設問とした。 

学習習慣については、社内で定期的に学習する風土があるかどうかを問いつつ、個人が自発的に

学習することを推奨する社風は個々人の学習習慣と大きな関連性があることから、「定期的に社内で

勉強会を開いている」、「業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある」という２つの設

問を用いた。加えて、個々人の学習習慣が高い組織では新しいアイデアが生まれやすいという実証

研究もあることから、「新しい提案やアイデアが現場からよく出される」という設問も加えた。 

 

（２）アンケート結果 

戸田市の人的資源に対応するアンケート結果からみていく。＜図表 40＞より、人的資源の項目と

アンケート設問を対応させた結果一覧を掲出した。「社風や社員の行動などで、最も当てはまるもの

をお答えください。（項目ごとに回答）」という設問に対する回答結果をみていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



62 

 

 

 

図表 40 戸田市の人的資源の状態（１） 

人的資源　回答数 （人）

大項目 小項目

意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う 343 166 62 21 592

部署、担当に関わらず業務上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ がｽﾑｰｽﾞ である 305 178 85 24 592

過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている 346 178 47 21 592

部署、担当を超えた取り組みがなされている 229 243 92 28 592

定期的に社内で勉強会を開いている 213 192 164 23 592

業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある 160 237 174 21 592

新しい提案やアイデアが現場からよく出される 190 259 118 25 592

人的資源　回答割合 （％）

大項目 小項目

意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う 57.9 28.0 10.5 3.5 100.0

部署、担当に関わらず業務上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ がｽﾑｰｽﾞ である 51.5 30.1 14.4 4.1 100.0

過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている 58.4 30.1 7.9 3.5 100.0

部署、担当を超えた取り組みがなされている 38.7 41.0 15.5 4.7 100.0

定期的に社内で勉強会を開いている 36.0 32.4 27.7 3.9 100.0

業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある 27.0 40.0 29.4 3.5 100.0

新しい提案やアイデアが現場からよく出される 32.1 43.8 19.9 4.2 100.0

当てはまる
どちらともい

えない

当てはまら

ない
無回答

人的資源
アンケート設問 当てはまる

どちらともい

えない

当てはまら

ない
無回答

多様性

③人材
寛容性

学習習慣

③人材

多様性

寛容性

合計

学習習慣

合計
人的資源

アンケート設問

 

図表 41 戸田市の人的資源の状態（（１）をグラフ化） 

（％）

57.9 

51.5 

58.4 

38.7 

36.0 

32.1 

27.0 

10.5 

14.4 

7.9 

15.5 

27.7 

19.9 

29.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う

部署、担当に関わらず業務上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ がｽﾑｰｽﾞ である

過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている

部署、担当を超えた取り組みがなされている

定期的に社内で勉強会を開いている

新しい提案やアイデアが現場からよく出される

業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある

多
様

性
寛

容
性

学
習

習
慣

当てはまる 当てはまらない （％）（※「どちらともいえない」を除いてグラフ化）
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○「③人材／多様性」は５割以上の経営者が社内であると回答＜図表 40、41＞ 

経営者に事業所の社員の様子を「社風や社員の行動などで、最も当てはまるものをお答えくださ

い。（項目ごとに回答）」という設問で、それぞれ「当てはまる」（非常に当てはまる、当てはまるを

合算／以下同）」、「どちらともいえない」「当てはまらない（どちらかというと当てはまらない、当

てはまらないを合算／以下同）」で回答してもらった結果をみてみる。＜図表 40＞ 

多様性の指標として「意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う」と「部署、担当に関

わらず業務上のコミュニケーションがスムーズである」という設問に対し、「当てはまる」がそれぞ

れ 57.9%、51.5%と半数以上の経営者が自社の社内で「当てはまる」と回答した結果であった。 

特に「意見が違う時、上下の立場に関係なくよく話し合う」については、「当てはまる」と回答し

た割合が２番目に多く、経営者が多様性を重視し社風として取り入れている試みが多くみられた。 

 

○「③人材／寛容性」は新しい考えを取り入れるも、部署・担当の枠は固定の傾向＜図表 40、41＞ 

寛容性の指標として「過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている」、「部署、担当

を超えた取り組みがなされている」という設問を用いた。 

「過去の慣習にとらわれず、新しい考え方を採り入れている」という設問に対しては 58.4%が「当

てはまる」と回答しており、③人材の項目の中で最も多い回答結果であった。創業年数が 30年以上

の事業所が 296所で全回答者の約半数を占めていることから、世代交代が進む年代で経営している

経営者が多い可能性が高く、意識的に新しい考えと過去の習慣を融合せざるを得ない事業タイミン

グであることが回答の多さの背景にあることが推察される。 

一方で、「部署、担当を超えた取り組みがなされている」という設問に対しては 38.7%が「当ては

まる」という回答結果でありやや低い傾向であった。実際には多様な考えを受け入れる試みを行い

つつも、異なる部署・担当者で何かに取り組むという実践にまでは至っていない様子が伺える。 

 

○「③人材／学習習慣」は約 4割弱が社内の学習習慣があるものの、自発的な行動に対してはやや閉

鎖感がみられる＜図表 40、41＞ 

学習習慣については、「定期的に社内で勉強会を開いている」が 36.0%が「当てはまる」と回答し

ており、学習習慣項目の中では最も高い回答割合であった。しかしながら、同項目の３設問ともや

や低い回答割合であり、③人材の中でも最も「当てはまる」が少ない傾向である。 

特に、「業務以外でも勉強会や自己啓発に取り組む雰囲気がある」は「当てはまらない」が最も多

く 29.4%という結果であった。次節の経営者の行動に関するアンケート結果からは、経営者自身の

学習習慣は高い傾向が見られているため、従業員と経営者との意識の差が出ていると考えられる。 
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３．アンケート結果からみたネットワーク保有の状態 

（１）アンケート結果 

①地域活動量 

戸田市の③人材の中の「ネットワーク」の状態をアンケート結果からみていく。先の＜図表 38＞

の対応表より、ネットワークの量を測るものとして経営者自身の活動量を指標とし「ご自身の社会

活動について、最も当てはまるものをお答えください。（よく参加している、少し参加している、ど

ちらともいえない、あまり参加しない、まったく参加しないの 5段階で項目ごとに評価）」という設

問を用いた。またその活動については戸田市内と戸田市外とを比較し、戸田市内のネットワーク量

をみることとした。＜図表 42＞（よく参加している、少し参加しているは「参加している」、あま

り参加しない、まったく参加しないを「参加していない」として集計した） 

 
図表 42 地域活動の状態（１） 

人的資源　回答数 （人）

大項目 小項目

商工会など、業界団体の会合 109 79 359 45 592

セミナーや勉強会 62 89 394 47 592

戸田市の市民活動 96 81 363 52 592

町会・自治会 145 72 334 41 592

子ども会 32 62 449 49 592

趣味・サークル活動 94 66 390 42 592

ボランティア活動 83 70 389 50 592

商工会など、業界団体の会合 124 71 348 49 592

セミナーや勉強会 165 61 320 46 592

戸田市の市民活動 67 99 375 51 592

町会・自治会 95 90 358 49 592

子ども会 18 69 454 51 592

趣味・サークル活動 123 59 362 48 592

ボランティア活動 66 76 401 49 592

人的資源　回答割合 （％）

大項目 小項目

商工会など、業界団体の会合 18.4 13.3 60.6 7.6 100.0

セミナーや勉強会 10.5 15.0 66.6 7.9 100.0

戸田市の市民活動 16.2 13.7 61.3 8.8 100.0

町会・自治会 24.5 12.2 56.4 6.9 100.0

子ども会 5.4 10.5 75.8 8.3 100.0

趣味・サークル活動 15.9 11.1 65.9 7.1 100.0

ボランティア活動 14.0 11.8 65.7 8.4 100.0

商工会など、業界団体の会合 20.9 12.0 58.8 8.3 100.0

セミナーや勉強会 27.9 10.3 54.1 7.8 100.0

戸田市の市民活動 11.3 16.7 63.3 8.6 100.0

町会・自治会 16.0 15.2 60.5 8.3 100.0

子ども会 3.0 11.7 76.7 8.6 100.0

趣味・サークル活動 20.8 10.0 61.1 8.1 100.0

ボランティア活動 11.1 12.8 67.7 8.3 100.0

合計
人的資源

アンケート設問
参加してい

る

どちらともい

えない

参加してい

ない
無回答

合計

戸田市内

戸田市外

ネットワーク③人材

人的資源
アンケート設問

参加してい

る

どちらともい

えない

参加してい

ない
無回答

③人材 ネットワーク

戸田市内

戸田市外
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図表 43 地域活動の状態（（１）をグラフ化） 
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 アンケート結果から、最も活動量の多かったものは「（戸田市以外）セミナーや勉強会」で 27.9%

が「参加している」と回答している。次いで「（戸田市内）町会・自治会」が 24.5%、「（戸田市外）

商工会など、業界団体の会合」が 20.9%、「（戸田市外）趣味・サークル活動」が 20.8%という結

果であった。総じて戸田市以外での活動量が多い傾向が見られた。 

 

また、地域活動の状態を戸田市在住の経営者（以下、市内経営者）と戸田市以外在住の経営者（以

下、市外経営者）とで比較した＜図表 44＞。その結果、戸田市内の活動については、全ての活動に

ついて市内経営者の方が「参加している」と回答した割合が高く、これは在住者にとっては当然の

結果が出たと言える。一方で戸田市以外の活動について、「セミナーや勉強会」に参加していると回

答したのは市内経営者が 28.9%、市外経営者が 28.6%と市内経営者が多い傾向が見られた。また、「商

工会など、業界団体の会合」についても市内経営者が 23.5%、市外経営者が 19.6％と市内経営者の

参加が多い傾向であった。この結果から、市内経営者は「セミナーや勉強会」および「商工会など、

業界団体の会合」といったビジネス上で自主的に学ぶ活動やネットワークを広げる活動について、



66 

 

市外経営者よりも積極的であることがわかる。特に「セミナーや勉強会」については、戸田市内よ

りも戸田市外での同活動に参加している割合が高く、 

戸田市内での「セミナーや勉強会」の機会が少ないか、あるいはあったとしても内容的に戸田市

外の方が興味深いためであることが考えられる。 

 

図表 44 地域活動に「参加している」と回答した割合 （市内経営者、市外経営者の比較） 
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②ネットワーク量 

 一般的に、さまざまなセミナーや勉強会などの集まりに対する活動量と人的ネットワーク量と

は比例すると言われているが、先の地域活動量からネットワークの量を確認してみた＜図表 45＞。

特に、先のアンケート結果で活動量が多く、人的資源として学習習慣との関連性も高い「セミナー

や勉強会」および「商工会など、業界団体の会合」への参加の有無を得点化し「活動得点」とした。

戸田市内外でそれぞれについて「参加している」と回答した場合を１と数え、戸田市内外の同活動

すべてに「参加している」と回答した場合で最大「4」となる。ネットワーク量については、「戸田

市に居住しているビジネス上の知人数」および「戸田市に居住する仕事以外の知人数」それぞれで

回答してもらった。 

その結果、活動得点が 0、1の場合、ビジネス上の知人が「0人」や「2～5人」と非常に少なく、

同様に仕事以外での知人数も少ない傾向であった。対して、活動得点が高い程知人の数が増える傾

向が見られた。 

 

図表 45 活動量別＿ネットワーク数比較 

戸田市に居住するビジネス上の知人数

０人 １人 ２～５人
６～10

人
11～20人 21人以上 総計

0 （n=297） 22.6 7.1 37.4 17.8 8.1 7.1 100.0

1 （n=102） 20.6 6.9 25.5 20.6 12.7 13.7 100.0

2 （n=82） 7.3 6.1 31.7 26.8 15.9 12.2 100.0

3 （n=17） 0.0 0.0 23.5 17.6 17.6 41.2 100.0

4 （n=22） 0.0 0.0 0.0 22.7 9.1 68.2 100.0

総計 （n=520） 18.1 6.3 32.1 20.0 10.6 12.9 100.0

※無回答を除き（n=520）で算出

戸田市に居住する仕事以外の知人数

０人 １人 ２～５人
６～10

人
11～20人 21人以上 総計

0 （n=297） 28.6 3.4 25.2 15.5 14.8 12.4 100.0

1 （n=101） 24.8 4.0 28.7 18.8 8.9 14.9 100.0

2 （n=86） 22.1 3.5 19.8 19.8 10.5 24.4 100.0

3 （n=16） 12.5 0.0 6.3 18.8 18.8 43.8 100.0

4 （n=25） 12.0 0.0 12.0 8.0 12.0 56.0 100.0

総計 （n=518） 25.5 3.3 23.7 16.6 12.9 18.0 100.0

※無回答を除き（n=518）で算出

活動得点

活動得点
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おわりに 

戸田市はロケーションにも恵まれ、全国市町村の中でも珍しく人口増を示している自治体である。

人口ビジョンによって予測される全国の人口減少の中で、短期的に見れば、戸田市については、当

面人口増加傾向は続くとともに、産業立地も優位が予想される。したがって、経済活性化している

といえる。しかし、人口減少が確実となっている日本において、長期的な人口動向や産業立地はそ

れほど楽観できるものではないように思われる。 

産業構造の特徴についていえば、運輸関連業や飲食業、福祉関連業が増加傾向にある。運輸関連

業は戸田市のロケーションに大きく依存していることが考えられる。飲食業や福祉関連業の増加は

人口増加と高齢化が基本的な原因であろう。 

他方、情報産業と教育産業が非常に弱い。情報産業については、その立地要因が弱い。中核とな

る情報産業の大企業を誘致することなど、情報産業を育成する長期的な戦略が必要になるだろう。

教育産業は立地要因でみれば、人口構成についてさらに検討する必要がある。供給面について、大

学や人材などの教育機関の誘致が求められるかもしれない。 

 

戸田市は全国と比較して個人企業の割合が低いが、小規模事業所の割合が高い傾向にある。他方

で、中小事業所および大事業所の割合が高い。戸田市は全国的に見ても、個人企業の割合が低い。

これは戸田市の歴史的背景によるもので、今後個人企業をどのように育成するかは課題である。ま

た、小規模事業所が事業拡大し中規模化していく過程において、移転の可能性も見られており、小

規模から中規模への拡大期における企業支援や地域に根付いたネットワーク形成が求められる。 

 

地域活性化の鍵は、企業の開業であり、創業である。戸田市は開業率が高いとともに廃業率も高

い傾向にあり、埼玉県内では開業率の高い自治体である。経済が活性化するということは、企業の

新陳代謝が高いということである。具体的には、戸田市の情報通信業の開業率 7.06％と埼玉県内で

最も高い。情報産業は IoT、すなわちインダストリアル４.０14を担う産業であり、経済全体を牽引

する産業ともいわれている。戸田市において情報産業は一時期開業も高い傾向であるが、それが根

付いていない様子が統計データからは見られた。その要因としては、ヒアリング調査15からは適度

なオフィス物件が少ない点が指摘されている。すなわち、戸田市で開業するも事業拡大した場合、

                                                   
14 インダストリアル 4.0（Industrie 4.0）はドイツ語で第 4次産業革命の意味である。ドイツ政府が 2011年から推

進している技術政策を指す。同政策によるプロジェクトには、ドイツの主要企業を含む産官学の多くの企業や団体

が参加し、新たなモノづくりの形を目指す動きをさしている。 

15 「戸田市における『新しいまち』に向けた創造性の検証 ─共同研究 中間報告書─」（2015年 3月）より 
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最適な物件が少ないということである。情報産業においては地域の集積が大きな牽引役となるが、

戸田市の場合は他地域の牽引にとられてしまっている構造が推察される。戸田市の情報通信業が弱

いということは、今後の世界経済と日本全体から見た場合、長期的な地域活性化に大きな影を落と

す要因となりかねない。今後の同産業の育成について、さらなる分析と新たな試みが求められる。 

 

産業集積の視点からみれば、産業の集積は関連企業に多くのメリットをもたらす。戸田市の地域

資源の中で、最も評価の高かったのは「（アクセス）取引先・提携先、外注先との距離・アクセス」

であり、全体の 72.6%が「概ね満足」という回答であった。「②立地／アクセス」の良さの評価が他

の項目に比べて倍以上の割合であった。同時に、唯一評価が低かったのは「②立地／地代、賃料の

値頃感」であるが、それは地理的条件のマイナス面であり当然の結果である。 

しかし、産業集積は類似業種の産業が多く近隣に集まり情報交換が容易な環境であることにメリ

ットが生まれる現象である。戸田市の「②立地／産業集積」に対する評価はそれほど高くない。「人

的資源」への評価が低いという結果が出ている。 

これらの結果から、戸田市は立地面では大きな優位性があるものの、それを集積と人的資源（特

にネットワーク）に結び付けるコネクターが弱いという姿が明らかとなっている。 

 また同様の結果は経営者アンケートからも見られている。戸田市ではビジネス上で自主的に学ぶ

活動やネットワークを広げる活動経営者が、戸田市内よりも戸田市外での同活動に参加している割

合が高いという結果が出ている。これは経営者のコミュニティ形成が不十分であることを意味して

いる可能性がある。あるいは企業家のニーズに対応した学習内容が提供で来ていない可能性がある。 

 

地域活性化において、経営者同士や起業希望者がラーニング・コミュニティ（地域ナレッジサー

ビスやコミュニティ、連携などによる学習共同体）を形成して、経営者集団を活性化することが求

められており、日本全体で推進されるべき課題とされている。しかしながら、戸田市ではそれが経

済活性化にマイナスに寄与しているともいえる。個々人は学習習慣があり地域活動も活発でネット

ワーク保有もしているが、全体としてのネットワークをつなぐ「ラーニング・コミュニティ」の存

在が希薄であり、経済活性化につながっていない可能性が高い。戸田市の立地面の優位性に加え、

現在点在する優位性をつなぐ機能として「ラーニング・コミュニティ」が育成されることは、戸田

市の中長期的な地域活性化が可能となるはずである。日本全国の中で数少ない人口増加の自治体で

あり、若い世代が多く暮らす戸田市において、これらを促進する政策や事業が、「今」望まれる。 
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＜参考資料＞ 

 

 

参考：図表 6 「Q１：関東近都県(東京都、埼玉県)の他地域と比較して、現在の立地環境に対する評価をお答え下さい。」
の回答結果一覧 

「満足」「概ね満足」と回答した事業所数 （単位：所数）

取引先・提

携先、外

注先との距

離・アクセ

ス

原材料など

の入手の

容易性

労働者確

保の容易

性

お客様とし

ての市場

（地域住

民や取引

先）の多さ

地代、賃

料の値頃

感

道路などの

インフラ整

備状態

交通、通

勤の利便

性

買い物、通

院など

交通、通

勤の利便

性

買い物、通

院など

戸田市の

支援体制

（助成、

融資など）

産業支援

機関・団体

（商工会

など）の充

実

ビジネスな

ど、仕事関

係の情報

の入りやす

さ

建設業 82 49 17 13 19 62 49 35 26 10 14 11 8

製造業 103 64 19 24 25 65 36 23 31 12 11 14 9

卸売・小売 58 31 5 15 16 60 45 29 25 10 8 7 10

金融・保険 2 3 1 1 2 4 3 3 2 2 1

不動産 12 4 2 3 4 9 12 10 8 3 2 4 1

運輸・通信 15 10 4 5 2 17 18 10 13 6 3 2 3

サービス業 39 15 6 13 14 26 33 18 15 13 6 7 5

総計 313 178 54 75 82 243 196 128 120 56 44 47 36

「満足」「概ね満足」と回答した事業所の割合 （単位：％）

事業所の立地条件について

取引先・提

携先、外

注先との距

離・アクセ

ス

原材料など

の入手の

容易性

労働者確

保の容易

性

お客様とし

ての市場

（地域住

民や取引

先）の多さ

地代、賃

料の値頃

感

道路などの

インフラ整

備状態

交通、通

勤の利便

性

買い物、通

院など

交通、通

勤の利便

性

買い物、通

院など

戸田市の

支援体制

（助成、

融資など）

産業支援

機関・団体

（商工会

など）の充

実

ビジネスな

ど、仕事関

係の情報

の入りやす

さ

建設業 54.7 32.7 11.3 8.7 12.7 41.3 32.7 23.3 17.3 6.7 9.3 7.3 5.3

製造業 64.0 39.8 11.8 14.9 15.5 40.4 22.4 14.3 19.3 7.5 6.8 8.7 5.6

卸売・小売 46.8 25.0 4.0 12.1 12.9 48.4 36.3 23.4 20.2 8.1 6.5 5.6 8.1

金融・保険 22.2 33.3 11.1 11.1 22.2 44.4 33.3 33.3 22.2 22.2 0.0 11.1 0.0

不動産 44.4 14.8 7.4 11.1 14.8 33.3 44.4 37.0 29.6 11.1 7.4 14.8 3.7

運輸・通信 39.5 26.3 10.5 13.2 5.3 44.7 47.4 26.3 34.2 15.8 7.9 5.3 7.9

サービス業 48.1 18.5 7.4 16.0 17.3 32.1 40.7 22.2 18.5 16.0 7.4 8.6 6.2

総計 52.7 29.8 9.2 12.5 13.9 41.2 33.2 21.7 20.3 9.5 7.5 7.8 6.1

※各産業の総数を100%とした場合の割合を算出

n=590

事業所の立地条件について
経営者の生活環境

として

従業員の生活環境

として
支援体制に対して

経営者の生活環境

として

従業員の生活環境

として

n=590

支援体制に対して
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＜参考資料＞ 

参考：図表 7 産業別（参考：図表 1 のグラフ） 

0 20 40 60

取引先・提携先、外注先との距離・アクセス

道路などのインフラ整備状態

原材料などの入手の容易性

地代、賃料の値頃感

お客様としての市場（地域住民や取引先）の多

さ

労働者確保の容易性

(%)

建設業 製造業 卸売・小売 金融・保険 不動産 運輸・通信 サービス業 総計

＝全体の割合より「満足」

「概ね満足」と回答した割

合が多い産業
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＜参考資料＞ 

 

参考：図表 8 産業別（参考：図表 1 のグラフ） 

0 10 20 30 40 50

（経営者にとっての）交通、通勤の利便

性

（経営者にとっての）買い物、通院など

（従業員にとっての）交通、通勤の利便

性

（従業員にとっての）買い物、通院など

(%)

建設業 製造業 卸売・小売 金融・保険 不動産 運輸・通信 サービス業 総計

＝全体の割合より「満足」

「概ね満足」と回答した割

合が多い産業
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＜参考資料＞ 

 

 
参考：図表 9 産業別（参考：図表 1 のグラフ） 

0 0 5 10 15 20

産業支援機関・団体（商工会など）の充

実

戸田市の支援体制（助成、融資など）

ビジネスなど、仕事関係の情報の入りやすさ

(%)

建設業 製造業 卸売・小売 金融・保険 不動産 運輸・通信 サービス業 総計

＝全体の割合より「満

足」「概ね満足」と回

答した割合が多い産
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ǀƾƑĲHŠş 
� ĪǾȖâH[·ćNŠĥš˗/ɛ*WCH)bƂȄřO�·ć 135,132·˙2015š 12Ʋ 1Ʀǿģ˚N

ȴ 30%f 20¼£30¼/ýZG*b ?cO�ƂȄřNʱųSNµʣir|zNçÍŸfɐƬL�őɌ]

ȺĺfǎLʙÞ9G2bɛšŔ/Ĳ*AZH)b B/�ʙäɈ[Ĳ2�ǺL 34(39 ǓHO�ʙäɈ/

ʙÞɈf§ĜDG*bI*+ʀˍ[)b $̇ƂȄřɛšªŜżʅʁǄ%2012šKJ  ̊?N_+KɐƬN[

I�ƂȄřO�ɛšŔNʙäĘˍf¸Ű�ąaȸYT0ʀˍI9�2015 š 10 ƲL"ƂȄřWC£QI£

97IìȂȽċƁȊ#ĂR"ƂȄřWC£QI£97IìȂȽċƁȊLÎb·ć�y�¡#̇ 2015 š 10

Ʋ˚fȱł9A ?6H�ƂȄřNōƽfƋ+�ɛšŔH)bļɏGª¼]ÆĿʎÞª¼I*DA�h�

�¤ŔNʙÞĮ]łÆôĂRʙäNƇèfȓǌI9��k�z�¤yLŶ:AÆXư,ƘƖ�ǞŀNƙę

KJÆX];*ÆȁĭNìäKJfƣȱI9G*b  

� B/�ɛšŔNʙäĘˍNƇèOƂȄřLʼDAʀˍHOK*1 ɛšŔNʙäĈɑŸ/˕*ǳLE*G

O�őɌ�ʙɌ�ʙó]ȺĺKJLÂ+"�k�k�¡�#2]"ŒÆšƜNț8#3Iʺʥ;b6Nª¼

NǺŲI[ɰecG*b H)bK`P�èŤ]�¤�ˉfƝÖNXK`<�ĤĨSNŽȘŤ�·ʹʺÎ

]ƦŞȑKȂǣSNǮʔŤf˕Zb6IL_DG�ɛšŔNʙäfƇè;b6I[øåLǆɲ;bŴɪ/

)bNHOK*Bd+.  

� ?6H�ƹʁǄO�ɛšŔNƂȄřLŋ;bʺų£ŽȘ£ƶŮ£Ęˍżʅ�ƦŞȑK·ʹʺÎ]Ǩʋɣ

òL-4b©ǮȯfƆƕ9�¸ŰNƂȄřLƴWcb"WCF2a#N)aƢ]?NÇLE*Gǆɲ;

bAZNĩȞȑźīfƊä;b6IfȓȑI;b ?cO�ƹīđƮ/�ˠšɱȈHńƣ;báČȜȦN

¬ʹīđI9GÄɂF4G*bAZH)b  

 

ǁƾƑĲóƔÆKƑĲĞŃŬ 
˙˟˚ʁǄĤĨ ĪǾȖƂȄř 

˙ˠ˚ʁǄŋʈɈ 2015šˤƲ 1ƦƪǳHƂȄřģÆN 20Ǔ(39ǓNȆĶ 1,500·  

˙ˡ˚ʁǄŋʈɈNƊäƢǠ ÆǘĩƹĉŝLĩF2ǵÉǴƊä˙š˗˙ˣǓéX �̊ŒÆĤöN·ćǗǽ

fĩǯ˚ 

˙ˢ˚ʁǄƶʹ� 2015š 10Ʋ 10Ʀ(11Ʋ 16Ʀ 

˙ˣ˚ʁǄƢǠ� ʰʡʲŚ�ʰʡĜĄ 

˙ˤ˚KʁǄˊȓ� ŒÆ˞ʙäȀȅ�ƂȄřLŋ;bżʅ�ƂȄřâ˞řıHNɣò�ǨʋɣòKJ 

˙˥˚¿Ȉ£ńƣǎʺ� ƂȄřƚȱȜȦƃ�ȓȏĳľȠÀľʯĤĨȠÀľȢ 

˙˦˚ĜĄǻǟ� ĜĄȡ 616ȡ˙ĜĄǽ˧41.1% �̊ǵñȡ˥ȡ4�ƳñĜȰȡ 609ȡ˙ƳñĜȰǽ 40.6%˚ 

 
 

                                                
1 ŗćř˙2014˚]Ƶˆř˙2014˚NřǘʁǄ]ĪǾȖIĪǾĳľNáČʁǄ˙2015˚L-*G[�ºNš¼IǗʜ
9AʿL�30Ǔ¼½¨NɛšŔ/"<DI6NWCLǪXȼ4A*#NĜȰǗǽ/Å*6I/īđ8cG*b  

2 ǚ´˙2014˚L_cP�·ćȣòO�Ð!·N�k�wkr�NİôLċe=G˜�ªŜNȣòLÂ+[N��
ʙóKJNɌǇȑȀȅL_b[N��ÆĿ±źL_b[N��ȂǣȁĭNİôL_b[N��Ⱥĺ]˂ĺȯLʐĝ

;b[N��ʦľKJNľǇfȀȅI9A[N˜�ɭƤINČŒfȀȅI;b[N�I*DA 7ENɪĝfƔȟ
9G*b ?9G�20(24ǓOʦľ�őɌI*DA�k�k�¡�L_bȣòɪĝ/îeb/�20¼£30¼LE
*GO�"ªŜNȣò#fʾ2�6ENɪĝ/ɸũ;bIƍƗ9G*b  

3 ŕƹ`˙2012˚O�ƾ¶ʱNʮıʱřH)bȩŗřNÆǘfŋʈI9AʁǄL-*G�"ŒÆǔ 5šƸǮ#NĲ2/
20¼£30¼H)a�ʙŒĈɑŸN˕*ǤòŔH)b6Ifƨ`.L9G*b  

4 ǵñȡNâɵO�40Ǔ½§/ˢȡ�ùƜ½§NɴĘLǵĜȰ/ˡȡ  
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ǂƾÞÍĨHŚĐŊ 
˙˟˚ĜȰƜNǗǽO�Ȑåǽ˙˘˚Hɥ9�ŏƜǳȭ 2 Ä½¨fěƏ³Þ9G*bAZ�ǗǽNċɱ/

100%LK`K*Ĭċ[)b  

˙ˠ˚åǀNĩȞIKbƜO�n˨���Hȟ9A AB9�ǵĜȰNʱċ§�?NƜO¥ɕ9K*  

˙ˡ˚¬ʹīđƮI9GNÄɂF4.`�ƹīđƮHO�ĜȰN×ĎI�k¡�f¬ųLɳʠ;b  

˙ˢ˚ɓȅɳʠNĜȰÊO�˔č]ƣɴčKJfƨȝL;bAZ�¥ʯƞɰNʁƝfɣDG*b  
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ǀƾƑĲŵıHĵƈDÞÍĨH¸İ�d�x 
ƼǀƽƑĲŵıHĵƈ 
!ĒŗúØ¥Hƀþ÷Hä�

� ƹʁǄȺǂNǉɪfȟ;êL�ɓȅɳʠNĜȰLȓfʣ9A* ?NȺǂfåˏ;bI�¨ɳN_+L

Kb 6c`O�ƂȄřSNʺų/)b.`6?ɳʠ8cb"ȂNį#H)b EWa�6c`OɛšŔ

N"6+KDA`ƭ`9];*#I*+�WCNk�¤y]ǰģȑKƂȄřLŋ;bʺųNǿcI9GȀ

ɯ;b6I[H0bBd+ ƹ¬ʹīđƮO�ɓȅɳʠHȟ8cAĘˍǳf¬ųL�ɛšŔNƂȄřLŋ

;bżʅ�ɣòNńſfȀɯ9�Ŭ˞ŬĶ`NǰģȑKƂȄřSNʺųfɾXɯ*G*2  
�

Ñ ��� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4bIŻł9AĬċL��)KANž:bƂȄřNĘˍǳ��¸ŰNƂȄřLƶŮ

;b6ILE*G�7ɓȅLɳÞ9G¨8*  

�� �:�����">˙Ī¶ȿLŋ;b©Ǯ�řâNƾɩȣò/Ğ˃H)b6ILŋ;b©Ǯ˚ 

�� 3+����������&˙ļɏGƘƖ&Ïɏġ£Ţȥġ�ľȫÏɏ'KJ˚ 

�� <'������9˙÷ȍ£ʵɣKJ˚ 

�� !.,6��9˙x���¡s|¡}¤£n�l£ˑːţKJ˚ 

�� ;2=��9�*#˙àġƝÖ£ĳ·NŒĬƃ&ƩȈ£�h�x�¡KJ'̊  

�� $%��
��������B)4 
�� ��
�	�? �9���@5�80�-(1�/72=��9A 
�

!ĒŗúLHí¥ĐÌDƙ·ÑƳ�

� O:ZL�ɛšŔNƂȄřSNłÆżĎfȝɺ9_+ �
�

ÑǄ� )KAOƂȄřHȂǣf;b§H�½¨NǳLE*GJN_+Lŷ*W;. ?c@cũGOWb[Nǀ@G

�fE4G¨8*˙ʭƈɍ"�˝¸Ť[ƂȄřLÆXȼ4A*# ̊ �

ÑǇ� ¸Ű�)KA/ÆXA*Iŷ+ĤĨfƛ,G¨8* ½¨N¬H"[DI[ũGOWb[Nǀ@G�fE4G

¨8*  

��"łÆżĎ#O�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#/ 77.7˘I˕*ëċfȟ9A  

��"¸ŰÆXA*Iŷ+ĤĨ#O�ƂȄř/ 47.6˘�ƾ¶ʱâ/ 33.3˘H�ċɱ 80.9˘fýZG*b  

��"ƂȄřLÆXȼ4A*#IĜȰ9A·Nâ�94.1˘N·O"łÆżĎ#fƌDG*b  

��"ƾ¶ʱâLÆXA*#IĜȰ9A·Nâ�60.2˘N·O"łÆżĎ#fƌDG*b  

��ɛšŔN¬H�¸Ű�ƂȄřIOȌKbWCLÆXA*IȰ,A·H[ƂȄřSN"łÆżĎ#/ǈ

ȬLÅ*e4HOK*  

�

� � �  
� � � Õƅǀ�ĒŗúLHí¥ĐÌƼÑǄƽ� � � � � � � � � � Õƅǁ��ă"¥Q<)P>ƼÑǇƽ�

77.7%	

22.2%	

0.3%	

�����

���
	��

����

47.6%	

1.3%	3.1%	

11.0%	

33.3%	

3.9%	

����

��

����

������

	����


���
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� � � � � �  
� � Õƅǂ��ă"ĒŗúG¥Q<)�Hí¥ĐÌ� � � � � � � Õƅǃ� �ă"ƨ¶L¥Q<)�Hí¥ĐÌ�

 
!ĒŗúGö¥6Ŷ2B)[œŘDœďDHk�v��

� ɛšŔNƂȄřSNłÆżĎOǝ9GÅ2K*6Ifȝɺ9A HO�K>ʙä/ĘˍI8cbNBd

+. ?Nǳf�ƂȄřLŒÆ9G*bȀȅIȀŻINq���.`ȝɺ9A* �

�

Ñǃ� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
Ñǆ� ¸Ű�)KA/ÆXA*ɤNk�¤yfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8* �

��"¸Ű�ÆXA*ɤNk�¤y#̇ ȀŻ˚I"ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅ#̇ ǿń˚NŘLȘȓ;

bI�"ɓǷȁĭ/ʇ.H)b#̇ 47.3 �k¡�&ȀŻ˧60.1˘�ǿń˧12.8%'̊�"ʊǹ]ː±KJ

LÍçK-ţ/ƓDG*b#̇ 54.7�k¡�&ȀŻ˧78.2˘�ǿń˧23.5%'̊�"ļɏGȁĭ/Ûń9

G*b#̇ 51.4�k¡�&ȀŻ˧67.7˘�ǿń˧16.3%'̊ I�ĳ0KɟŘ/)b  

��ŒÆ9ȼ4G*bȀȅN���H)b"ʱųSNµʣir|z#O�?NŘ/ 20 �k¡�êŰIº

IǗTG�ȀŻIǿńNŘ/ŐK*6I.`ɛšŔLIDGƂȄřOʱųSNir|zNɘ8/˖í

IKDG*b  
 
 

ÕƅǄ� ĒŗúG¥QŶ2B)[œŘƼÑǃƽD�ă¥Q<)ƄHd��rƼÑǆƽ 

 

!ĒŗúGó8[Đƒ�

� ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅI9G�"ʣó£ʣľ#"ʧR£ʊǹ#KJNAZN"ʱųSNµʣir

|zNɘ8#/)5`cb6Ifȝɺ9A ¥ƢH�"ɓǷȁĭ/ʇ.H)b#]ļɏGª¼IKbɛšŔ

LIDGʳɪIKb"ļɏGȁĭ#O�ŒÆ9ȼ4G*bȀȅI9Gʭƈ8cG*K* ?c`LE*G

ɛšŔO�JN_+LƎ,G*bNBd+.  

 

94.1%	

5.9%	

�����

�������

60.2%	

39.8%	
�����

�������

12.8%	

23.5%	

52.4%	
46.8%	
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18.9%	
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73.6%	
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ÑǄ� )KAOƂȄřHȂǣf;b§H�½¨NǳLE*GJN_+Lŷ*W;. ?c@cũGOWb[Nǀ@G

�fE4G¨8* �

��ƂȄřHȂǣ;b§H�"ʱųSNµʣir|z#Lŋ9GO�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+

ŷ+#/ 92.7˘&ʣó£ʣľ'�94.0%&ʧR£ʊǹ'I˕*ĜȰǽfȟ9A  

��"¸Ű[ƂȄřLÆXȼ4A*#Lŋ9GO�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#H 77.7˘  

��"ļɏGȁĭ/Ûń9G*b#O�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#/ 69.1%�"ɓǷ/ʇ

.H)b#Lŋ9GO�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#/ 63.8%IŒÆ9ȼ4G*bȀȅ

I9GOʭƈ8cG*K*/�˕*ëċHɎłȑLƎ,`cG*b  
 

Õƅǅ� ĒŗúGó8[d��rƼÑǄƽ�
�

!�ă"EHX*FŊG½_³\<Y"XZ¥QV81F[DĊ*-�

� ɛšŔO�ƂȄřLŋ9G�JN_+Kǳf¸ŰNƙęǳI9GƶŮ9G*bNBd+. �

�

Ñǅ� )KAOƂȄř/JN_+KǳLífÞcbI�¸Ű�_aÆX];2KbIŷ*W;. ?c@cũGOW

b[Nǀ@G�fE4G¨8* �

��"ƂȄř/ífÞcbI�_aÆX];2Kb.#LE*GO�Ǩʋȧʹ "̇˔êNǣŸô#"ĳħė

ǇƣɴNɻɕ#̊�WCF2a "̇řǘ/āîH0bWCF2aǎÀNÛń#"ĤĨǣòSNāîN9]

;8#̊�ļɏGƘƖèŤ "̇ŮǎÝȫNɯǨ#"ļɏGƘƖèŤNÛń#̊ O�60%fʑ,bĜȰǽH

)a�WAʄť£|��¤LE*G[ȴ 50%/ƴgH*b  

��ɛšŔO�Ƚ:G�ƂȄřLŋ9GÈ`.NʺųfƌDGȂǣ9G*b6I/Ȩ,b  

�

Õƅǆ� �ă"½_³\Bĸ6)ŊƼÑǅƽ�

31.7		

18.1		

1.1		

16.9		

52.9		

52.1		

13.1		

46.0		

27.9		

18.2		

52.2		

41.1		

40.6		

50.7		

15.9		

28.2		

46.5		

20.7		

4.3		

4.8		

24.1		

6.1		

25.3		

31.7		

7.4		

1.5		

2.1		

11.2		

0.3		

0.5		

2.5		

2.8		

0.3		

0.5		

0.8		
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-�27)D�

%�@=GHJI-�)O$?M"�P�

%�@=GHJI-�)O#�M#�P�

���
-!,8(D�

4*�*� :6C,9�+>4*�*� :6C,9�+>4*�E;)� 4*�E;)� �	��

13.3		

59.9		

48.9		

17.4		

17.2		

39.2		

67.7		

36.0		

26.4		

32.2		

44.5		

43.2		

26.1		

21.5		

34.5		

8.9		

12.5		
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Ƽǁƽ�ƫÞÍĨ-YĖ·4\[�d�x 
� ½§�ƹʁǄȺǂNǉɪ.`ű`cAǏšŤNáČȜȦLEK/bƹ¬ʹīđƮN�k¡�fɪȴ;b

I½¨NʣaH)a�ˡȪ½ʻNĊȪHɹʠ9G*2  

 

� �ƂȄřSNłÆżĎO˕*ëċL)a�¸Ű�ƾ¶ʱâLÆXA*·H[ǝ9GÅ2OK*˙ˠȪ  ̊ 

� �30¼ĶŸO�ƂȄřHNðØŵĎIłÆżĎ/˕*×ĎL)b˙ˡȪ˚ 

� �ƂȄřSNʙÞȀȅNȭ¥L)5`cb"ʱųSNµʣir|z#O�Ī¶ȿNƹƜ]ȷ˄Lŋ;b

©ǮIʺʥ9G�ƂȄř.`NʙäȀȅI[KDG*b˙ˢȪ  ̊ 

� �"ɓǷȁĭNʇ.8#OŒÆ9ȼ4G*bȀȅI9GOʭƈ8cK*/�ɛšŔN-ǙLÞaNĬƃ

I9G�"ūǭ£ʪǮs�¤¡�¤r#KJN"ɓǷȁĭ#/)5`cbKJɎłȑLƎ,`cG*b 

WA�ɛšŔN-ǙLÞaNĬƃLO�"ɓǷȁĭ#Ikm¡KJ"x���¡s|¡}¤#NXK`

<�~l¤¡ţIOȌKb"Ěɜţ£n�l#KJ/ƍƗ8cG*b˙ˣȪ  ̊ 

� �ǨʋɣòO�ĩƹȑLƂȄřâfêƔI9�?N§Hʱų/ÄɂF4`cG-a�ƂȄřâNėǇƣ

ɴ�Iae4˔Ēʞ]ƦŞȑLȩCŉcbĚɜţ£n�lKJSN˅ɪ/˕*˙ˤȪ  ̊ 

� �ɛšŔOƂȄřâN·F0)*KJfǛZG*K*e4HOK2�Y9dǿǻL©ǮfƉ*G-a�

·ʹʺÎǊȳNǎÀfǛZG*b˙˥Ȫ˚ 

� �ɛšŔNĤĨSNʺųN˕*×ĎL)a�"WCF2aǎÀNÛń#]"ĤĨǣòSNāîN9];8#

KJɛšŔN"WCF2ażʅ#fĩȒL9AWCF2aNĈɑŸ[ɫä=b˙˦Ȫ  ̊ 

 

� ?c^,L�ɓȅɳʠHű`cA"©Ǯ#O�ǝ9GƂȄřSNłÆżĎNÅ8fżē9G*be4H

OK2�"¸Ű�_aÆX];*ƂȄř#SNʺųfȟĖ9G*bI[ɇ,`cb ?6H�ƹ¬ʹīđƮ

HO�"ɓȅɳʠ#̇ Ę 28˚Lɳ8cA"ƂȄřNĘˍǳ#"ƂȄřSƶŮ;b6I#NâŇfʬŃ�ǣȃ

9K/`ɛšŔNƂȄřLŋ;bżʅfƨ`.L;b ƹ¬ʹīđƮNĊȪHąa§5bɴĘO½¨Nʣ

aH)b  

 

� �ˠ˝ʁǄ�¤}NĩȞȑźīƼÑ ��""�"��"��"��"�	"�
� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �ˡ˝ƂȄřSNŒÆȀȅ£ʙäȀȅƼÑ �"�"	Ƽ���ƽ"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �ˢ˝µʣk¡��ƼÑ �"�"�"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �ˣ˝ɓǷȁĭI-ǙLÞaNĬƃƼÑ �Ƽ�ƽ"	Ƽ�ƽ"��"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �ˤ˝ǨʋɣòƼÑ 
Ƽ���ƽ"��"�"��"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �˥˝·ʹʺÎƼÑ �Ƽ�ƽ"�Ƽ�ƽ"��"��"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ 

� �˦˝WCF2ażʅƼÑ 
Ƽ���ƽ"�	"��� ��ƫÞÍĨƌƜƲƽ�
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ǁƾƑĲÓŭżHÜţşĎÞ 
� O:ZL�ƹʁǄNĜȰɈNĩȞȑźīfȀɯ9A* ?N¬H[�"Ÿæ#�"š˗#�"ŒÆĤö#LE

*GO�ƂȄřN·ć�¤}	IǗʜ9�ƹʁǄNĜȰɈNǒXfȝɺ9Gɣ2 ?Nº�ƂȄřN"ŒÆ

ǔ#�"Ʊȷľǔ#�"ʲÕɈNƳǵ#�"ļJ[NƳǵ#�"ļJ[Nš˗#�"ǿģNȩĬ#LE*Gȝɺ;b

6II;b  

 

Ƽǀƽċ¹ 
Ñ ��� )KANš˗IŸæfƛ,G¨8*  

��ƹʁǄHO�"ĶŸ#/ 58.3˘I�"ȆŸ#N 41.7˘f§Ĝb 6N×ĎOš˗fĘe<Čǋ  

�� 2015š 1ƲƪǳNƂȄřN·ć�¤}fǗʜ;bI�ßÇH 10%ȤŤ�ĶŸNëċ/˕*  

 
� � ÕƅǇ� ĮƑĲHÓŭżHċ¹¼Ê� � � � � � � � � � Õƅǈ� ĒŗúH�ÈGó8[ċ¹¼Ê 

� � � � � �   
� �  

Ƽǁƽþƻ¹ 
Ñ ��� )KANš˗IŸæfƛ,G¨8*  

��š˗æLXbI�ŸæfĘe<"35~39Ǔ#̇ ȆŸ 4˧0.1˘�ĶŸ 3˧2.0˘ �̊"30~34Ǔ#̇ ȆŸ 3˧0.6%�

ĶŸ˧32.6%˚NˋLĲ*  

�� ƂȄřN·ć�¤}IǗʜ;bI�ƹʁǄNĜȰɈO�"30Ǔ¼#Nëċ/˕*×ĎL)b  

Õƅ ��� ĒŗúH�ÈDĮƑĲHÓŭżHþƻiwp��H¼ÊHļƛ 

 
 

                                                
5 ƂȄř HPm¤�¡�¤}£Ȼɱ ·ćȻɱʤī˙2015š 12Ʋ˟Ʀ˚̇ https://www.city.toda.saitama.jp/site/ope

ndata/jinkou-2015.html Ʊȷir|z 2016š 2Ʋ 15Ʀ  ̊̇ ˠ �̊̇ ˡ˚[§ɳ_a�¤}fȝɺ9A  

�� �� ��

����������
 ���	 ����	 ��	

������������� ����	 ����	 ��	

������������ ���	 ����	 ��	

������������� ����	 ����	 ��	

�������� ����	 ����	 ��	

�� �� ��

��������������
 ���	 ���	 ����	

��������������
 ���	 ���	 ����	

���������������
 ���	 ���	 ����	

���������������
 ���	 ���	 ����	

�����������
 ���	 ���	 ����	

20.1%	

13.6%	

19.4%	

13.1%	

19.7%	

13.4%	

24.0%	

21.8%	

23.3%	

16.3%	

23.6%	

19.6%	

27.3%	

32.6%	

27.2%	

30.6%	

27.2%	

31.7%	

28.6%	

32.0%	

30.2%	

40.1%	

29.4%	

35.3%	

0%	 10%	 20%	 30%	 40%	 50%	 60%	 70%	 80%	 90%	 100%	

��������n=19,510��

��	����n=353��

��������n=20,704��

��	�	���n=252��

��������n=40,214��

��	����n=605��

20-24
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ƼǂƽÙÄ¹ 
Ñǈ� ǿģN-ÆW*NĤöfƛ,G¨8* ũGOWb[Nǀ@G�fE4G¨8*  

��ŒÆĤöO�¨ƂȄĤö˙25.3% �̊§ƂȄĤö˙26.5% �̊ơƯĤö˙26.0% �̊ȮȓĤö˙10.4% �̊

ɃĶƷĤö˙11.8%˚Nˋ  

�� ƂȄřN·ć�¤}IǗʜ;bI�§ƂȄĤö�ơƯĤö�ɃĶƷĤöNëċ/ɛşĲ*  

�� ŸæLɫbI�ĶŸH§ƂȄĤöLŒÆ9G*b·NĜȰëċ/˕*  

�� š¼HɫbI�20-24ǓH§ƂȄĤö/Ĳ2�30-34ǓHơƯĤöLŒÆ9G*b·/Ĳ*  

� �   
 �Õƅ ���ĮƑĲHÓŭżHö¥ÙÄƼ��
��ƽ� � � � � Õƅ ���ĒŗúH�ÈGó8[ö¥ÙÄ¼ÊƼ��������ƽ�
�

Õƅ ��� ĮƑĲHÓŭżHö¥ÙÄƼċ¹�þ¡¹ƽ�
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�	���

����

��
���
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26.2%	
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25.4%	
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26.0%	
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8.9%	

11.0%	

16.0%	

11.0%	
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10.4%	
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14.4%	
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�
���� �
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Ƽǃƽö¥þę 
Ñǂ� )KANƂȄřHNŒÆǔfƛ,G¨8*˙ˤ¢Ʋ½§OɁa§5GƜ,G¨8*  ̊ 

��ĜȰɈN"ŒÆšƜ#O�50.7%/"ˣš½¨#I�ƂȄřNŒÆǔ/ț*×Ď  

��ŸæLɫbI�ȆŸNƢ/ɛş"ˣš½¨#Nëċ/˕*[NN�ŸæL_bĳ0KŘOɫ`cK*  

��š¼æLɫbI�"20-24 Ǔ#HO�ºNš¼IȌKa�61.8%/"11 š½§#NŒÆǔIKDG-

a�ƂȄřHȂWcɏDA·/Ĳ*6I/ɾXącb  

��"25-29 Ǔ#"30-34 Ǔ#HO�"5 š½¨#Nëċ/�ºNš¼_a[˕*×ĎL)a�ɌǇ§Nʱ

ċ]ȺĺKJfǎLƂȄřLʙÞ9G0Aª¼H)b6I/ȀɯH0b  

Õƅ ��� ĮƑĲHÓŭżHĒŗúCHö¥þę�

 

ƼǄƽĩųêĺ 
Ñ ��� )KA/ƱŰLʣDAľǅLE*G�½¨N¬HũGOWb[Nǀ@G�fE4G¨8*  
��ĜȰɈN"Ʊȷľǔ#O�"ĳľ£ĳľʽ#/ 54.5˘�"țĳ£˕Ō#N 9.8%IKDG*b  

��ŸæHɫbI�"ĶŸ#H"țĳ£˕Ō#/ 15.7%IKDG-a�"Ÿæ#L_b˕ǅúǇŰNʦʕN

ŘȌ/ɾXącb  

��š˗æHɫbI�"35-39 Ǔ#HO 44.1˘H)bNLŋ9G�"30-34 Ǔ#H 55.0%�"25-29 Ǔ#H

63.2˘�"20-24Ǔ#H 67.9%Iɛ*·UJ�"ĳľ£ĳľʽ#SʣDG*b  

Õƅ �	� ĮƑĲHÓŭżHĩųêĺ�

21.7%	

25.1%	

34.8%	

21.1%	

23.8%	

26.8%	

25.1%	

24.1%	

36.6%	

20.0%	

11.8%	
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18.3%	

27.4%	
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ƼǅƽËö8[ðĠ�Ʃ¬ż�èETHīŋ 
Ñ ��� ČŒ8cG*b7ņƤN·Ɯ̇ )KAɓʘfĐY f̊ƛ,G¨8* ũGOWb[Nǀ@G�fE4G¨8*  

��"ČŒ;bņƤ#O�"˟·ƭ`9#̇ 24.7% �̊2·˙20.6% �̊3·˙26.9% �̊4·˙29.8%˚Iˢ·

½¨H 90%fʑ,b  

��ŸæLɫbI�"ĶŸ#HO"4·#̇ 33.3% �̊"ȆŸ#HO"3·#̇ 29.0%˚Nëċ/˕*  

��š˗æLɫbI��k�z�¤yLŶ:AČŒņƤNĹ/ǧ.R§/b  
 

Õƅ �
� ĮƑĲHÓŭżHËö8[ðĠH�ę�

�

Ñ ��� ǿģ�)KALʲÕɈ˙ĴWAOĸ˚O*`D9\*W;.  

��ßÇHO�58.2%N·/�ǿģ�"ʲÕɈ#/*bIĜȰ  

��ŸæLɫbI�ĶŸ/ 62.0%IȆŸN 53.0%_a[ 9�k¡�˕*×Ď  

��š˗æLɫbI�"20-24Ǔ#HO 3.7%H)b/�š˗/§/b7IL"ʲÕɈ#/*bIĜȰ;b

·OĮî9�"30-34Ǔ#HO 69.6%�"35-39Ǔ#HO 75.6%Lʫ9G*b  
�

Õƅ ��� ĮƑĲHÓŭżH$Ʃ¬żHīŋ%�

 
 
 

12.1%	

11.5%	

18.6%	

22.2%	
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15.4%	
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25.0%	

29.8%	

6.5%	

6.3%	

1.7%	

19.7%	

8.5%	

7.5%	
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Ñ �	� )KALO�-ļ8gOÈ·*`D9\*W;.˙ČŒˈČŒĘe<  ̊ 

��"ļJ[NƜ#O�"*K*#/ 55.0%�"1·#/ 20.6%�"ˠ·#/ 21.5˘IKDG*b  

��ŸæLɫbI�"ĶŸ#NƢ/"ļJ[/*b#·Nëċ/˕*  

��š˗æLɫbI�š˗/§/b7IL"ļJ[/*b#IĜȰ;b·Nëċ/˕Wa�ļJ[/"2

·#*b·O�UV 30Ǔ½§N·IKDG*b  
 

Õƅ ��� ĮƑĲHÓŭżH$èETHę%�

 
ƼǆƽŒØHūß 
Ñ �
� )KANǿģNȩĬfƛ,G¨8* ũGOWb[Nǀ@G�fE4G¨8*  

��"ǿģNȩĬ#O�54.8%N·/"ǑȠĕ£ǑɌĕ#IĜȰ˙ȆŸO 73.9%�ĶŸO 41.2%  ̊ 

��ŸæLɫbI�"ĶŸ#HO�23.9%/"ŌǇĻ#�15.3%/"�¤�£i��k�#  

��š˗æLɫbI�"20-24Ǔ#O"ľȂ#̇ 38.8%˚I"ǑȠĕ£ǑɌĕ#̇ 40.0%˚L²å9G*b  
 

Õƅ �� ĮƑĲHÓŭżH$ŒØHūß% 

�

� ½§�ƹʁǄNĜȰɈNĩȞȑźīfȝɺ9G0A ȼ2ĊȪHO�ƂȄřSNłÆȀȅ£ʙäȀȅ˙ˡ

Ȫ �̊µʣk¡��˙ˢȪ �̊ɓǷȁĭI-ǙLÞaNĬƃ˙ˣȪ �̊Ǩʋɣò˙ˤȪ �̊·ʹʺÎ˙˥Ȫ �̊

WCF2ażʅ˙˦Ȫ˚LE*G�ȺǂfƔȟ;b  

���;���  ��; �� 
���;�! �"�� 9<7;5:867

��=21-'-> ,+&/# *&,# +&*# )&(# ((&0#

��=21),*$ .*&0# *&-# *&-# '&/# .&(#

��=21*,)$ +(&)# *&+# +&/# *&(# (,&*#

)'%)+�=21/'> +'&'# (&*# )&,# *&/# ((&*#

),%)0�=21((0> ,/&/# '&/# -&.# (&.# (+&*#

*'%*+�=21(0)> ,/&*# *&-# +&.# (&-# ()&,#

*,%*0�=21)(*> ,+&0# ,&-# *&*# )&*# ('&*#

����� ����;�� ����=�	> � �� 34�

��=21-'-> ,&'# (&'# (*&0# ,&/# (&.# '&.#

��=21),*$ '&+# )&+# '&'# .&0# '&+# '&'#

��=21*,)$ '&-# '&'# )*&0# +&*# )&*# (&(#

)'%)+�=21/'> '&'# '&'# '&'# */&/# (&*# (&*#

),%)0�=21((0> '&'# '&'# ('&0# *&+# )&,# '&/#

*'%*+�=21(0)> (&'# (&'# (,&-# '&'# (&'# '&,#

*,%*0�=21)(*> '&,# (&0# (/&/# '&'# (&0# '&,#
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20.6%	

38.4%	
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24.6%	

17.2%	

21.5%	

4.7%	

2.2%	

2.7%	

3.5%	
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ǂƾĒŗúLHö¥œŘ�ƙ·œŘ 
� ƹȪHO�20 ¼£30 ¼NɛšŔNƂȄřSNŒÆȀȅ£ʙäȀȅLʺ;bȺǂfȝɺ;b ǡȓ;T

0ǳO��"ʣó£ʣľNÍ#/ŒÆȀȅH)bNO[CdgN6I�ʙäfɇ,bʿNȀȅL[Kaű

b6I˜�łÆżĎOßÇȑL˕*[NN�łÆżĎIƂȄřHNðØżĎfʳMbIŸæ£š¼L_D

GŘȌ/Ȃ:bǳH)b  

 

ƼǀƽĒŗúG¥RX*GF?<œŘ 
Ñǀ� )KA/ƂȄřLÆY_+LKDAȀȅOÈH;. ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
��ğɥ 20 _a�"ƂȄřLÆY_+LKDAȀȅ#N���O"ʣó£ʣľNÍ#H 31.2% Ǐ*H�

"Ⱥĺ£˂ĺ#̇ 27.8% �̊"ɌǇ§NȀȅ#̇ 22.3%˚Iȼ2  
 
��ğɥ 21 _a�§ÄˣȋȓWHNĜȰǽIKDA"ʣó£ʣľNÍ#"Ⱥĺ£˂ĺ#"ɌǇ§NȀȅ#

"ƂȄřâHNɭINČŒ£ʟŒ#"ȂWcG.`<DIÆgH*b#LE*G�Ÿæ£š˗æHO� 

� ŸæHO�"ȆŸ#O"ɌǇ§NȀȅ#̇ 25.7%˚/Ʊ[Ĳ2�ĶŸHO"Ⱥĺ£˂ĺ#̇ 29.4%˚/Ʊ

[Ĳ*  

� š˗æHɫbI�"20-24Ǔ#N 37.5%/"ȂWcG.`<DIÆgH*b#IĜȰ9G*b ?Nº

Nš˗HO�"ʣóʣľNÍ#"Ⱥĺ£˂ĺ#"ɌǇ§NȀȅ#NˋLȼ2  

 

Õƅ ��� ĒŗúG¥RX*GF?<œŘƼ��
�ƽ�

 
Õƅ ��� ĒŗúG¥RX*GF?<œŘƼ�¤ǄśŠPCƽHċ¹�þƻ¹Óŭ¼Ê 

��

 

��:�
4� �	:�	 ���4��
����24�
34��:��

�581.6/03
�92-7

��;,+#&$< $" '� #& $� #& (� #$ $� "' #�

��;,+$&%< $" "� #* %� "* )� #! *� "& $�

#!�#%�;,+)"< "* )� $ (� "* )� %) "� $( !�

#&�#*�;,+""*< #( (� #" )� #' *� #' *� "& "�

$!�$%�;,+"*#< $% *� $& %� ## *� "% "� "# !�

$&�$*�;,+#"%< $% "� $$ '� #! "� "' %� "" #�

�
�


�
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ƼǁƽĒŗú-Yƙ·_Ż+[ƭHœŘ 
Ñǁ� )KA/ƂȄřıSŧDʒ;I9A`ɇ,`cbȀȅOÈH;. ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

��ğɥ 22 _a�"ƂȄř.`ʙäfɇ,bʿNȀȅ#N���O�"ɌǇ§NȀȅ#H�40.6% Ǐ*

H�"ʣó£ʣľNÍ#̇ 26.1% �̊"ŧDʒ;°łOK*#̇ 23.6%˚Nˋ  

�� ʙäNĈɑŸI9GNőɌ]ʙóKJN"ɌǇ§NȀȅ#/)5`cb Ǐ*H�"ʣó£ʣľNÍ#

/)5`cbǳO�"µʣir|z#LɛšŔ/ĘˍfƉ*G*b6IfȟĖ;b  

�� ¥ƢH�"ŧDʒ;°łOK*#/˕*ëċL)b6I.`�¸;3Lʙä;b6IfɛšŔOɇ,G

*be4HOK*6I[ȟĖ8cb  
 
��ğɥ 23 _a�ßÇH§ÄˣȋȓWHNĜȰǽIKDA"ɌǇ§NȀȅ#"ʣó£ʣľNÍ#"ŧDʒ

;°łOK*#"Ⱥĺ£˂ĺ#"ƂȄřıHNɭINČŒ£ʟŒ#LE*G�Ÿæ£š˗æLXbI� 

� ŸæHO�"ȆŸ#OɌǇINʺʥ "̇ɌǇ§NȀȅ#/ 47.6%�"ʣó£ʣľNÍ#/ 31.7%˚/Ũ

2�"ĶŸ#O�"ɌǇ§NȀȅ#̇ 35.9%˚LE*G�"Ⱥĺ£˂ĺ#̇ 26.8˘˚/ȼ*G*b WA�

"ŧDʒ;°łOK*#OĶŸNƢ/ĜȰ;bëċ/˕*  

� š˗æHɫbI�š˗fĘe<�"ɌǇ§NȀȅ#/˕*ëċfȟ9G-a�20¼HO"Ⱥĺ£˂ĺ#

/˕*ëċfȟ9G*b6I.`��k�k�¡�INʺʥH�ƂȄř.`Nʙäfɇ,G*b6I

/ɾXącb  
 

Õƅ ��� Ēŗú-Yƙ·_Ż+[ƭHœŘƼ��
�ƽ�

 
 

Õƅ ��� Ēŗú-Yƙ·_Ż+[ƭHœŘƼ�¤ǄśŠPCƽHċ¹�þƻ¹Óŭ¼Ê 

��
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%#!%'�8.-+$9 )'"% %+"' $$"$ '#"* +") 

%(!%,�8.-$$,9 '%"# %)", $,"& &$"$ $'"& 
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ƼǂƽĒŗúCH¿®ĈÌDí¥ĐÌ 
�ĒŗúCH¿®ĈÌ�

ÑǄ� )KAOƂȄřHȂǣf;b§H�½¨NǳLE*GJN_+Lŷ*W;. ?c@cũGOWb[Nǀ@G

�fE4G¨8*˙�˝H0b6IK`ƂȄřHØ0A*  ̊�

��"ƂȄřHNðØŵĎ#O�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#Nċɱ 46%  

�� ŸæLɫbI�"ĶŸ#/"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#NċɱH 82.4%IKa�ȆŸN

71.4%IǗʜ9G[�ƂȄřHNðØŵĎ/˕*  
�� š˗æLɫbI�"20-24Ǔ#O�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#Nċɱ/ 29.6%Lʩ1K
*NLŋ9G�30¼LKbI 50%fʑ,bëċIKDG*b �

 

Õƅ ��� ĒŗúCH¿®ĈÌ�

�ĒŗúLHí¥ĐÌ�

ÑǄ� )KAOƂȄřHȂǣf;b§H�½¨NǳLE*GJN_+Lŷ*W;. ?c@cũGOWb[Nǀ@G

�fE4G¨8*˙�˝¸Ű[ƂȄřLÆXȼ4A*  ̊ 

��"ƂȄřSNłÆżĎ#O�"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#Nċɱ/ 77.7%IˈŞL˕*

×Ďfȟ9A  

�� ŸæHɫbI�"ĶŸ#/"?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#Nċɱ/ 82.4%IȆŸ˙71.4%˚

_a[łÆŵĎ/˕*ȺǂIKDA  
�� š˗æHO�"20-24Ǔ#NłÆżĎ/ 65.4˘IƱ[Å2�"35-39Ǔ#O�84.6%IƱ[˕*ȺǂI
KDA 6cO�ƹʁǄNĜȰɈƜH 30¼NĶŸNëċ/˕*6IIʺʥ9G*bIɇ,`cb�

�

Õƅ �	� ĒŗúLHí¥ĐÌ�
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�
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 Ù°¿®ĈÌDí¥ĐÌHƬƢ�

� �NĜȰ��NĜȰf"?+ŷ+#f 4ǳ�"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#f 3ǳIˋL 4ǳǮǳHűǳ

ô9�?NŸæ�š˗n�v�¤æNŠĥűǳf[ILÓŘÒô9AåŚ/ğɥ 26H)b  

s�¤��˙ĤÚðØŵĎ&˕'.EłÆżĎ&˕'̊ "˧ĶŸ£30-34Ǔ#"ĶŸ£35-39Ǔ# 

s�¤��˙ĤÚðØŵĎ&Å'.EłÆżĎ&˕'̊ "˧ȆŸ£35-39Ǔ#"ĶŸ£25-29Ǔ# 

s�¤��˙ĤÚðØŵĎ&Å'.EłÆżĎ&Å'̊ "˧ȆŸ£20-24Ǔ#"ȆŸ£25-29Ǔ# 

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �  "ȆŸ£30-34Ǔ#"ĶŸ£20-24Ǔ# 

�� ßÇȑL"łÆżĎ#/˕*6IOêƔH)b/�ŸæĂRš¼L_DG?N×Ď/ȌKDG*b Ê

,P�ȆŸĂR 20 ¼˙s�¤����˚OőɌ�ȺĺKJN6c.`N�k�k�¡�INʺʥHł

ÆżĎ£ĤÚðØŵĎ/Å*×ĎL)bIɇ,`cb WA�"ȆŸ£35-39Ǔ#]ĶŸ˙s�¤���

�˚O�ļɏGINʺʥH�łÆżĎ/˕WDG*bIɇ,`cb  

Õƅ �
� Ù°¿®ĈÌDí¥ĐÌHƬƢ 

 
Õƅ ��� Ù°¿®ĈÌDí¥ĐÌHƬƢƼƎűƽ 

�
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�

��4������ ���� �#�� ��4������ ��!" ���!

��4� ��$� ���� �!�� ��4� ��$� ��"! �$��

��4������ ���� � �� ��4������ ��#� ����

��4� ��$� ��� ���� ��4� ��$� ����  ��"

	�4������ ���� � �! 	�4������ ��$� �"� 

	�4� ��$� ���� �$�� 	�4� ��$� ���#   �#

	�4������ ��!� !��! 	�4������ ���� !���

	�4� ��$� ��"" !$�� 	�4� ��$� ��� !��!

���5��6 ���
 ���5��6 ���


���� ����# ��$" ���$�
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ǃƾ�Ơd��� 
� ƹȪHO�ƂȄřSNŒÆȀȅ£ʙäȀȅH)5`cA"µʣir|z#NĘˍLǶǳfũGb  

 

Ƽǀƽö¥œŘD6BH�ƠbltsHº¨ċ 
Ñǀ� )KA/ƂȄřLÆY_+LKDAȀȅOÈH;. ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
Ñǃ� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
��;TGNn�v�¤L-*G�"ƂȄřLÆY_+LKDAȀȅ#I9G�"ʱųSNµʣir|ż ʣ

ó£ʣľ #̊O 30%êŰH)b/�"ƂȄřLÆXȼ4G*bȀȅ#LKbI�50˘êŰWH§Ƨ  

��"ʱųSNµʣir|z˙ʧR #̊O�ʣóʣľ_a[ĜȰǽ/Å*×ĎLO)b/�ĶŸĂR 20¼

HO 50%êŰI˕*ĜȰǽfȟ9G*b  
 

Õƅ ��� ĒŗúL¥RX*GF?<œŘD¥QŶ2B)[œŘƼ�Ơbltsƽ�

 
Ƽǁƽƙ·œŘD6BH�ƠbltsHÑƳ 
Ñǃ� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

Ñǁ� )KA/ƂȄřıSŧDʒ;I9A`ɇ,`cbȀȅOÈH;. ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

��;TGNn�v�¤L-*G�łÆȀȅI9G"µʣir|z˙ʣó£ʣľ #̊/ 50%êŰ�"µʣi

r|z˙ʧR #̊/ 40%ĉNĜȰǽH)a�ƂȄřN˖íIɇ,`cb ¥ƢH�¸Ű�ʙäfɇ,

bȀȅI9G"µʣir|z#O 30%êŰNĜȰǽH)a�ǺLȆŸHO 31.7%I˕*ëċ  

� "ʱųSNµʣir|z#NĘˍO�"ŒÆȀȅ#H[)a�"ʙäȀȅ#I[KDG*b HO�š˗£

ŸæL_DG�"µʣir|z#/JN_+LƎ,`cG*bN.fǏLɫGX_+  
 

Õƅ �� ĒŗúG¥QŶ2B)[œŘDƙ·_Ż+[ƭHœŘƼ�Ơbltsƽ 

31.2%	 31.6%	 31.1%	

19.8%	

27.7%	

34.9%	 34.1%	

52.4%	 50.4%	
54.5%	

60.0%	

52.1%	 51.6%	 50.9%	
46.8%	

40.9%	

51.4%	
53.8%	

51.3%	

45.3%	 43.9%	

0.0%	

10.0%	

20.0%	

30.0%	

40.0%	

50.0%	

60.0%	

70.0%	

���n=609)	 ���n=253�� ���n=354�� 20-24��n=81�� 25-29��n=119�� 30-34��n=192�� 35-39��n=214��


������� 	������������ 	����������

52.4%	 50.4%	
54.5%	

60.0%	

52.1%	 51.6%	 50.9%	
46.8%	

40.9%	

51.4%	
53.8%	

51.3%	

45.3%	 43.9%	

26.1%	

31.7%	

22.3%	

28.4%	 26.9%	 25.1%	 26.2%	

0.0%	

10.0%	

20.0%	

30.0%	

40.0%	

50.0%	

60.0%	

70.0%	

���n=609)	 ���n=253�� ���n=354�� 20-24��n=81��25-29��n=119��30-34��n=191��35-39��n=214��


���������	�� 
���������� ��������
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Ƽǂƽö¥œŘƿƙ·œŘD6BH�Ơblts 
� ˙˟ �̊̇ ˠ˚NŸæ�š˗n�v�¤æNŠĥĜȰǽf[ILÓŘÒô9AåŚ/ğɥ 30H)b  

�ŒÆȀȅIʙäȀȅ 

��&ŒÆȀȅ'"20-24 Ǔ#OȆĶI[LŒÆȀȅI9G"µʣir|z#f)5bëċ/Å2�š˗

/§/bLEcG§Ƨ;b×ĎL)b  

��&ʙäȀȅ'"µʣir|z#fƂȄř.`NʙäȀȅI9G)5bNO�ȆŸLÓDG*b  

�ŒÆȀȅIʙäȀȅNʺÎŸ 

��"ȆŸ#O�Ƚ:G"ʙäȀȅ#I9G"ʣóʣľNÍ#fʭƈ;b×Ď/)b/�30 ¼O"ŒÆ

Ȁȅ#I9G["ʣóʣľNÍ#/ʭƈ8cb×Ď/)a�«ɄȑH)b  

��"ĶŸ#O�Ƚ:G"ʙäȀȅ#I9GO"ʣóʣľNÍ#/ʭƈ8cL2*×ĎL)b/�"20-24

Ǔ#fʾ0�"ŒÆȀȅ#I9G"ʣóʣľNÍ#/ʭƈ8cb×ĎL)b  
 

Õƅ ��� ö¥œŘƿƙ·œŘD6BH$ƠÁƠêH¨%�

�

Õƅ ��� ö¥œŘƿƙ·œŘD6BH$ƠÁƠêH¨%ƼƎűƽ 

	�20-24
�

	�25-29
�
	�30-34
�

	�35-39
�

�	�20-24
�
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�
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�
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�
	�� ��� �
	�� ���

��1 �� "� �� � !$�$ ��1 �� "� ��!' $&�$

��1 #� '� �� % "$�" ��1 #� '� �� % "'�"

��1!��!"� ��! #"�# ��1!��!"� �� ' # �$

��1!#�!'� ��!$ $��' ��1!#�!'� ��!" $��$

��1 �� "� ���' !!�" ��1 �� "� �� � !'�&

��1 #� '� �� ' "'�$ ��1 #� '� �� % "'�"

��1!��!"� ��!% $ �# ��1!��!"� �� ! "!��

��1!#�!'� ��!! #$�� ��1!#�!'� ���' !$�$

�
�2��3 ���� �
�2��3 ����

�� ' ���$ �� % ���$ 
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ƼǃƽĒŗú¶G,2[�ƠbltsHÑƳ 
� ½§�ƂȄřNɛšŔL-4b"µʣir|z#SNżʅfǉɮ9G0A ?NȺǂ�ǧ.R§/DG

0A6IO�ƂȄřNĤȀȑƼ¾I[ʺʥ;b"ʱųSNµʣir|zNɘ8#O�ɛšŔfɻŧ;bç

ǳIKDG*b/�¥ƢH�ƂȄř.`Nʙäfɇ,bʿNȀȅI[KDG*bǳH)b HO�řâN

¬ųf JRĪ¶ȿ/ɀƠ9�ʱųWH 20åȤŤHŭƽ/ĈɑH)bçÍŸ/�K>�ʙäfɇ,bʿNȀ

ȅIKDG9W+NBd+. 6NșȕLE*G�Ę 28NɓȅɳʠN¥Ê.`�k¡�fƊä;bI�½

¨NʣaH)b  

 
�Ý�ŷGó8[�ň�

l ƠÁĉơ.Ēŗ´ÖƸ_Ơƥ6B6P*#�

l Ý�ŷHĉơ.ĒŗƸG«PYF)#�

l Ý�ŷHŇưDĮę#�

l Ý�ŷHÉƸ«ƘHĮę.ôF)#�

l ƱƘHųƱĥƫ_T*ô6ƣ1F[D))#ųƱ.Ģ80[#ƠÁĉơ.«P[DX)#�

�

�ú¶H�ƠĔĻHÑƳ�

l ���� }s. � ĥƫG � ĮIôF)#ÃĒŗƸ-YH}s.ôF)#�

l Ý�ŷHƸ.�¨80[#Ēŗ´ÖƸ.ĩò=."}sIF1Ƽ���� }sI ����Ǌ����� PC"ƠÁGIºŖ

C/F)ƽ"E*6BT}s¨Hž)øÈƸLƃ-5[_ą9"��üZGĒŗú¶Cƕ)ō.C/[ŏłGF

)#)1YƸ��"ƸÎƞ_ƪŝ6BT3\CIŋƷ#�

l Ƙ_ė?B)F)HCƸ-YĄĹCƃ2[ůÔ=26-À2F)#įƇHŧÀ.�¨#�

l įƇLH�ƠH¨.č)#}sFEĮę_áV8Ŭ8\J";HƫGÐĳğƍŬTC/[HCI#�

 
� EWa�ƂȄřNɛšŔO�ƂȄřNµʣir|zLŋ9G��ƂȄřIʱųfEK3Ī¶ȿLŋ;b

©Ǯ��ƂȄřâNȣòLŋ;b©ǮfƉ*G*b6I/ȀɯH0A ɛšŔNʙäĈɑŸNȀȅL"µ

ʣir|z#/)5`cbNO�"ƂȄř�ƾ¶NµʣĘˍ#�"ƂȄřâNµʣĘˍ#N 2 ENɪĝ/ʳK

DAȺǂI9GɾXącb  
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ǄƾŽŌŔàD,ľG³ZHßē 
� ƹȪHO�ƂȄřNi�¤��k¡�I9G[ɼ`cb"ɓǷȁĭ#LE*GNżʅĂRƂȄřâHN

-ǙLÞaNĬƃfȝɺ9Gɣ2 ǡȓ;T0ǳO��"-ǙLÞaNĬƃ#/�ɓǷȁĭIėǇȧʹN

2 ELæcbȺǂIKDA6I��ƂȄřâN~l¤¡ţIOȌKbţɗ/ĜȰ8cAǳH)b 66.

`�20¼£30¼NɛšŔ/ƦŞȑLÈfǛZG*bN.fɇ,G*2  

 

ƼǀƽĒŗúHŽŌŔàLHd��r 
Ñǃ� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*˙a.ɓǷ

ȁĭ/ʇ.  ̊ 
��"ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅ#I9G�"ɓǷȁĭ/ʇ.#fĜȰ;b·O 12.8%Lʩ1K*  

�� ŸæHɫbI�"ĶŸ#/ 14.8%I"ȆŸ#_aĜȰǽ/˕*  
�� š˗æHɫbI�"30-34Ǔ#/ 14.2%HºNš˗_a[ĜȰǽ/˕* �
 

Õƅ ��� ĒŗúGö¥6Ŷ2B)[œŘƼŽŌŔà.Ɠ-ƽ�

 
ÑǄ� )KAOƂȄřHȂǣf;b§H�½¨NǳLE*GJN_+Lŷ*W;. ?c@cũGOWb[Nǀ@G

�fE4G¨8*˙
˝ɓǷȁĭ/ʇ.  ̊�

��"ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅ#I9G"ɓǷȁĭ/ʇ.#fʭƈ;b·O 10%êŰH)b/�"Ƃ

ȄřNɓǷ/ʇ.BIŷ+#O�ßÇH�63.8%̇ "?+ŷ+#"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#Nċɱ  ̊ 

�� Ÿæ�š˗æHɫG[�§ɳN×ĎOĳ02İe`K*  

�� ƂȄřN"ɓǷȁĭNʇ.8#OɛšŔLɺȚ8cGO*b/�ŒÆȀȅLOɔDG*K* � �

Õƅ ��� ĒŗúGó8[d��rƼŽŌŔà.Ɠ-ƽ�
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Ƽǁƽö¥œŘD6BHŽŌŔàHƓ-4H¤Ź 
� "ŒÆ9ȼ4G*bȀȅ#I9GN"ɓǷȁĭNʇ.8#NĜȰǽ�"ƂȄřNk�¤y#L-4b"ɓ

ǷȁĭNʇ.8#Nűǳ "̇?+ŷ+#f 4ǳ�"JC`.Iɰ,P?+ŷ+#f 3ǳI;bˢǳǮǳ˚L

E*G�Ÿæ�š˗n�v�¤æNÓŘÒfåŚ9A[N/ğɥ 35H)b  

 

�� 30¼NĶŸO�ƂȄřNɓǷȁĭSNk�¤y/ɎłȑH)a�łÆȀȅL[ȺRE*G*b  

�� 20¼NȆĶOI[L�ƂȄřNɓǷȁĭSNk�¤yOɎłȑH)b/�łÆȀȅI9GOɇ,`

cG*K*  

��ȆŸN 25Ǔ½§O�ƂȄřNɓǷȁĭSNk�¤y/ďłȑH)a�łÆȀȅI9G[ɇ,`cG

*K*  
�� "ɓǷȁĭNʇ.8#O�ļɏGª¼NĶŸLIDGO"łÆȀȅ#IKa+b  

 

Õƅ ��� $í¥œŘ%D6BHŽŌŔàDĒŗúHŽŌŔàLHd��r�

�

Õƅ �	� $í¥œŘ%D6BHŽŌŔàDĒŗúHŽŌŔàLHd��rƼƎűƽ�

�
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���9����:-9+/1.03"�: ,���246859����:-9;���:

���� ��� ��� ���

��7#!�#%� ! "# %( ' ��7#!�#%� # ($ '# %

��7#&�#*� ! "# %( ' ��7#&�#*� # &' $% $

��7$!�$%� ! "" %$ * ��7$!�$%� # '$ %& *

��7$&�$*� ! !) $# & ��7$&�$*� # '" %# '

	�7#!�#%� ! "$ &" % 	�7#!�#%� # '! %! *

	�7#&�#*� ! "# %( ' 	�7#&�#*� # '( &# &

	�7$!�$%� ! "( '' ' 	�7$!�$%� # ($ '# %

	�7$&�$*� ! "' '# ) 	�7$&�$*� # (" &* "

��9��: ���� ��9��: ����

! "$ ! !#' # '' ! !'!
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ƼǂƽĒŗú¶H,ľG³ZHßēǉŽŌŔàDņƖŪƫ 
� ÜNȺǂfʗW,bI�ƂȄřN"ɓǷȁĭNʇ.8#O�ɺʅO8cEE["łÆȀȅ#LOɔDG

*K* HO�ɛšŔOƂȄřâH�JN_+KĬƃLŽȘfƌDG*bNBd+. ?NǳfĘ 17Nɓ

ȅɳʠ.`ɫG*0A*  

 
Ñ ��� ƂȄřN¬H�)KAN-ǙLÞaNĬƃf7ɓȅLɳÞ9G¨8*˙àġ£ţɗčKJÈH[Ǌ*W=g  ̊�

� � � ˛ĜȰƜO ��	 ĊɓȅɳʠN¬HɨƜNĬƃNɳʠ/)DAAZ�½¨OńƜHɥɳ;b �

��ɓȅɳʠLĐWcb"-ǙLÞaNĬƃ#fåˏ;bI�ĳn�v�¤HO�ɝŗ�ūǭ£ʪǮs�

¤¡�¤rKJN"ɓǷ£àġ£z�¤�#�km¡KJN"x���¡s|¡}¤£z¤�¤#Iȼ

2 6NȺǂO�$ƂȄřɛšªŜżʅʁǄƀǂīđƮ%̇ ���� š˚I[ʳKb �

��?Nº�ĳn�v�¤HO�ƂȄřâN"ˑːţ£n�l£ėǇƣɴ#"àáƣɴ£k¡��£ɣƚʺ

ʥ#/ɳʠ8cG*b˙ɹȶO�ğɥ ��(�� WHfāǸ  ̊�

�� ƹʁǄL-*Gǡȓ;T0O�ƦŞȑLȩCŉbˑːţ]n�l/ɳʠ8cAǳH)b 6NȺǂO�

ɛšŔ/"ŒųĤNɘ8#fž:bĬƃI9G�~l¤¡ţIOȌKb�ʘʟK"ŒĬƃ#fǛZG*

b6IfȟĖ9G*bIɇ,`cb �

 
Õƅ �
� Ēŗú¶CH$,ľG³ZHßē%Ƽåiwp��ƽ�

 
� � Õƅ ��� $,ľG³ZHßē%Ƽ���s�~�FEƽ� � Õƅ ��� $,ľG³ZHßē%ƼƵƴÿFEƽ�

� � � � � � � � � � &�¤ǄśŠPC'� � � � � � � � � � � � � � � &�¤ǄśŠPC'�

  � � �     

 
Õƅ �� $,ľG³ZHßē%ƼŽŌ�´ÖFEƽ



� � � � � Õƅ ��� $,ľG³ZHßē%Ƽ´µğƍFEƽ�

� � � � � � � � � � &�¤ǄśŠPC'� � � � � � � � � � � � � � � &�¤ǄśŠPC'
�
�

   � � � � �   
                                                
6 "ʪǮs�¤¡�¤r#"ūǭ#O�?c@cĬƃI9Gɳʠ8cG*bAZ�ɳʠâŇLĀ9Gɳʠ9G*b  
7  ")*��#"����¤{#"ƞôÀ˒#OĜȰ¾Ɯ/ČƜNAZ�ßʯH 6ENĬƃfɳʝ9A  
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�  

Ƽǃƽƀþ÷.Ēŗú¶GĿS[ßē 
� "Café SHIBAKEN#"WZ9Pu¤�¤#KJƂȄřHœʸ8cG*bn�l/"-ǙLÞaNĬƃ#

L)5`cbǳLȘȓ9�Ę 28Nɓȅɳʠ.`�ɛšŔ/ƂȄřLÈfǛZG*bN.fƊä9GXbI�

½¨N_+KâŇ/ű`cA  

 
l ,6U\CèƢ\.³ZV8)Ƶƴÿ.á+<Y*\6)#�

l ľƚGðĠC)2[Ƶƴÿ"źÏ6)D3].ôF)#�

l Ƶƴÿ.ôF)#Ðĳğƍ.ôF)#�

l ƸÎƞ.4Q6)#>W?D6<,6U\Fi�fV,ÿ.N6)#�

l ť<>H�¡.ĦĻºŖ8[i�f.NOF)#su�}vlsVyx��CIF1"ưƏCŲ�4\[X*F

ª�ŴÒHi�f#;H<S"�a���÷CTƹƻżCTF)ť<>H÷Ƽ��Ǌ�� ¡Hq�m�æċƽIƨ

¶C·-2[Ʀĕ_8[#ŕńI6V8).ƤKg�bCIF)Dđ7[#�

 
� ɛšŔO�ƂȄřLŋ9G�ʣó£ʣľNçÍŸfǛZ�ǨʋOʱųHǪW=P_*Iɇ,G*be4

HOK2�ƂȄřâHǙʛLȩCŉcbʘʟK"ŒĬƃ#fǛZG*b 6NȺǂO�üȵLĳħėǇƣ

ɴNɻɕ]˔êNãʸȎfɣƚŎHɣDGǐ9*I*+ƶŮNXK`<�ʟš�ɷˍLKDG*b"u

����jn�l#8N_+Kɿ[/ȩCÞcb"ŒĬƃF2a#/ǛZ`cG*b6IfȟĖ9G*bI

ŷecb  

  

                                                
8 "ȧ0ņfĤĨu����jNµŘǳL#�ƵƦơɋ�2014š 6Ʋ 17Ʀ˙http://www.asahi.com/and_w/life/SDI2
014061786201.html�Ʊȷir|zƦ 2016š 2Ʋ 20Ʀ˚̋  
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ǅƾņƖƃÀ 
� êȪH�ɓǷȁĭ/ʇ.H)b6I/Ŵ<9[łÆȀȅLȺRE*G*K*6Ifȝɺ9A ¥ƢH�

"-ǙLÞaNĬƃ#HO�n�lKJNˑːţ[)5`cG*b6IfȀɯ9A ?NǳfƐa¨5�

20 ¼£30 ¼NɛšŔO�ƂȄřâHNǨʋLÈfƶŮ9G*bNBd+.I*+ǳfɇ,GXA* ƹ

ȪHO�"¸ŰífÞcGǐ9*ǳ#�"ƦŞȑLȩCŉbƣɴ#"ʊǹf;bĬƃ#I*DAƫǕNƂȄř

âHNǨʋɣòIƾ¶ʱâSä.4bˌŤf[IL§ʠ9Aǳfɇ,b  
 
Ƽǀƽ�ă"½_³\Bĸ6)Ŋ 
Ñǅ� )KAOƂȄř/JN_+KǳLífÞcbI�¸Ű�_aÆX];2KbIŷ*W;. ?c@cũGOW

b[Nǀ@G�fE4G¨8*˙
�˔êNǣŸô��˝ĳħėǇƣɴNɻɕ  ̊ 
��"˔êNǣŸô#O�89.2%N·/"ífÞcGǐ9*#IĜȰ9G-a�Ÿæ£š˗L_bĳ0K

ŘOɫ`cK*  

��"ĳħėǇƣɴNɻɕ#O�ßÇHO 65.3%N·/"ífÞcGǐ9*#IĜȰ9G*b/�"25-29

Ǔ#B4/ 75.7%I˕*ĜȰëċfȟ9G*b  
�� ĳħėǇƣɴNɻɕ�˔êʸȎSNɪƴO˕*/�ɓȅɳʠfʗW,bI?NâńNǆɲ/ʳɪ  
�

Õƅ ��� ņƖŪƫHĚLHĬĂƼ$;*Ċ*%$E>Y-DƋ+J;*Ċ*%HÓŭļőƽ�

�

ƼǁƽġýşGū>ò[ğƍ 
Ñ ��� )KA/ƫǕ�_2ȩCŉbėǇƣɴfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

��ğɥ 42_a�"ƫǕ�_2ȩCŉbėǇƣɴ#O�"km¡õƂȄ SC9#̇ 61.6% �̊"k�¤�¤n�

¤ɠʶȇţ#̇ 46.5% �̊"��o¤�¡ŗć#̇ 43.0%˚Nˋ  

��ğɥ 43_a�ŸæHɫbI"ȆŸ#�š˗æHɫbI"20-24Ǔ#N·N"�¡£p�¤�ɠţ#N

çȃǽ/˕*  

 

Õƅ ��� ġýşGū>ò[ÐĳğƍƼ��
�ƽ�

                                                
9 "SC#O�x���¡s|¡}¤NȊ  
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Õƅ ��� ġýşGū>ò[ÐĳğƍƼƎűƽ�

 
 

Ƽǂƽƕō_8[ßē 
Ñ �� )KA/ƫǕ�ʊǹf;bĬƃfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
��ğɥ 44 _a�"ƫǕ�ʊǹf;bĬƃ#O�ƂȄřâN"ʟƃNz¤�¤#̇ 73.2% �̊"ƂȄřâN

x���¡s|¡}¤#̇ 47.0%˚Nˋ  

�� ƂȄřıNėǇƣɴH)b"˔��#O 36.5%�"ƂȄřʟˀNx���¡s|¡}¤#O 32.8%�"Ȑ

ʉţ#O 21.3%IçȃëċO)Wa˕2K2�ƦŞȑKǨʋOƂȄřâHɣDG*b  

��ğɥ 45 _a��ŸæHɫbI�"ĶŸ#NƢ/�ƂȄřıNėǇƣɴH)b"Ȑʉţ#Nçȃǽ/

26.3%I˕*×ĎL)b �š˗HɫbI�20¼O�ƂȄřâN"z¤�¤#]"x���¡s|¡

}¤Nçȃǽ#/Å2�"ȆŸ#"35-39Ǔ#O�"Ȑʉţ#Nçȃǽ/Å*×ĎL)b  
�

Õƅ ��� ĦĻ"ƕō_8[ßēƼ��
�ƽ�

 
Õƅ �	� ĦĻ"ƕō_8[ßēƼƎűƽ 

�

� §ɳ�̇ ˟˚̇ ˠ˚̇ ˡ˚fʗW,�ɛšŔNƂȄřI?c½ıNǨʋɣòfȀɯ9_+  

)*6�	�SC )0838+18

����

167-28.

��
44,8/6�� (5*�� #&� $!'��"% 

�9�����: ����� ����� ����� ����� ����� ���� ����

��9�����: ����� ����� ����� ����� ����� ���� ����

�����
9����: ����� ����� ����� ����� ����� ���� ����

�����
9�����: ����� ����� ����� ����� ����� ���� �����

�����
9�����: ����� ����� ����� ����� ����� ����� ����

�����
9�����: ����� ����� ����� ����� ����� ���� ����

��!&1+1
�	��!
%.)-0#'
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�$"* �,/

�	���!%.)
-0#'0(1

���


�2 ����3 ����� ����� ����� ����� ����� �����
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ƼǃƽġýşG·-2[ßē 
� ɛšŔ/¸ŰNƂȄřLǛZb"ĳħėǇƣɴ#]"˔êNʸȎ#O�ƂȄřâNėǇƣɴN)aƢL

ŋ;b©ǮNǿcKNBd+. 9.9�ʢɽȑLącP�ºNWCLO)b/�ƂȄřLOʔaG*K

*[NSNˎƴI[ȀɯH0b ?cO�ƂȄřHNǨʋɣòfĩȒI9G�ºNWCIǗʜ;b6IH

ǧ§;bˎƴH)b ½¨�ƂȄřâ�ʟˀřȇƻ�ʱųSƦŞȑLä.4bˌŤf[IL�§ɳNǳf

ƙZGǆɲ9A*  

 
Ñ ��� )KAOǏNĤĨLJN2`*NˌŤHä.4W;.˙˟·�7ă·]7ņƤI¥ȾNĬċ[ĐZG-Ȱ,¨

8*  ̊?c@cũGOWb[Nǀ@G�fE4G¨8* �

��ƂȄřâLģÆN 20¼£30¼N 46.3%O"UVǖƦ�ƂȄřâSɣ2#IĜȰ9�˟¢ƲL˟Ĝ½

§WHN·NëċO 90%fʑ,b  

��ʟˀN"ĳŅ˔Ēʞ#"ǥĔ˔Ēʞ#"ŗć˔Ēʞ#Sä.4bëċOÅ*  

��ƾ¶ʱâHɫbI�"ʏɅ˔Ēʞ#O�ƂȄřʟˀřȇƻIä.4bˌŤOĳŘK*/�"ǜɦ˔Ēʞ#

"ơň˔Ēʞ#O�ä.4bˌŤ/˕*×ĎL)b  

�� ƦŞȑKǨʋɣòO�ƂȄřâfêƔI9�ʟˀřȇƻ_a[ʱų/ÙÜ8cG*b  

�� ɛšŔO�ʱųf¬ųLǨʋɣòfœʸ9G*be4HOK2�ŒÆĤH)bƂȄřâHNǨʋɣò

f¬ųLɣDG*b 9A/DG�ɛšŔO�ƂȄřLÆXȼ4b6IfɬʴLÞc�"ĳħėǇƣɴ

Nɻɕ#]"˔êNãʸȎ#fǛZG*bIɇ,`cb  

 

Õƅ �
� ĦĻ"·-2[ÙÛƼ��
�ƽ�

 
� ½¨�ƂȄř½ıH"ƫǕ�ä.4bĤĨ#I9GĜȰǽ/˕.DA�ǜɦ�ơňLE*GŸæ�š¼

æNǺŲfȀɯ9_+  
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�ǜɦ˔Ēʞ 

��ǜɦ˔ĒʞL"ƲL 1ĜȤŤ½§#ä.4b·O�ßÇH 48.8%I"ơň˔Ēʞ#"ǫʆ˔Ēʞ#_a

[Ʊ[˕*ëċfȟ9G*b  

�� ŸæHɫbI�"ȆŸ#NƢ/ä.4bIĜȰ9G*b  

�� š˗HɫbI�20¼O�60%fʑ,bNLŋ9G 30¼HO 40%êŰI�ĳ0KŘ/)b  
 

Õƅ ��� ·-2[ÙÛ&ŀƆƸÎƞ'ƼĪG � ÓŨĀ¢�ƽ�

 
�ơň˔Ēʞ 
��ơň˔ĒʞL"ƲL 1ĜȤŤ½§#ä.4b·O�43.3˘Iǜɦ˔Ēʞ_a[ɛşÅ*ëċ  

�� ŸæN×ĎO�ǜɦ˔ĒʞIČǋL�ȆŸNƢ/ä.4bëċ/˕*  

�� š˗HɫbI�"20-24 Ǔ#O 66.3%�"25-29 Ǔ#O 54.8%H)bNŋ9G�30 ¼HO�40%f¨Ĝ

bȺǂIKDG*b  

 

Õƅ ��� ĦĻ"·-2[ÙÛ&ĝñƸÎƞ'ƼĪG � ÓŨĀ¢�ƽ�
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ƼǄƽĒŗúƿƨćHņƖƃÀCĬĂ8[TH 
� §ɳ_a�ɛšŔ/ƂȄřHNǨʋɣòfʚL9G�ʱųSä.4G*b6IfƆƕ9A ?c^,L

ƂȄřLǛZb[NO�ʱųINǗʜ.`Ȃ:G*bIɇ,`cb ?N6IfêƔI9�Ę 28Nɓȅɳ

ʠ.`ű`cA�ƂȄřâN"Ǩʋ#Lʺ;bĘˍǳ.`ʃǳfƊä;b W<�)5`cbNO�"ĳħ

ėǇƣɴN©ʔ#"˔êNǣŸô#H)b 6c`OɛšŔLIDG�ƂȄřOABȂǣ;bĬƃHOK2�

ʍe*/ŴɪH)b6IfǹɼDG*bIɇ,`cb  
 
�åÚÐĳğƍ�

l çĴğƍ.ôF)#Ĥřƶ"q�v��m���FE#�

l ƕ)ōC/[ÿ.ôF)#�sx��.ôF)#�

l åÚq�v��mt�u�GXZƸ»HƪŝVÐÿƄ.F)3D#�

l Ƹ»ÎƞG(PZƺ½.F)#�

�

�Ƹ»HńċÂ�

l Ēŗ´ÖƸ.4Q6)#�

l Ƹ»_ńċÂ6BN6)#�

l Ƹ»G,ÿ.ôF1#ž)�sx��Vi�f.Ƹ»GF)#�

l ÃĒŗƸÎƞ.ńċÂ6B)F)#dh�PCIĹ1H.Ɲ)6"ƸG��{V~�o"gj��x.N6)#�

�

  HP>DHļƛ�

l ƨćG·V8)¸"¿®żƼƀ)�ƽ.ƨćGŅ\B6P)"Ēŗú¶C®3*DF-F-FYF)D3]#�

l Ƹ»GÐĳğƍ.F)HC"ƨ¶GƤKGƃ?B6P*#q{o�FE"�.ƯP[ßē_§?BN6)#�

l ž1Tč1T¨ºF×ÙF=2C"ÙÛD6BHŎĆ.*8)#q�v��mt�u�TEHÙÛGCT([X

*FTHJ-ZCĒŗG6-F)�|"ÿ"�.ôF)#�

 

� §ɳfʗW,�"ºNWCINǗʜ#L_DGƂȄřNĘˍǳ[ƍƗ8cb ʱųSNir|z/ɘ*I

*+����/ʢLɛšŔ/ʱųSǤcG9W+�˔êLėǇƣɴ/K*NH�ʱâSʧRLɣDG9W

+�KJNĘˍǳH)b B/�ɛšŔ/"-ǙLÞaNĬƃ#I9G)5AʘʟKŒĬƃ[)5`cG

*bǳLǡż;bŴɪ/)b ?c^,L�"ƂȄL9.K*���ţ�·#/ŐK*I*+ƍƗOǈZG

ʳɪH)d+ ƂȄřLÆYɛšŔ/ėǇƣɴfǛZG*bIɰDG[�?NâńfȀɯ9K*ʼaOɛ

šŔN�¤{LŶ,b6IO˃9*AZH)b i¡t¤�NȺǂIɓȅɳʠfʳMG�ɛšŔN�¤{

fȀɯ;b6INʳɪŸO6NǳLɫä=bBd+  
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ǆƾ�ƫƬ© 
� $ƂȄřɛšªŜżʅʁǄƀǂīđƮ%̇ 2012 š˚H[ƍƗ8cG*b_+L�ɛšŔNâ�ȆŸOʟ

ƃ»0ċ*/ŐK2�WAŒÆŪſH["ƌCņ#_a["ˁċÆĿ#NƢ/�ʟƃ»0ċ*/ŐK*6

I[e.DG*b ?N§H�ƹȪHO�ɛšŔO�ǂA9G"µʣNçÍŸ#fʳɬ9�ƂȄřâN·

ʹʺÎO"łÆȀȅ#I9Gʭƈ8cK*N.�)b*O�ƜšHʙäĈɑŸ[)bAZ�ƂȄřâN·

ʹʺÎǊȳOǛZG*K*N.�I*DAǳfɇ,A*  
 
Ƽǀƽ�ƫƬ©HûƂ4DĬĂ 
� W<O�ƂȄřL"ŒÆ9ȼ4G*bȀȅ#I9G"ɘķK·ʹʺÎfȳ4G*b#OJNȤŤ�ĜȰ

ǽ/)bN.�?9G�ǿģO"ɘķK·ʹʺÎfȳ4G*K*/�ƶŮO)b#I*+·/JNȤŤ*

bN.�?NɟŘLȘȓ9A*  

 
Ñǃ� )KA/ƂȄřLŒÆ9ȼ4G*bȀȅfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  
Ñǆ� ¸Ű�)KA/ÆXA*ɤNk�¤yfƛ,G¨8* ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

��"ƂȄřLŒÆ9G*bȀȅ#I9G"ɘķK·ʹʺÎ/ȳ4G*b#fʭƈ9A·O 12.0%H)b

NLŋ9G�"¸Ű�ÆXA*ɤNk�¤y#I9G"ɘķK·ʹʺÎ/ȳ4?+#fʭƈ9A·O

35.5%I�23.5�k¡�NŘ/)b  

�� Ÿæ�š˗æHɫG[�§ʠ9A×ĎOČǋ  

�� ǿģ�"ɘķK·ʹʺÎ/ȳ4G*b#IĜȰ;b·OŐK*/�Ĳ2N·O�"ɘķK·ʹʺÎfǛ

ZG*b#6I/Ȩ,b  
�

Õƅ �� $ĒŗúLö¥6Ŷ2B)[œŘ%D$�ă"¥Q<)ƄHd��r%HùƼ�ƫƬ©ƽ 
 
ƼǁƽĒŗú¶C@/()H([�ę 
� ǿńIȀŻNɟŘ/)b6IfƆƕ9A§H�ńʿL"E0)*N)b·Ɯ#LE*GɫG*6+  

 
Ñ ��� ƂȄřâHƦŞȑLȩCɷf;bKJNE0)*N)bƢN·Ɯfƛ,G¨8* �

��"E0)*N)b·Ɯ#O�"5·½¨#/ 80.4% "11·½§#IĜȰ9A·O�6.6%Lʩ1K*  

�� ŸæHɫbI�"ĶŸ#NƢ/�š˗HɫbI�30¼NƢ/�"E0)*N)b·Ɯ#OĲ*[NN�

ɛšŔOƂȄřâHN·ʹʺÎfǛZG*K/`[�ȳ4G*K*ǿń/ǧ.R§/b  

12.0%	

6.7%	

15.9%	

8.8%	
7.6%	

13.7%	 14.5%	

35.5%	

26.2%	

42.3%	

32.1%	 32.8%	

37.4%	 37.6%	
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���n=609)	 �	�n=252�� �	�n=352�� 20-24
�n=80�� 25-29
�n=119�� 30-34
�n=191�� 35-39
�n=214��

����������������� ����������������
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Õƅ 	�� Ēŗú¶C@/()H([�Hę�

ƼǂƽĒŗú¶CHš� 
Ñ ��� )KAO�ƂȄřâLǏN_+KƢO*`D9\*W;. ũGOWb[N8MBG�fE4G¨8*  

��"ƂȄřâNȚ·#O�"¥ȾLʊǹ]ʧRLɣ2·#̇ 50.4% �̊"ŹX±NȔʂ]i��kzf2c

b·#̇ 36.3% �̊"ƄÁ*]Ƅï4f9G2cb·#̇ 32.5%˚Nˋ  

�� ŸæHɫbI�§ɳ 3ǳLE*G�"ĶŸ#NƢ/ĢÑȑL˕*ĜȰǽ  

�� š˗æHɫbI�"20-24Ǔ#H�"¥ȾLʊǹ]ʧRLɣ2·#̇ 59.7% �̊"ŹX±NȔʂ]i��k

zf2cb·#̇ 40.3% �̊"ƄÁ*]Ƅï4f9G2cb·#̇ 39.0%˚Nº�"ʓēLE*Gɷ9A

a�¥ȾLǣò;b·#̇ 36.4%˚IºNš˗n�v�¤_a[ĜȰǽ/˕*  

�� "Țaċ*O*K*#LȘȓ;bI�"ȆŸ#�"25-29Ǔ#O?Nëċ/˕* ȆŸNĲ2O�řâL

©ģH)b6I/Ĳ2�WA"25-29Ǔ#OƂȄřLʙÞ9G0AP.aN·/Ĳ*6I[ʺÎ9

G*bIŷecb  
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	k=<82;/ 5417. 5815. 6512. 4712. 913. 31:. 715. 571:.

��k=<473l 4619. 4419. 5517. 4713. 718. 216. 714. �����

��k=<56;l �
�	� ����� ����� 461;. :15. 41;. 716. 5219.

42046�k=<99l ����� 6215. ���	� ����� 315. 212. 212. 4;1;.
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	Oej_h`j]VWmf\ha��-@TOZ�	L$ EI?
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Ƽǃƽ$�DH@F.Z%LHĬĂ 
� ½§_a�ƂȄřLÆYɛšŔO�ĤĨHN·ʹʺÎLɖēʺųfƌDG*K*NHOK2�?cfǛ

Zb[NN�ʫƀH0G*K*�I*+Ôˉ/)b6I/ȟĖ8cb ?cO�¸ŰÆXA*WCNk�

¤yI9G"ɘķK·ʹʺÎ/ȳ4?+#SNĜȰǽ/˕*6I.`[ƨ`.H)b ?cO�Ę 28Nɓ

ȅɳʠ.`[Ȩ,b ½¨L¥Êfȟ?+  

 
l ÙÛ"ƟƮËãH@F.Z.Ƃ)#µ®/HðāG¯61F)#�

l �D�Ho��zn�q��.DZAY)#�

l � þ¥`CTšZÊ).ĒŗúG � �T)F)3D#(PZÙÛDƬ^Z.ŋ)HIô6�ì#�

l �vyue�D6BIX)."ÙÛDH@F.Z.ôF80[#�

l ��ħY6DðĠė>HƫGâ.([#ÇĞHo��zn�q��.F)#�

l ĝ6)¥ëÙI�H@F.Z.F)#èETH)F)ƀ)�¡IƟēA/()_6F)HC#ŉïĥFEéū6

;*#�

 

� §ɳN_+KįO�·ʹʺÎN¯98SNÿǎžI9GȀɯH0b i¡t¤�NƜÒB4fɫbI�

ɛšŔOʙäĈɑŸ/˕2�ƂȄřN·ʹʺÎ[śɡHĘˍK*I9G*b.N_+KþʈfĆ4G9W

+ B/�Ŭ˞ŬĶ`NįLɊf×4G2bI�·ʹʺÎNśɡ8Lŋ9Gǝ9GǮʔ9G*be4HO

K2�?cfŨ2ǛZG*b6I/ȀɯH0b ?N_+K·ACfEK1ċe=bĬƃfJN_+LǊ

ȳ;bN./�¸ŰNʀˍH)d+  
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ǇƾP>A1ZĐƒ 
� ƂȄřLÆYɛšŔO�ĤĨHN·ʹʺÎfǛZG*bĈɑŸ/)b6IfÜLȝɺ9A HO�ĤĨ

HN·ʹʺÎfǊȳ;bĬƃO�JN_+KĬƃ/Żł8cbBd+. ?N¥EI9G�řǘNWCS

Nʺų�ĊɓNĘˍżʅf[IL�ĤĨʀˍNɯǝfƋ+·ƺfɏGbWCF2aľɆN_+Kz}k�

[)5`cbBd+10 B/�?N_+Kz}k�O�ĤĨSNʺų/)b6IfêƔI9G*b HO�

ƂȄřLÆYɛšŔN"ƂȄřSNʺų#OJN_+LKDG*bNBd+. ƹȪHO�6N¬ʹīđ

ƮNWIZI9G�ɛšŔNʙäǽf¨5bĈɑŸI9G�řǘI9GNũ±ɈŸf˕Z�ÇȑLʺe

DGɣ2ǎÀfƔË;b6I/¥ENƢȱIKa+b6IfƔȟ9A*  
 
Ƽǀƽ$ÙÛ%LHƬć 
� ʣó£ʣľNAZLƂȄřLʙÞ;b6I/Ĳ*IɰecbɛšŔH)b/�ƂȄřNĘˍǳ]¸ŰN

ĈɑŸLE*G�ǵʺųKNH)d+. W<O�ĘˤNĜȰȺǂf[IL�?NǳfȀɯ9_+  
 
Ñǅ� )KAOƂȄř/JN_+KǳLífÞcbI�¸Ű�_aÆX];2KbIŷ*W;. ?c@cũGOW

b[Nǀ@G�fE4G¨8*˙�˝WCF2aǎÀNÛń�˝ĤĨǣòSNāî9];8  ̊ 
��ʙäĈɑŸ/˕*IɰecbɛšŔH)b/�¸Ű�_aÆX];2KbAZLífÞcGǐ9*ǳ

Lŋ9G�"WCF2aǎÀNÛń#O 60.4%�"ĤĨǣòSNāî9];8#O 61.9%H)a�ĤĨ

SNʺųOǝ9GÅ2K*  

�� ŸæHɫbI�"ĶŸ#O�"WCF2aǎÀNÛń#H 65.5%�"ĤĨǣòSNāî9];8#H 69.7%

IßÇ_a[˕*Ⱥǂ  

�� š˗HɫbI�"20-24Ǔ#O�"WCF2aǎÀNÛń#H 66.3%�"ĤĨǣòSNāî9];8#H

63.8˘IºNJNš˗n�v�¤_a[˕*Ⱥǂ  

�� "ĶŸ#N"20¼êù#O�"ĤĨ#SNʺų/ˈŞL˕2�WCF2aLʺebĈɑŸ/)b  
�

Õƅ 	�� $ÙÛ%LHƬć�

��

� ğɥ 52NȺǂf8`Lȶ.2ɫGɣ6+ ğɥ 53O�"WCF2aǎÀNÛń#"ĤĨǣòNāî9]

;8#NĜȰf�Ÿæ�š˗n�v�¤Hűǳô˙ˢǳǮǳ˚9�?NÓŘÒNåŚfȟ9A[NH)b  

��"ĶŸ#O�"WCF2aǎÀNÛń#"ĤĨǣòNāî9];8#I[LÓŘÒ 50fʑ,G*ḃ"25-29

Ǔ#fʾ2  ̊ 

��"ȆŸ#O�"ĶŸ#IOŋǈȑL�"WCF2aǎÀNÛń#"ĤĨǣòNāî9];8#I[LÓŘ

Ò 50f¨ĜDG*b  
�� "ĤĨ#SNʺųOĶŸNƢ/˕* WA�"ȆŸ#NʺųfJN_+Lŧ0§5bN./ʀˍ  

                                                
10 ĳɩ£Ŋǲ£Ǣ!ɫ˙2015˚O�WCF2aľɆIńʿNǣòNƒȼI*+ɮǳ.`�ƂȄřȂǩľɆʀIûØH
"WCF2aľɆ��s��#fɴɱ£ʨȃ9�?Nńʖ.`ű`cA�¤}NɶÌIʀˍfǆɲ9G*b  

)%&!+�'
��

�	��('
��#*$"

��, ����� ����� �����

��, ����- ����� �����


�, ����- ����� �����

������, ���- ����� �����

������, ����- ����� �����

������, ����- ����� �����

������, ����- ����� �����
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�

Õƅ 	�� $P>A1ZĶ£H±î%D$ÙÛńÀLHÅ¾6V84%DHƬƢ 

�

Õƅ 	�� P>A1ZĶ£H±î%D$ÙÛńÀLHÅ¾6V84%DHƬƢƼƎűƽ�

�

 
ƼǁƽÙÛńÀGĬĂ8[3D 
� ǏL�"WCF2a#SʺųfƌEɛšŔO�ÈfƶŮ9G*bN.LE*G�ɫG*6+  

 
Ñ �	� )KA/ƂȄřâHĤĨǣòLāî;bIŻł9AĬċ�JN_+K6IfƶŮ8cW;. ũGOWb[N

8MBG�fE4G¨8*  

��"Čª¼N·INơAKEK/a#̇ 55.3% �̊"ȌKbª¼N·INơAKEK/a#̇ 38.8%˚I"·

ʹʺÎNǊȳ#L˕*ʺų/ŉ=`cG*b  

��¥ƢH�"ĤĨNĘˍ£ʀˍfȀɯ;b6I#̇ 16.9% �̊"ĤĨNĘˍʀˍfɯǝ;b6I#̇ 16.3%˚

I"ĤĨʀˍ#Lʺ;b±ǃO�ĜȰǽ/Å*×Ď  
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��7" �"$� "�%( $ �% ��7" �"$� "�%" #'�!

��7"%�")� "�& $"�! ��7"%�")� "�&( $(�!

��7# �#$� "�&# $$�$ ��7# �#$� "�%) $!�)

��7#%�#)� "�& $"�! ��7#%�#)� "�%! #&�$

��7" �"$� "�)& &)�) ��7" �"$� "�)! &#�)

��7"%�")� "�&' $'�% ��7"%�")� "�'' %$�#

��7# �#$� "�'" %!�$ ��7# �#$� "�(" %'�'

��7#%�#)� "�(& &"�" ��7#%�#)� "�(& & �%

���8��9 ���� ���8��9 ����

"�'  �!") "�'!  �!$&
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Õƅ 		� ÙÛńÀGĬĂ8[3D�

�  

"ĤĨǣòLƶŮ;b6I#Nâ��·ʹʺÎNǊȳ "̇Čª¼N·INơAKEK/a#"Ȍª¼N·I

NơAKEK/a#̊��ĤĨʀˍSNżʅ "̇ĤĨNĘˍ£ʀˍNȀɯ#"ĤĨNĘˍ£ʀˍNɯǝ#̊ LE

*G�_aɹ92ɫGɣ6+ ğɥ 56�57�58�59O�ĜȰǽfŸæ�š˗n�v�¤7ILűǳô9�

ÓŘÒfȲä9AåŚfȟ9A[NH)b  

 
�·ʹʺÎNǊȳ 

Õƅ 	
� $Ë�¡H�DHĝ<F@F.Z%D$Ŝ�¡H�DHĝ<F@F.Z%HƬƢ�
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Õƅ 	�� $Ë�¡H�DHĝ<F@F.Z%D$Ŝ�¡H�DHĝ<F@F.Z%HƬƢƼƎűƽ 

�

��"ȆŸ£20-24Ǔ#�"ĶŸ£30-34Ǔ#"ĶŸ£35-39Ǔ#O�"Čª¼NEK/a#"Ȍª¼NEK/

a#N*<c[ƶŮ9G*b×Ď  

��"ȆŸ£35-39 Ǔ#"ĶŸ£20-24 Ǔ#"ĶŸ£25-29 Ǔ#O�"Čª¼NEK/a#"Ȍª¼NEK/

a#N*<c[ƶŮ9G*K*×Ď  

�� L 30 ¼NĶŸO�ļɏGINʺʥH�·ȑ��� ¤rǊȳfȓȑI9G�WCF2aLʺųf
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Õƅ 	� $ÙÛƐƳHœƊ%D$ÙÛƐƳHƊŁ%DHƬƢƼƎűƽ 

�

��"ĤĨʀˍNȀɯ#"ĤĨʀˍNɯǝ#N*<c[ĜȰǽ/Å*6IfêƔI9K4cPK`K*/�

"·ʹʺÎNǊȳ#IOŋǸȑL"ȆŸ#NƢ/�ʺų/˕*6I/ɾXącb  

��"ĶŸ#O�"ĤĨʀˍ#SNżʅ_a["·ʹʺÎ#fʳɬ9G*b×Ď/)b  

�� êƔI9G"ĤĨʀˍ#SNżʅOĜȰǽ/Å*ǳOǡż/ŴɪH)b ?N¬H�"ȆŸ#NÓŘÒ

/˕*6IfʗW,bK`P�*.L9G"āî#SIŎ*Gɣ2N./�k¡�  

�"ĶŸ#O�"·ʹʺÎNǊȳ#f0D.4L;b×Ď/)b/�"āî#;b¬H�"ĤĨʀˍ#IĎ0

ċDGɣ2AZN¹Ƒ4fȂXä;6I/�k¡�  
 
Ƽǂƽƀþ÷H$P>A1ZĐƒ%HƁſ 
� ɛšŔN"WCF2ażʅ#NɞɚO�i¡t¤�NȺǂNXK`<�Ę 28Nɓȅɳʠ.`[ɾXąc

b ¥Êfȟ=P½¨NʣaH)b  

 
l �²Vĭõê².)[ƉËãH�ŅHßVƙöżGX[o��zwc_T*ô6±î4:BN6)#Å¾H6V

8)Ŕà.))#�

l �DH@F.Z_ėB[ßē.F)#ƟēA/().F)#�

l ÙÛ¶C żD�Ņ8[Ķ£.F)#�

l ÙÛ¶Ho��zwc.ôF)#ƟēA/().F)#�

l ĝŰ��q��ö¥=."ÙÛGƬ^[Ķ£.ėBF1�ì.([#�

l ÙÛHÑƳ"ƐƳ_š[ud��m.ôF)<S"ÙÛGP@^[Ż+VČQFE$ŎGF)%D)*ÑƳĐƒ

.([3DŽ¦ÑƳ#�

l ĒŗúH�ÈIá+B)[Dđ7[."ģ-Y¥`C)[żD6B"ħY6V8)P>GF?<-¸-YF)#

ĝ6)¥ĽH�<>D�Ņ8[ß.á+[DX)DĊ*#�

 

� 6c`O�*<c[ɣƚLÈ.f9Gǐ9*I*+įI9GHOK2�ºɈIµǤ9G�È.fȂXä

9A*I*+įI9GɾXąb6I/ĈɑH)d+ ƹʁǄHO�ƥĽNʁǄȜȦIČǋLɛšŔNĘˍ

fƅDA/�ʙäĈɑŸN˕8]ĘˍǳfƍƗ;bP.aHOK2�ɓȅɳʠL[ȓfʣ9�ɛšŔNǰ

ģȑK"ƂȄř#SNʺųN˕8fɾXąDG0A ?6.`ɫä=bǏšŤNáČȜȦNƢĎŸO�ɛ

šŔLɚȂ,EE)b"WCF2ażʅ#fĩȒL9G�WCSʺea�ŒĬƃfÉaä;6I/ɛšŔ
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ÅŻěŐ�ƗĜ 
 
ĳɩůļ£ŊǲǦǍ£Ǣ!ɫŖ,2015,"ŁľûØL_b"WCF2aľɆ��s��#Nɴɱ£ʨȃLʺ

;bĩȞȜȦ : ĪǾȖƂȄřL-4bWCF2aǣòSNƒȼfɬʴLÞcAľɆ��s��Nœ

ʸf¬ųL#̃$ĤĨǣŸȜȦ%6˧279-288˝ 

ǚ´ÏȆ˜2014 "̃ĠâȣÆN·ćľ#̃$¬ĵĳľȹǪȜȦƃšī%̃  (45)˧653-687˝ 

ŕƹɢļ£˓ŦÃ£ɛǁəǍ£ƿƹȗǱ£Ħƹɧ®£ʷɒɉ¦˜2012�"$ʮıʱřÆǘNĤĨȂǣLʺ;

bʁǄ%īđ˧ƾ¶ʱȩŗřL-4bu����jNǻǟIÆǘżʅ#̃$ʱřȢľȜȦ%4˧71-86˝ 

Ƶˆř˜2014 $̃řǘżʅʁǄ�ˇŐši¡t¤�ȺǂīđƮ%̇ http://www.city.asaka.lg.jp/uploaded/at

tachment/19823.pdf Ʊȷir|zƦ 2016š 2Ʋ 20Ʀ˚̋  

ŗćř˜2014 $̃ȽċɱȈNAZNřǘżʅʁǄȺǂīđƮ%̇ http://www.city.kawaguchi.lg.jp/kbn/File

s/1/04010060/attach/26shiminnishikichousahoukokusho.pdf� Ʊȷir|zƦ 2016š 2Ʋ 20Ʀ˚̋ 

ƂȄř˜2012 $̃ƂȄřɛšªŜżʅʁǄƀǂīđƮ%̇ https://www.city.toda.saitama.jp/uploaded/attac

hment/45.pdf� Ʊȷir|zƦ 2016š˟Ʋ 5Ʀ˚̋  

ƂȄř˜2015 $̃ƂȄřWC£QI£97IìȂȽċƁȊ%̇ https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/15

2/kikaku-sougousenryaku.html� Ʊȷir|zƦ 2016š˟Ʋ 5Ʀ˚̋  

ƂȄř˜2015 $̃ƂȄřWC£QI£97IìȂȽċƁȊLÎb·ć�y�¡%̇ https://www.city.toda.sa

itama.jp/soshiki/152/kikaku-sougousenryaku.html� Ʊȷir|zƦ 2016š˟Ʋ 5Ʀ˚̋  

ƂȄř HPm¤�¡�¤}£Ȼɱ ·ćȻɱʤī˙2015š 12Ʋ˟Ʀ˚̇ https://www.city.toda.saitama.jp/

site/opendata/jinkou-2015.html Ʊȷir|z 2016š 2Ʋ 15Ʀ˚̋  

"ȧ0ņfĤĨu����jNµŘǳL#̃ ƵƦơɋ˜2014šˤƲ 17Ʀ˙http://www.asahi.com/and_w/

life/SDI2014061786201.html Ʊȷir|zƦ 2016š 2Ʋ 20Ʀ˚̋  

"·ćǬŐżʅʁǄ 25%$ʙŒ%NżĎ 7řȇƻÆǘ�ßš¼"µʣ©Í#ĲƜ Ȗ£ĪǾĳʁǄ˞ĪǾ#

ǖƦơɋ˜2015š 12Ʋ 9Ʀ˙http://mainichi.jp/articles/20151209/ddl/k11/040/100000c Ʊȷir

|zƦ 2015š 12Ʋ 15Ʀ 
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¶��>�u�<È/MR[U^W� ËfÇ8ÒY^V�LF/Ì�

����¨�8>¦ <6 7#~=-F/��
 
qÏ� 
(��ãěÌ)�38�)(!�ėĜ+�%���Õ$+1;5*/C7<�>"�$n��� 

żŻãěÌ�%*Ň&*¢ÊjŞÊ ŽŻĻým*ėĜË�³]À³Ì žŻęĊĘ¶m*ėĜË�´¥v;:Ì 

ſŻĲ¿jů¿ ƀŻŠ�jŠÂ*� ƁŻıĎm*ėĜ 

ƂŻńéIkXL*ŷ� ƃŻę1<$�9�!&�?%�; ƄŻ�*yŹ� � � � � � � � � � � ź 

10Żĕ)ėĜ+(�   
 
qÐ� 
(��ãěÌ·.Ô!Ř�&��9ĸ9<;ėĜ+�%���Õ$+1;5*/C7<�>"�$n��� 

żŻãěÌ·%*Ň&*¢ÊjŞÊ ŽŻĻým*ėĜË�³]À³Ì žŻęĊĘ¶m*ėĜË�´¥v;:Ì 

ſŻĲ¿jů¿ ƀŻŠ�jŠÂ*� ƁŻıĎm*ėĜ 

ƂŻńéIkXL*ŷ� ƃŻÔ!Ř�sÃ+(� ƄŻ�*yŹ� � � � � � � � � � � ź 

10Żĕ)ėĜ+(�   
 
qÑ� 
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(��ãěÌ)Ê��ĳ�$�;ėĜ>ê$n���Õ$+1;5*/C7<�>"�$n��� 

żŻľēĘ¶�œ�%
; ŽŻŖĔ7Ŵt(')��(�Ñ�æ!$�; 

žŻŤÛ.*uŠ@FML�ł�ŹÃl]Ã|ź ſŻŤÛ.*uŠ@FML�ł�ŹÆA]¼¤ź 

ƀŻÁļ$Ę¶��Ä�$�; ƁŻŞŮ*w&ł¼(wūŬ��Į�$�;  

ƂŻ�*yŹ� � � � � � � � � � � � � � � � � ź ƃŻĕ)ėĜ+(� 
�

qÓ� 
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1!�!�

:4K$9¸"@�

1!�!�

:4K$9¸"@�

1!�O; �

1!�

�O; �

aŻľēĘ¶�œ�%
; ż Ž ž ſ 

bŻŤÛ.*uŠ@FML�ł�ŹÃl]Ã|ź ż Ž ž ſ 

cŻŤÛ.*uŠ@FML�ł�ŹÆA]¼¤ź ż Ž ž ſ 

dŻÁļ$Ę¶��Ä�$�; ż Ž ž ſ 

eŻľ�>âŨ��;őÓjM_Tk>Ū��$�; ż Ž ž ſ 

fŻ%�;�&(9ãěÌ%���� ż Ž ž ſ 

gŻxØ5ãěÌ)�2ĳ��� ż Ž ž ſ 
 
qÔ� 
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6<�>"�$n����

 
1!�!�

:4K$9¸"@�

1!�!�

:4K$9¸"@�
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�O; �
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cŻÌĆ���%�;1 #�:*ÿ}*�Ä ż Ž ž ſ 

dŻ°³Ċ�.*���7�� ż Ž ž ſ 

eŻ×ÿ�ī*ňč ż Ž ž ſ 

fŻÁļ$èç�Ò*�Ä ż Ž ž ſ 

gŻľ�>âŨ��;őÓjM_Tk*Ū� ż Ž ž ſ 
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第１章 はじめに 

 

1.1 研究背景 

 
本市は、平均年齢が 39.9 歳 1と 20 年連続県内で最も若いまちであり、都心から 20

分とアクセスも良いため、人の利と地の利を得て、将来にわたって更なる発展の可能性

を秘めている。また、合計特殊出生率については、首都圏に隣接していながら 1.552ま

で増加し、県内で最も高い結果を示すなど、子育てしやすいまちとしての取組を展開し

ている。 

一方、2014年１月１日時点の人口動態調査 3によると、日本全体としては人口が５年

連続で減少し、前年より約 24 万４千人も減少している状況である。加えて、死亡者数

から出生者数を引いた自然増減数は、調査開始以来最多となる約 23 万７千人も減少す

るなど、人口減少の流れが顕著となっており、高齢化も着実に進行している。 

こうした状況を踏まえ、本市においても高齢化に備える必要性を認識し、2009 年度

から 2010年度にかけて「急速な高齢化が戸田市へもたらす影響に関する研究」を行い、

先を見据えた取組 4を実施している。2010 年の老年人口は 17,593 人（14.4％）に対し

て、2040 年には 37,137 人（28.8％）まで増加し、また、2010 年の年少人口 18,544 人

（15.2％）に対して、2040 年には 14,952 人（11.6％）まで減少するとの予測 5もある

ため、少子高齢社会は現実のものとなりつつある。こうした状況を勘案すると、今後持

続可能な都市であり続けるためには、本市の特徴を考慮して高齢化と少子化の両面を長

期的かつ総合的な視点から研究していく必要がある。 
 

1.2 研究目的 

 

本研究の目的は、日々変化する社会情勢に鑑み、少子化と高齢化の両面を調査研究す

ることで、少子高齢社会を勝ち抜くための施策を２年間で明らかにすることである。 

前年度は人口の基礎調査を実施するとともに、健康寿命延伸を中心とした高齢化の研

究を先行して行うことで、全庁的な高齢社会における健康なまちづくりの推進に向けた

提言を行った。詳細については、前年度「少子高齢社会への戦略に向けて～中間報告～」

を参照していただきたい。 

２年目の 2015 年度においては、現状の将来推計人口からの年少人口及び生産年齢人

口増加を目指し、少子化の進行を防ぐための有効な施策を明らかにする。 

1 埼玉県『埼玉県町（丁）字別人口調査（平成 27年１月１日現在）』 
2 厚生労働省『人口動態統計（2008年～2012年）』 
3 総務省『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 26年 1月 1日現在）』 
4 『週刊ダイヤモンド』ダイヤモンド社、2013 年６月８日発行（116頁） 
5 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）』 
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1.3 研究体制 

 

本研究は、分野横断的な内容であることから「まちづくり戦略会議」の研究テーマと

する。また、前年度に引き続き、政策研究所と連携することで、将来推計人口から考え

られる少子化の影響に伴う基礎調査については、担当部署の職員で構成するワーキング

チーム（以下「WT 」という。）にて実施する。 

 

1.4 前年度の研究結果 

 

 先述したとおり、本研究は前年度から２年間の研究テーマとして実施している。前年

度においては、①人口基礎調査、②健康寿命延伸を中心とした高齢社会対策の大きく２

点を研究し中間報告書として取りまとめており、ここではその一部を紹介する。 

 

① 人口基礎調査 

 人口基礎調査では、本市の人口推移や将来推計人口について整理し、国、県及び他自

治体との比較を行った。 

 

図表１【戸田市の年齢３区分 6別人口推移】 

 

出典：（実績値）総務省「国勢調査」 

（推計値）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

6 年齢３区分別人口とは、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15歳～64歳）、老年人

口（65 歳以上）のことをいう。 

  年少人口 生産年齢人口 老年人口 

1985 年 21.4 72.6 6.0 

1990 年 17.2 76.2 6.6 

1995 年 16.3 76.1 7.6 

2000 年 16.4 74.2 9.5 

2005 年 16.2 71.8 12.0 

2010 年 15.2 70.4 14.4 

2015 年 14.5 68.5 17.0 

2020 年 13.7 67.8 18.5 

2025 年 12.9 67.5 19.6 

2030 年 12.0 66.0 22.0 

2035 年 11.7 63.1 25.2 

2040 年 11.6 59.6 28.8 
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 将来推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の「日

本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）」を利用し、人口推移や年齢３区分別の

人口割合を調査した。この将来推計人口では、2010年の老年人口は 17,593人（14.4％）

に対して、2040年には 37,137人（28.8％）まで増加し、また、2010年の年少人口 18,544

人（15.2％）に対して、2040年には 14,952人（11.6％）まで減少することがわかった。7

また、住民基本台帳を利用した地区別調査からは、市域の狭い本市においても地区ごと

に年齢構成に違いが生じており、自然増減や社会増減にも特徴があることが判明した。 

 次に、本市の人口増減の傾向から、社会増減について分析した。 

 

図表２【戸田市のコーホート図（人口増減図）】 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 人口増減の特徴としては、５～14 歳、35～64 歳の人口が概ね減少しており、15～34

歳の人口が増加していることがわかった。特に、15～19歳の大学等の入学、20～24 歳・

25～29 歳の就職期で大きく増加しており、通勤・通学地として選ばれていることがわ

かった。調査結果については、2015年度の少子研究の基礎資料としても活用していく。 

 

 

 

 

7 国においては、2010 年の老年人口割合 23.0％に対して 2040 年には 36.1％まで増加し、

2010年の年少人口割合 13.2％に対して、2040 年には 10.0％まで減少するとされている。 
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② 健康寿命延伸を中心とした高齢社会対策 

 前年度においては、少子高齢社会の「高齢化 8」部分に着目し、人口問題や健康寿命

について分析した。 

 

図表３【町丁字別老年人口割合】 

 

※美女木東は秘匿地域のため未集計 

出典：総務省「国勢調査」2010 年 

 

 現在平均年齢が低い本市においても、小地域（町丁字別）に細分化して確認すると、

高齢化が既に進み始めている地区があることがわかった。市全体としては高齢化率 14％

以上の高齢社会に足を踏み入れたばかりであるが、地区別で考えた場合、都市化が早く

進んだ地区においては高齢化の波が到達している状況である。 

 また、前年度研究の中心部分として、高齢社会での課題となる「健康づくり」につい

て調査し、特に、日常的に介護を必要としないで自立した生活ができる期間「健康寿命」

の延伸に向けて研究した。前年度の研究結果として、本市の健康寿命延伸に向けて３つ

の方向性を提言したところである。 

 

 

 

 

8 高齢化は、高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占める割合）によって分類され、高齢

化社会：７～14％、高齢社会：14～21％、超高齢社会：21％以上としている。 
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＜３つの方向性＞ 

１．ターゲットの設定 

 男性の前期高齢者（仕事を辞めてしまう前のタイミング）をターゲットとする 

２．健康寿命延伸策の推進 

 「健康長寿埼玉プロジェクト」の事業を取り入れる 

３．健康寿命延伸に向けた体制 

 戸田市健康なまちづくり推進庁内会議で分野横断的に取り組んでいく 

 

③ 2015年度研究に向けて 

 前年度の研究において、健康づくりの観点だけでなく高齢者福祉全体を見渡すことで、

健康寿命延伸や高齢社会に向けて提言した。2015年度においては、少子高齢社会の「少

子化」に絞り、持続可能なまちづくりに向けて研究を進めるとして締めくくった。 

 

1.5 研究開始後における社会情勢の変化 

 

本研究は、2014 年度から２年間の研究テーマとして設定し、調査研究を開始した。

しかし、研究開始後「人口減少問題」が日本の主要課題として認識され、自治体にとっ

て人口減少克服に向け大きく舵が切られ、研究前との状況が一変した。 

まず、2014年５月に日本創成会議・人口減少問題検討分科会 9による「消滅可能性都

市 10」を示した報告書が発表され、多くの自治体に衝撃を与えるとともに、「人口減少

（少子化対策）」と「東京一極集中」が大きな論点となった。その流れを受けて、国で

は人口減少への本格的な対策に乗り出し、2014年 11月には「まち・ひと・しごと創生

法（以下「創生法」という。）」が公布された。 

創生法は、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、人口減少対策と

地方創生に取り組むことを定めたものであり、日本の法律で初めて「人口の減少に歯止

めをかけ」ること、「東京圏への人口の過度の集中を是正」することが明記された。 

また、国・自治体等の責務が定められ、国では創生法の基本理念にのっとり、まち・

ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、実施する責務を有するこ

ととなり、自治体においても、総合戦略策定の努力義務が課されることとなった。 

 その後、本市においては、2015年 10月に「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略

（以下「戸田市総合戦略」という。）」及び「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に

係る人口ビジョン（以下「戸田市人口ビジョン」という。）」を策定した。戸田市総合戦

9 民間有識者の組織（座長・増田寛也元総務相）。長期の人口動態を見据えた国の在り方や

国家戦略を検討。 
10 2040年時点での人口を 1,800の市区町村別に試算し、子どもを産む中心世代である 20～

39歳の女性人口が 2010年と比較して半分以下に減る市区町村のこと。 
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略では「住みたい住み続けたいまち戸田」というブランドの確立を目指し、多様な主体

による安定的で活力ある地域づくりを進めるため、４つの基本目標に基づき取り組むこ

ととなり、今日に至った。 

 

 ＜４つの基本目標＞ 

① 新しい人の流れをつくる 

～若い世代（特に子育て世代・住宅購入世代）の転出を抑制する～ 

② 若い世代の出産・子育ての希望をかなえる 

  ～「この地で出産・子育てしたい」と思われるまちをつくる～ 

③ 安定した雇用を創出する 

  ～市民に仕事と働きやすさを提供するとともに、企業の成長で働き口を増やす～ 

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに地域と地域を連携する 

  ～将来の人口構造の変化に柔軟に対応できる、まちの基礎・基盤をつくる～ 

  

先に示したように、本研究テーマとして掲げている「少子化」や「人口減少」への対

策は急速に進み、ある意味、時代の流れに合致した研究テーマの設定であったといえる。 

 そこで、本研究においては、社会情勢や本市の現状を踏まえつつ、既存の戦略がより

発展していくために、戦略会議の視点から研究報告をまとめることとする。 

 

1.6 本報告書の概要 

 

 本報告書は、第１章から第６章で構成される。 

 第２章では、日本における少子化の原因及び背景について「結婚」「出生」「出産年齢」

の観点から整理する。 

 第３章では、本市における現状のデータを抽出し、将来推計人口において最も少子化

が進行した場合の影響について分析する。なお、第３章 3.3の少子化に伴う影響につい

ては、政策研究所の WTにて調査したものである。 

 第４章では、これまで実施されている国、県、先進自治体及び本市の少子化対策をま

とめる。 

 第５章では、前章までの研究結果を踏まえ、本市において少子化の進行を防ぐために

考えられる方向性を提示する。 

 最後に、第６章として本研究の総括をする。 
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第２章 日本における少子化の原因及び背景 

 

 「少子化」とはどういった状況のことかというと、出生率の低下に伴い、総人口に占

める子どもの数が少なくなることを指し、新旧世代の間で１対１の人口置換えができな

くなる状況のことをいう。そのため、近年少子化問題が大きく取り上げてられているが、

実際には 1974年以降日本は一貫して少子化が続いている状況にある。 

 本章では、日本における少子化の原因とその背景についてそれぞれ整理し、少子化対

策に向けた課題をまとめていく。 

 

2.1 少子化の原因 

 

（１）出生数 

 少子化の最大の原因は、出生率の低下である。現在の死亡水準を前提にすると、日本

では、人口が長期的に増減しない人口置換水準が合計特殊出生率 112.07 となっている。

しかし、合計特殊出生率は以前に比べて大きく減少し、2005（平成 17）年の過去最低

の 1.26からは若干改善しているものの、それでも 1.4前後で推移している状況にある。 

 

図表４【出生数及び合計特殊出生率の年次推移】 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」2014年 

  

11 合計特殊出生率とは、「出産可能年齢（15～49歳）の女性に限定し、その年齢別出生率を

合計したもの」で、一人の女性が生涯、何人の子どもを産むのか推計したもの。 
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長らく出生率が低下した結果、出生数自体もそれにあわせて減少している。 

第１次ベビーブームといわれる 1947～1949（昭和 22～24）年には、年間で最高

2,696,638人もの出生数であったが、2014（平成 26）年には 1,003,532人まで半減した。

長期間出生率が低下の結果、出産可能な女性の数自体が減少してしまったため、出生率

が回復しても直ちに少子化が止まらない状況となっている。 

 

（２）結婚 

 次に、「結婚」の状況について確認する。 

日本の特徴としては、産まれてくる子どもの 98％が婚姻関係にある男女の嫡出子で

あり、婚外子はわずか２％12であることから「結婚」は少子化の大きなポイントである。

そのため、婚姻件数が出生数に大きな影響を与えている。 

 過去、最も婚姻件数の多かった年は、1972（昭和 47）年の 1,099,984 組であるが、

この前後は出生数の多い第２次ベビーブーム（1971～1974 年）に当たり、婚姻件数と

出生数に相関関係があることがわかる。 

2014（平成 26）年には婚姻件数が 643,740 組まで減少しており、近年の婚姻件数の

減少は出生数の減少にそのまま直結していると考えられ、出生率を改善するためには、

いち早く未婚化に歯止めをかけることが重要となってくる。 

 

図表５【婚姻件数及び婚姻率の年次推移】 
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出典：厚生労働省「人口動態統計」2014年 

12 社人研『人口統計資料集（2014）』の「嫡出でない子の出生数および割合：1920～2012」

による。 
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 婚姻件数が減少しているということは、当然未婚率も上昇している。 

国勢調査結果から生涯未婚率の年次推移を確認してみると、男性は 1980（昭和 55）

年には 2.60％であったものが 2010（平成 22）年には 20.14％まで上昇し、女性では 1980

（昭和 55）年の 4.45％から 2010（平成 22）年 10.61％まで上昇している。 

 そのため、現在男性の５人に１人が生涯一度も結婚せず、女性の 10 人に１人が生涯

一度も結婚していないことがわかる。日本では、結婚してから出産する傾向が高いため、

近年の生涯未婚率の上昇は出生率の減少に大きくつながっている状況である。 

 

図表６【生涯未婚率の年次推移】 

 

※ 生涯未婚率は、45～49歳と 50～54歳未婚率の平均値であり、50歳時の未婚率。 

出典：内閣府「平成 27年度版少子化社会対策白書」2015年 

 

 ここまで「未婚」の状況について整理してきたが、続いて結婚時の年齢に関係する「晩

婚化」ついて確認する。 

結婚した後においても、夫婦（特に女性）の年齢が上昇するにしたがって出産する子

どもの数は減少する傾向にある。図表７は、1994（平成６）年、2004（平成 16）年及

び 2014（平成 26）年における初婚の妻の年齢別婚姻件数の構成割合であるが、過去と

比較すると初婚の年齢は上昇しており、晩婚化が進んでいることがわかる。特に、20

代前半の婚姻割合が減少しており、そのことが第１子出産年齢の上昇にもつながってい

る。 

 

 

9 
 



図表７【初婚の妻の年齢（各歳）別婚姻件数の構成割合】 

0

2

4

6

8

10

12

14

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

%

歳

平成２６年

平成１６年

平成６年

注：各届出年に結婚生活に入ったもの。
 

出典：厚生労働省「人口動態統計」2014年 

 

 また、出産可能な年齢には制限があるため、高年齢での出産を避けようとすると結婚

や初産が遅かった人は欲しい数の子どもがもうけられない。そのため、晩婚化が進行す

ると、夫婦が最終的に産む子どもの数（完結出生児数）も減少する。 

 

図表８【調査別にみた、出生子ども数分布の推移（結婚持続期間 15～19年）】 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 14回出生動向基本調査」2010 年 

 

 ここまで未婚や晩婚化について述べてきたが、もう一つ結婚の状況において注目する

点としては「離婚」がある。婚姻件数が減少していることに対して、離婚件数は近年高

い推移を示している。2014（平成 26）年には 222,104 組の離婚があり、４組中１組以

上が離婚していることとなり、その結果は出生数の減少にも関連している。 
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図表９【離婚件数及び離婚率の年次推移】 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」2014年 

 

（３）出産年齢 

 出生率の水準は、出産が可能とみられる年齢における「結婚する人の割合」と「夫婦

の子どもの数」によっておおよそ決まってくる。 

 

図表９【合計特殊出生率の年次推移（年齢階級別内訳）】 

 
出典：厚生労働省「人口動態統計」2014年 
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 合計特殊出生率の年次推移からは、近年 20代が減少傾向にあり、30代が増加してい

ることから出産の高年齢化がわかる。ただし、出生率の９割以上を 20代 30代女性が担

っており、その年代が減少することは、出生に大きく関わってくることがわかる。その

ため、少子化改善の施策を展開する際はこの年齢層が重要なターゲットとなる。 

 

2.2 結婚・出産につながらない背景 

 

 前節では、少子化の原因として（１）出生数（２）結婚（３）出産年齢の３点をポイ

ントとしてまとめ、少子化改善に向けてどこを現状から変えていけばよいかを整理して

きた。 

 続いて、「なぜ少子化が進んでいったのか」その背景についてまとめることで、次章

からの少子化改善に向けた施策の参考とする。 

 

（１）結婚に対する意識の変化 

 前節では、少子化の原因として未婚・晩婚化についてまとめ、結婚年齢が遅くなった

ことにより出生数が減少している点を指摘し、日本では未婚の男女からの出生は全体の

２％しかないため、第一のポイントとして婚姻数の増加を挙げたところである。 

 結婚に至るまでには、「いつ」「どのようにして」男女が出会うか、出会いのきっかけ

が欠かせない。図表 10 においては、過去から現在にかけて夫婦が出会ったきっかけに

ついて調査した結果であり、この調査結果から「見合い結婚」が減少し「恋愛結婚」が

増加していることがわかる。特に、「見合い結婚」については、2010年においては 5.2％

にまで減少しており、以前のように第三者から積極的に紹介されるようなきっかけは減

少していることがわかる。 

 

図表 10【調査別にみた、夫婦が出会ったきっかけの構成】 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 14回出生動向基本調査」2010 年 
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 このような恋愛結婚の時代においては、結婚意欲や出会い、結婚できる経済的基盤な

どのハードルがあり、これまで以上に結婚へ結びつきにくい状況となってくる。 

 一方で、結婚に対する意識にも変化がある。いずれ結婚するつもりとの結婚意思があ

る未婚者は 2010年には男性 86.3％、女性 89.4％と高い水準となっている。しかし、「一

生結婚するつもりはない」との未婚者はわずかに増えており、男性 9.4％、女性 6.8％

まで増加している。しかし、この調査では、そもそも結婚意思の低い人の回答率は低い

と考えられるため、全体としてはもう少し結婚離れは進みつつあるのではないかと推察

される。 

 

図表 11【調査別にみた、未婚者の生涯の結婚意思】 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 14回出生動向基本調査」2010 年 

 

（２）雇用及び収入の変遷 

 続いて、経済的な面（雇用及び収入）について検討する。 

 2014（平成 26）年度の学校種類別の進学率をみると、高等学校等への進学率は、男

子 96.1％、女子 96.9％と、女子の方が 0.8 ポイント高い。また、大学（学部）への進

学率では、男子 55.9％、女子 47.0％と男子の方が 8.9 ポイント高い状況であるが、短

期大学（本科）への進学率 9.5％を合わせると、女子の大学等進学率は 56.5％となり、

高等学校等を卒業した後も半数以上が進学をしていることがわかる。 

 このように、以前は高等学校の卒業を機に就職していた女性が多かった状況から、大

学等に進学することによって高学歴化が進んできた。その結果、以前よりも結婚につな

がるカップルの形成が遅くなるとともに、女性の社会進出により自ら多くの収入を稼ぐ

ことができるように変化が進み、「夫は仕事、妻は家庭」との性別役割分業が徐々に変

化してきた。 
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図表 12【学校種類別進学率の推移】 

 

出典：内閣府「男女共同参画白書 平成 27年度版」2015年 

 

 一方で、雇用形態の変化により非正規雇用が増加し、収入が減少する傾向が進んでい

る。特に、男性の収入が以前と比べて減少したことにより、結婚したくても安定的に十

分な収入が得られないために結婚を延期する状況もある。また、女性自らが稼げる状況

となったため、結婚市場にもミスマッチが生じるようになった。 

 その他、学校卒業後もなお親と同居し、基礎的生活条件を親に依存している未婚者と

して「パラサイト・シングル」という言葉が流行した。親との同居で生活費が抑えられ、

収入が一定程度あれば生活できる状況にあることで、現状以上に無理をして働く必要性

を感じない若者が増加してきた。 

 しかし、依然として伝統的な性別役割分業に基づく結婚を望んでいる男女も多く、男

性の収入減少は未婚・晩婚化に直結する原因の一つとなっている。 

 

（３）子育てに対する負担感 

 最後に、少子化の背景として、子育てに対して感じている負担感について言及する。 

 図表 13 は、夫婦の理想的な子どもの数と、予定している子どもの数の推移である。

2010 年の調査では、調査開始以降最も低い数値となり、理想の子ども数は 2.42 人に対

して、予定している子どもの数は 2.07 人まで低下している。 

理想の子ども数をもたない理由として最も多いのは、「子育てや教育にお金がかかり

すぎるから」であり、30 歳未満ではこうした経済的理由を負担に感じている割合が高

い状況である。また、30歳以上では、「高年齢で生むのはいやだから」との年齢・身体

的理由の選択率が高くなっている。 
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図表 13【調査別にみた、平均理想子ども数と平均予定子ども数の推移】 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 14回出生動向基本調査」2010 年 

 

 また、女性の学歴が高くなり、以前に比べれば共働き家庭が増えていると感じられる

反面、妻の就業状況をみると半数以上は専業主婦という基本構造は変わっていない。た

だし、子育てがひと段落してから非正規雇用であるパートとして就労することが多い。

パート就労の場合、妻が中心的に家事・育児を担っていることには変わらないため、依

然として女性に子育ての負担がかかっている状況は変わっていない。 

 

図表 14【第１子出生年別にみた、第１子出産前後の妻の就業変化】 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第 14回出生動向基本調査」2010 年 
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2.3 小括 

 

○ 少子化の原因 

・少子化の最大の原因は出生率の低下である 

・日本では結婚前の出産は非常に少ないため、婚姻状況がポイントとなる 

・生涯未婚率の上昇は出生率の減少につながっている 

・以前に比べて離婚率及び件数が増加している 

・20代・30代の女性の人口が減少している 

 

○ 結婚・出産につながらない背景 

・見合い結婚から恋愛結婚へと、結婚に至るまでのきっかけが変化している 

・女性の高学歴化により、結婚する時期が高年齢化している 

・雇用状況の悪化から、（特に男性の）収入が不安定となっている 

・性別役割分業に基づく結婚の意識が依然として高い状況にある 

・子育てに対する負担感から、理想の子どもの数が減少している 
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第３章 戸田市の現状及び今後の見通し 

 

 前章においては、日本における少子化の原因や背景を整理し、結婚・出産に対する意

識が変化してきたことをまとめてきた。そこで、本章では少子化の現状を踏まえつつ、

本市がどのような状況であるか、また、今後どのように変化していくと推察されている

かについて言及していく。 

 

3.1 今日までの人口推移及び結婚・出産の現状 

 

 まず、過去から今日までの本市の人口や結婚、出産の状況を整理することで、本市の

置かれている状況について確認する。ここでは、（１）人口推移（２）結婚・出産のそ

れぞれの状況をわけてまとめていく。 

 

（１）人口推移 

 本市は、1985年に JR埼京線が開通して以降、人口増加が続いている。埼京線の開通

前は、８万人弱で推移していた人口は年々増加し、1996 年には 10 万人、2013 年には

13 万人を超え、今なお増加が続いている。 

 

図表 15【戸田市の人口推移】 

 
出典：「住民基本台帳」（各年１月１日現在） 

 

（２）結婚・出産 

 次に、結婚・出産の状況である。本市は平均年齢が 39.9 歳と県内で最も若く、結婚
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の多い年代の住民が多くいる。そのため、各年によって増減はしているものの、婚姻数

自体は一定数を保った状況である。 

 

図表 16【戸田市における婚姻数の推移】 
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出典：埼玉県保健医療政策課「平成 25年埼玉県人口動態概況」2014年 

 

合計特殊出生率においても全国を上回る水準で推移しており、埼玉県及び川口保健所、

朝霞保健所が管轄する自治体の平均と比べても高い水準にある。 

 

図表 17【合計特殊出生率の推移】 

 

出典：「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン」2015年 
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また、出生数においても、1,400人以上で推移しており、子どもの数が減少している

状況にはない。ただし、人口千人当たりの出生率でみると緩やかに低下している。 

 

図表 18【戸田市における出生数と出生率（人口千対）の推移】 

 

出典：「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン」2015年 

 

3.2 将来推計人口からみた少子化問題 

 

 続いて、本市の将来推計人口について検討する。 

 

図表 19【総人口の推計と将来展望】 

 

出典：「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」2015 年 
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 先述したとおり、本市の将来推計人口については、2015年 10月戸田市人口ビジョン

策定に当たり検討され、社人研による将来人口推計、既存計画で想定する将来人口規模

を考慮したベース推計、戸田市総合戦略が効果を発揮した場合の目標となる戸田市人口

ビジョンの３つの人口のシミュレーションが行われている。 

 まず、社人研の将来推計人口によると、2030年に約 13万１千人をピークとして人口

が減少し、2040 年には 12 万９千人、2060 年には 11 万６千人程度まで減少し続けると

推計されている。また、既存計画によるベース推計では、2035年に約 14万２千人まで

増加し、2040 年には同じく 14 万２千人、2060 年には 13 万１千人程度まで減少してい

くとされている。一方で、戸田市人口ビジョンでは、戸田市総合戦略に掲げる施策展開

の効果により、2040 年には 14 万８千人、2060 年に 14 万９千人を維持し、人口減少社

会においても長期的な視点で人口規模の維持を図ることを目指している。 

 また、年齢３区分別人口割合においては、社人研の将来推計人口では 2040 年には老

年人口割合 28.8％まで上昇するとともに、年少人口割合は 2040年に 11.6％まで減少す

るとされている。また、既存計画によるベース推計においても、老年人口割合が 2040

年 28.1％となり、年少人口割合は 11.8％まで減少することとなっている。 

 そこで、戸田市人口ビジョンにおいては、2040 年の老年人口割合を 26.8％、年少人

口割合を 13.9％とすることを目標とし、人口構成による急激なバランスの変化の抑制

を目指すとともに、合計特殊出生率を 2040 年に 1.80 まで上昇させることや、10 代・

20 代の転入超過の縮小幅の圧縮、30代・40代のファミリー世帯の転出を抑制していく

ことで、少子高齢社会による人口構造の急激な変化を抑制することを目指している。 

 

図表 20【（戸田市人口ビジョンの）年齢３区分別人口割合】 

15.1% 14.5% 14.1% 13.7% 13.4% 13.6% 13.9% 14.1% 13.9% 13.8% 13.8%

70.4% 68.4% 67.6% 67.1% 65.3% 62.5% 59.2% 57.9% 57.6% 57.8% 58.2%

14.5% 17.1% 18.4% 19.2% 21.2% 23.9% 26.8% 28.1% 28.5% 28.5% 28.0%
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出典：「戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン」2015年 
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3.3 少子化に伴う影響 

 

前節では、将来推計人口について本市が何も策を講じていない場合としての社人研の

将来推計人口と、戸田市総合戦略を効果的に展開した場合の戸田市人口ビジョンの将来

推計人口について確認した。 

続いて本節では、将来少子化が進んだ場合の影響について検討する。 

少子化に伴う影響については、WT において調査を行い、2040 年において社人研の将

来推計人口で推移した場合と、戸田市人口ビジョンにおいて推移した場合の２つのシナ

リオから、子どもの数に着目して分析を行っている。WT の調査報告書については巻末

に参考資料として掲載しているので、そちらを参照していただきたい。 

本節では、最も人口が減少し、少子化に陥る社人研の将来推計人口を活用した場合の

シナリオを抜粋し、（１）乳幼児（２）小・中学校（３）財政の歳入の３つの視点から

少子化に伴う影響をまとめていく。 

 なお、将来推計人口については５歳階層別人口であり、正確に就学前児童と小・中学

生を歳出することができないため、調査においてはそれぞれの年代に近い階層における

2010 年の実績値に対する増減率から、2040 年の将来推計人口を算出している。 

 

（１）乳幼児への影響 

 まず、少子化に伴う就学前児童である乳幼児への影響として、保育所の入所について

整理する。 

保育所は就労等一定の基準 13を満たしている保護者からのみ申込みがあるので、その

申込者数の推移については、女性の社会進出や社会情勢から受ける影響が大きい。その

ため、今後の保育所について考えるときには、就学前児童数に対して既に入所している

児童も含め、どれくらいの割合で申込みがあるのかを保育所等入所希望率（以下「希望

率」という。）を想定し、それを基に計算する必要がある。社人研の将来推計人口に合

わせて現状と比較すると、図表 21のようになる。 

 

図表 21【（社人研の将来推計人口による）就学前児童数及び保育所等利用希望数】 
 

就学前児童数 
総人口に 
占める割合 

保育所等 
利用希望数 

希望率 

2010 年 8,080人 6.56％ 1,808 人 22.38％ 
2015 年 9,137人 6.85％ 2,779 人 30.41％ 
2040 年 6,297人 4.88％ 2,204 人 35.00％ 

13 2015 年度から開始された子ども・子育て支援新制度によって入所要件が緩和され、ひと

月において 48時間から 64 時間までの範囲内で、月を単位に市町村が定める時間以上労働

することを常態とすることとなった。本市においては、64時間を下限として規定。 
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 厚生労働省の発表した 2015年の全国の希望率は、38.30％となっており、国が想定し

ている保育需要のピークは 2017 年度としている。そのため、本市の希望率は今後も上

昇することが推察されることから、2040年の希望率を 35.00％と設定し、これを推計人

口に対する割合として計算した。また、待機児童が解消されている自治体における保育

所等の定員数が概ね 35％前後であることも、希望率の設定根拠となっている。 

 以上のような前提のうえで計算すると、2040 年の就学前児童数は 2015 年と比べて

2,840 人減少し、保育所等利用希望数も 575 人の減少となる。現在、認可保育所の定員

総数が 2,303人、小規模保育及び事業所内保育施設が 166人であることから、それらの

施設の一部で定員割れや廃園となることが予想される。特に、２歳までしか受け入れの

ない小規模保育施設や事業所内保育施設、駅から遠い私立保育所や公立保育所に大きな

影響が考えられる。 

 子どもの数の減少を前提として計算しているため当然の結果ではあるが、現在の保育

所増設の施策が近い将来定員割れを引き起こす可能性を秘めていることがわかる。 

 

（２）小・中学校への影響 

 次に、就学後の小・中学校への影響として、児童・生徒数や学級数について整理する。 

 社人研の将来推計人口に合わせて現状と比較すると、図表 22のようになる。 

 

図表 22【（社人研の将来推計人口による）小・中学校の児童・生徒数及び学級数】 

 小学校児童数 小学校学級数 中学校生徒数 中学校学級数 

2010 年 7,478 247 3,162 98 

2015 年 7,597 248 3,339 100 

2040 年 6,294 205 2,668 80 

 

 小学校においては、2015 年の児童数 7,597 人が 2040 年には 6,294 人となり、1,303

人（17.2％）減少し、中学校においては、2015年の生徒数 3,339人が 2040年には 2,668

人（20.0％）減少することがわかる。また、学級数においても小学校で 43 学級、中学

校で 20 学級の減少となる。 

 小・中学校合わせて 63 学級も減少することとなるため、その空き教室の活用や学校

で学習支援を行う非常勤職員等の減少による雇用機会の減少などの副次的な問題も懸

念される。また、小・中学校の学級数においては、特別支援学級や 35 人学級の問題、

人口増減の不均衡として、埼京線から離れた小・中学校での児童・生徒数の大幅な減少

など、上記以外にも多くの問題を抱えることとなり、長期的な視点を持った対策が必要

となる。このことから、小・中学校への影響としても、既存の政策から大幅に転換する

ことが想定される。 
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（３）財政への影響 

 最後に、少子化に伴う税収への影響として、生産年齢人口と相関性がある歳入につい

て検討する。 

 WT においては、近年の生産年齢人口の増加に伴って税収が連動して増加する科目を

調査し、個人市民税 14が納税者の絶対数の増加により大きく影響することがわかったた

め、2040年の個人市民税の状況を確認することとした。 

 市税については、現実的には将来の税制改正等により大幅に税収が変動する可能性が

あるため、あくまで簡易的に計算している。図表 23においては、直近３カ年（2012年

度～2014年度）の市税の平均値を基に、生産年齢人口１人当たりの 2040年時点の数値

を算出したものである。 

 

図表 23【（社人研の将来推計人口による）個人市民税の状況】 

 

 

 この結果、社人研の将来推計人口のおける生産年齢人口が大幅に減少するため、人口

に相関性のある個人市民税は大きく減少し、全体としての大規模な減収が見込まれる結

果となった。 

 また、今後の本市の状況としては、小・中学校の校舎の老朽化に伴う支出も見込まれ

ることから、人口減少や少子化により直ちに歳出が減少するとも考えにくい状況である。

そのため、歳出の減少を念頭に置くというよりは、将来的には歳入の減少を視野に入れ

て施策を検討していくことが重要となってくる。 

 

14 一般会計 2015年度歳入予算（479億２千万円）において、個人市民税 91億 239万円、法

人市民税 22 億 3,537 万円であり、個人市民税の割合が高い。 
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3.4 小括 

 

○ 戸田市の人口推移と結婚・出産の現状 

・1985 年の JR埼京線の開通以降、人口増加が続いている 

・平均年齢 39.9歳（2015 年１月１日現在）と若く、婚姻件数は一定数を保っている 

・他自治体に比べて、合計特殊出生率は比較的高い水準にある 

・出生数は 1,400人以上で推移している 

・千人当たりの出生率でみると緩やかに低下している 

 

○ 将来推計人口からみた少子化問題 

・社人研の将来推計人口によると、2040年には 12万９千人まで減少する 

・戸田市人口ビジョンの将来推計人口によると、2040 年には 14万８千人まで増加する 

・年齢３区分別人口割合でみると、どちらの将来推計でも少子高齢化が進む 

・少子化が進行すると、現行の施策からの転換が必要となる 

・少子化が進行すると、財政（特に歳入の減少）への影響が大きくなる 
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第４章 これまでの少子化対策 

 

 第２章及び第３章において、日本における少子化の原因と背景、本市の現状や今後の

少子化の可能性について整理してきた。 

 本章においては、これまで実施されてきた人口の減少に歯止めをかけるための計画や

少子化を防ぐための対策について、国や県、成功している自治体の取組をまとめる。こ

れまで実施されている少子化対策をまとめることで、次章において本市で考えられる有

効な少子化対策の提言へとつなげていく。 

 

4.1 国・県の少子化対策 

 

（１）国 

 まず、少子化対策を考えるうえで、人口がどのように増減していくのかを整理する。 

 人口は、基本的に「出生」「死亡」「転入」「転出」という４つの要因による総合的な

効果によって増減する。そのため、少子化対策を考えた場合、この４つの要因を踏まえ

て検討する必要があるが、日本においては移民の積極的な受入れを行っていないため、

「転入」「転出」の対策を講じるというよりは、「出生」の子どもの数を増やす対策が少

子化対策につながるものと考えられる。そのため、国における少子化対策の最終的な目

的は出生率の回復ではないかと考える。 

 また、「少子化対策＝子育て支援」と捉えがちではあるが、決してそうではない。少

子化対策は、出産に至るまでの阻害要因を取り除き、出生率の回復を目指す政策である。

このことを踏まえ、これまで実施されてきた国の少子化対策をまとめることとする。 

 国においては、図表 24のとおり 20年以上前からすでに少子化対策は実施されている。

まず、1990年の「（合計特殊出生率）1.57ショック」を契機として、本格的に少子化対

策に乗り出している。1994 年の「エンゼルプラン」を皮切りとして、保育所の拡充や

育児休業など仕事と子育ての両立支援が進められ、2001 年には「仕事と子育ての両立

支援等の方針」として「待機児童ゼロ作戦」が開始されるなど、当初の少子化対策は保

育サービスを重視して実施されてきた。 

 その後、2003 年に「少子化対策基本法」や「次世代育成支援対策推進法」が策定さ

れ、保育を重視した支援から、仕事と子育ての調和を重視した「ワーク・ライフ・バラ

ンス」という流れに変わっていった。また、その後も経済的支援が進められ、高校授業

料無償化なども実施されているが、基本的な対策としては、女性の社会進出と仕事と子

育ての両立が困難だという問題を解決するために、「共働き家庭」をターゲットとした

施策が重視されている状況である。 
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図表 24【（国における）これまでの取組】 

 

出典：内閣府「平成 27年度版少子化社会対策白書」2015年 
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 また、最近では少子化を含めた人口減少に向けた取組が国の最重要課題として捉えら

れ、第１章 1.5 でも説明したとおり、創生法から将来人口の目標値が定められるなど、

人口減少対策や地方創生に取り組む自治体への支援が進んでいる状況である。 

 

図表 25【（社人研による）日本の将来人口推計】 

 

出典：（実績値）総務省「国勢調査」、「人口推計」／（推計値）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計

人口（2012年 1月推計）:出生中位・死亡中位推計」（各年 10月 1日現在人口）、厚生労働省「人口動態統計」 

 

 社人研の将来推計人口では、図表 25 のとおり人口減少が進むだけでなく、少子高齢

化が進行することで偏った人口構成へと変化してしまう。そのため、最近では「一億総

活躍社会の実現」を掲げ、大きな柱として「希望出生率 1.8」を 2020 年代半ばに実現

を目指すとしている。 

 このように、国としても少子化対策に本腰を挙げている状況であり、特に合計特殊出

生率の目標値を設定したことや、結婚支援の活動である「婚活支援」にも乗り出したこ

とは画期的に取組が変化してきたといえる。 

 

（２）埼玉県 

 次に、埼玉県の少子化対策について整理する。 

埼玉県では、子育て支援を県民の最も関心が高い分野の一つと位置付け、早くから取

組を開始している。まず、2005年度から 2009 年度までの５年間に「埼玉県子育て応援

行動計画」の「前期計画」を、また 2010年度から 2014 年度までの５年間を「後期計画」

として実施し、認可保育所受け入れ枠の拡大、地域子育て支援拠点や放課後児童クラブ
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の整備などの取組を実施してきた。その結果、待機児童数は 2005 年の約 1,800 人から

2014 年の約 900 人へと半減し、地域子育て支援拠点においては、2005 年の 176 カ所か

ら 2014 年には 481カ所へ増設するなど、一定の成果を上げている。 

 また、2015年度からは新たに 2019年度まで５年間の計画として「埼玉県子育て応援

行動計画」を策定し、誰もが子どもを生み育てることに喜びを感じられる社会づくりを

目指している。同計画においては、県の子育て支援の内容や目標値等を明確にすること

で、総合的で効果的な子育て支援を進めているところである。 

 埼玉県による特徴的な子育て支援策としては、県内の子育て家庭の優待制度である

「パパ・ママ応援ショップ」や、子育て家庭が安心して外出できる環境をつくる「赤ち

ゃんの駅」などの登録制度を実施しており、乳幼児のいる子育て家庭を中心として広く

活用されている。 

 その他としては、福祉部少子政策課において「埼玉県 結婚・妊娠・子育て 応援公式

サイト（http://www.saitama-support.jp/）」を開設し、結婚から妊娠・出産、子育て

情報まで一括して検索できるよう情報の一元化を進めるとともに、産業労働部ウーマノ

ミクス課においては、「埼玉版ウーマノミクス 15プロジェクト」を実施し、女性の活躍

によって経済を活性化させるために、女性が働き手や消費や投資の担い手となり、女性

が自己実現をして、生き生きと輝く社会を実現させるために取り組んでいる。 

 こうした積極的な取組の効果もあり、現在埼玉県全体の人口としては増加が続いてお

り、人口減少社会において数少ない人口の増加している都道府県の一つとなっている。

しかし、埼玉県においても人口のピークはすぐそこまで迫っている状況にある。 

 

図表 26【埼玉県の人口推移（各年 10月１日現在）】 

 
出典：埼玉県『統計からみた埼玉県のすがた 2015年版』2015年 

15 「ウーマン（Women）」＋「エコノミクス（Economics）」の造語。 
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 2010（平成 22）年の国勢調査においては、年齢３区分別人口の年少人口割合が低下

しており、調査開始以来最も低い 13.3％（953,668人）となり、少子化は進行している

ことがわかる。特に、少子化以上に高齢化の進行スピードが早いこともあり、計画的に

少子高齢社会への対策を講じていく必要がある。 

 

図表 27【埼玉県の年齢３区分別人口構成比（各年 10月１日現在）】 

 

出典：埼玉県『統計からみた埼玉県のすがた 2015年版』2015年 

 

 現在、埼玉県においても、創生法を踏まえて総合戦略の策定を進めている状況にある

ようだが、報告書作成時点（2016 年３月７日現在）においては策定されてはいない。

今後策定される総合戦略や人口ビジョンは、戸田市にも関係してくる計画であるため、

引き続き注視していく必要がある。 

 最後に、その他の取組としては、彩の国人づくり広域連合 16において、自治体が直面

する共通課題に対応するため、県や市町村の職員、企業、NPO、大学等との共同研究と

して、約９か月間をかけて政策課題共同研究を実施している。2015 年度『人口減少社

会突破戦略～日本の縮図「埼玉」から地域再生を先導する！～』を研究テーマとして、

市町村に活用できる人口減少や少子化対策の研究を実施しており、同研究では実践的な

政策提案として 100の事業を提案しているようである。この研究結果については、報告

書作成時点（2016 年３月７日現在）で公表されていないが、戸田市においても活用で

きる事業は積極的に取り入れていくべきである。 

16 埼玉県と県内全市町村が参画し、職員の人材開発・人材交流・人材確保に取り組む特別

地方公共団体。 
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4.2 他自治体の少子化対策 

 

 ここまで、国及び埼玉県の少子化対策について確認してきた。続いては、他自治体の

取組として、（１）出生率の高い自治体、（２）共働き社会が構築されている自治体、（３）

出生率が回復した自治体の３つの自治体を取り上げることとする。 

 なお、（１）と（２）においては地域によって特徴がみえるため、県の単位として「沖

縄県」と「福井県」の状況を確認する。また、（３）においては近年出生率を V 字回復

させた「岡山県奈義町」の取組について確認する。 

 

（１）沖縄県 

 少子化は、出生率の低下に伴い、総人口に占める子どもの数が少なくなることを指し、

新旧世代の間で１対１の人口置換えができなくなる状況である。現在、都道府県別で自

然増減数を確認すると、出生数が死亡数を上回った都道府県は、愛知県、滋賀県及び沖

縄県の３県のみとなっており、それ以外の 44 都道府県はすでに死亡数が出生数を上回

っている。 

 

図表 28【都道府県別にみた自然増減数及び自然増減率（2014 年）】 

 

出典：厚生労働省『人口動態調査（平成 28年我が国の人口動態）（平成 26年までの動向）』 

 

 このような状況下において、沖縄県は全国で最も高い合計特殊出生率 1.86、出生率

（人口千対）11.6 を記録しており、また、自然増減数（人口千対）をみた場合、最も

高い＋3.6 となっている。自然増減数の最も低い秋田県では、△8.8 となっていること

から、沖縄県がいかに高い状況であるかがわかる。 

 沖縄県の少子化や人口減少改善に向けた取組としては、2014 年に策定した「沖縄県

人口増加計画～沖縄 21 世紀ビジョンゆがふしまづくり～」や、それを基にした「沖縄
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県人口増加計画（改定版）（沖縄県まち・ひと・しごと創生総合戦略）」がある。同計画

では、「安心して結婚し出産・子育てができる社会」、「世界に開かれた活力ある社会」、

「バランスのとれた持続的な人口増加社会」を目指すべき社会の姿として描き、取り組

んでいる。 

 しかし、出生率の高い沖縄県においても、少子化につながる課題がある。 

 まず、出産につながるためには、結婚することが日本の場合は欠かせないことは先述

したとおりであるが、沖縄県の婚姻状況としては決して高い状況ではない。むしろ全国

平均に比べて生涯未婚率は高い状況にある。 

 

図表 29【生涯未婚率の推移】 

 

出典：沖縄県『沖縄県人口増加計画（改定版）』2015年 

 

 また、結婚後においても、他の地域と比較して子育てしやすい環境とはいえない。 

 特に、共働きで子育てをしたい世帯においては、他の地方に比べると祖父母が近くに

住んでいることは少なく、支援も受けにくい状況である。理想の子ども数をもたない理

由として「子育てや教育にお金がかかりすぎる」ことをあげた割合も高く、経済面が課

題として重くのしかかっている。 

 また、平成 26年度沖縄県労働環境実態調査報告書（2015年３月）によると、育児休

業制度を採用している事業所 17は 49.1％で、採用していない事業所は 48.6％となって

おり企業の態勢も万全とはいえない。加えて、沖縄県の待機児童は多く、現在安心して

働ける状況づくりを進めている状況にある。 

17 育児・介護休業法では、育児休業制度を全事業所に義務付けている。 
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図表 30【沖縄県の待機児童数の推移】 

 

出典：沖縄県『沖縄県人口増加計画（改定版）』2015年 

 

 こうした課題がある中、なぜ沖縄県の出生率が高いかというと、平成 17 年度版厚生

労働白書やその他の文献を調査してみえてきた結果として、結婚後の出生行動が他の地

域に比べて高いことがわかる。有配偶者当たりの出生数を見てみると、第３子や第４子

以上の子どもの数は全国的にも高く、結婚後において多くの子どもを持つ傾向が高いこ

とがわかる。 

 

図表 31【出産順位別にみた出生数の構成比の推移】 

 
出典：沖縄県『沖縄県人口増加計画（改定版）』2015年 
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 こうした状況の背景としては、沖縄県は他の都道府県に比べて、①共同社会的な精神

が残っており、子どもを産めば何とか育てていける地域性や、②男児跡継ぎの意識が強

く残っているので男児が生まれるまで産児を制限しないとの説もある。そのため、沖縄

県の出生率の高さは、出産や子育てに価値をおく「規範意識」の強さからきているので

はないかと推察される。 

 

（２）福井県 

 次に、共働き社会 18が構築されている福井県の取組についてまとめていく。 

 これまでの少子化対策に鑑みると、子どもをもつ親に対して、仕事と子育てが両立し

やすい環境づくりを進めており、保育所の拡充や育児休業などの支援が中心となって実

施されてきた。 

しかし、このような出産後も働きたいと考える子育て世帯の需要に対し、保育所等の

整備は遅れており、年々保育所等の利用率は上昇し、待機児童数も減少していない状況

にある。2015（平成 27）年では、23,167 人の保育所等待機児童数がいるため、出産後

保育所等に子どもを預けることができることは、子育て環境として求められている重要

なポイントとなっている。 

 

図表 32【保育所等待機児童数及び保育所等利用率の推移】 

 

出典：厚生労働省『保育所等関連状況取りまとめ(平成 27 年４月１日)及び 

「待機児童解消加速化プラン」集計結果』2015年 

18 2010 年国勢調査によると、共働き率福井県 67.43％、全国平均 53.92％となっている。 
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 このような現状において、福井県では県全体としても保育所等の待機児童はいないた

め、結婚後も女性の働きやすい環境が整っている。また、待機児童がいないことに加え

て、祖父母・子・孫の３世代の同居ないし近居の割合が高く、祖父母からの支援がある

ため働きやすい環境となっていることも特徴である。経済的な面からも、共働き世帯の

割合が高いことから世帯収入が多く、また、有効求人倍率も高いことから雇用環境が充

実しているといった優位性もある。 

 行政の取組としては、2000 年に福井県の人口がピークに達し、人口減少が始まって

以降 2004年度に「ふくい 2030年の姿」や、翌年度には「元気な子ども・子育て応援計

画」など、早い段階から取組を行っている。特徴的な取組としては、当時は珍しい若者

の出会いの場を提供する「迷惑ありがた縁結び運動」を展開するなど、行政による婚活

支援を早くから実施している。現在は、2015 年に「ふくい創生・人口減少対策戦略」

を策定し、人口減少や少子化改善に向けた取組を戦略的に実施し、中長期的な対策を推

進している。 

 しかし、福井県の少子化対策が全て成功しているわけではない。福井県の大きな課題

としては、高校や大学卒業後、県外へ若者が転出してしまうことである。 

 

図表 33【福井県の社会増減（転入者数・転出者数）の推移】 

 

出典：福井県『福井県の人口の動向と将来見通し』2015年 

 

 出生率も全国的に高く、共働きの環境も整備されている状況にあっても、結婚・出産

の多い年代が減少してしまうことには、全体として少子化を改善する状況にはつながっ

ていかない。そのため、自治体の戦略として考える場合は、「転入」「転出」の対策を講

じていくことが肝要である。 
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（３）岡山県奈義町 

 最後に、出生率を V字回復させた成功自治体として、岡山県奈義町の取組について確

認する。 

 少子化の現状においては、出生率をいかに上昇させるかを考えていかなければならな

い。日本では、人口が長期的に増減しない人口置換水準が合計特殊出生率 2.07 となっ

ている一方で、2014年 19の合計特殊出生率の全国平均では 1.42 と低い水準となってお

り改善していない状況である。 

 このような中、岡山県奈義町では 2014年の合計特殊出生率 2.81を達成し、全国で最

も高い自治体となっている。しかし、奈義町においても、2005年から 2007年にかけて

は一度減少しており、人口が少ない自治体でもあることから危機感が強まり、少子化対

策を本気になって開始している。 

 

図表 34【合計特殊出生率と出生数の推移（1999～2013 年）】 

 

出典：奈義町『奈義町人口ビジョン』2015年 

 

 代表的な少子化対策としては、2012 年に安心して子どもを産み育てることができる

まちを目指し、「子育て応援宣言」を行っている。「子育てするなら奈義町で！」をキャ

ッチフレーズとして、妊娠・出産期から就学期まで切れ目のない支援策を打ち出したこ

とで、子育て世帯を呼び込むことに成功し、出生数の増加に結びついている。 

 また、奈義町独自に行っている施策を確認すると、高校生まで医療費無料や高等学校

等就学支援、第３子以降の出産祝い金（20 万～40 万）交付などの金銭面での補助をは

19 厚生労働省『人口動態統計』2014 年 
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じめ、子育て世代への定住促進策として、40歳未満を対象にした低家賃の住宅整備「若

者定住促進住宅」などを実施している。その他にも様々な子育て支援策に取り組んでお

り、新しい取組を実施しているというよりは、子育て支援に効果的であると考えられる

もの全てに取り組んでいるという印象がある。 

 子育て支援の取組の効果としては、１世帯当たりの子どもの数にも表れている。小・

中学校児童・生徒扶養世帯において１世帯当たりの子どもの人数 20を算出すると、子ど

もが３人いる世帯が 38.8％と最も多く、次に多かったのは子どもが２子いる世帯

35.8％である。また、子どもが４人いる世帯も 9.7％で、子ども２人以上の世帯では全

体の 85％以上を占めている状況である。 

 

図表 35【１世帯当たりの子ども数（％）（2015年７月現在）】 

 

出典：奈義町『奈義町人口ビジョン』2015 年 

 

 奈義町においては、「子育てしやすいまち」のイメージが浸透しており、子どもをた

くさん出産しても安心との雰囲気づくりに成功している。妊娠・出産期から乳幼児期、

就学期まで子育てする家庭の立場になった切れ目のない支援は重要であるが、それだけ

では実際の成功にはつながらない。自治体においては、奈義町のように子育てしやすい

環境をつくり、子育て世帯の結婚や子育てに対する意識を変えていくとともに、まちの

外から呼び込んでくることが重要であることがわかる。 

 

4.3 戸田市の少子化対策 

 

 続いて、本市の少子化対策についてまとめていく。 

 第１章においては、前年度の研究結果として戸田市の人口増減の特徴を整理し、第３

章では、（１）人口推移（２）結婚・出産の状況をまとめることで、本市の現状につい

20 平成 26年国民生活基礎調査によると、児童のいる世帯の平均児童数 1.69人。 
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て整理してきた。 

そこで、本節においては少子化改善につながる取組として、①自然増、②20 代・30

代の社会増、③その他の少子化改善につながる取組の３つの視点からまとめていく。 

 まず、①自然増につながる取組としては、「結婚」「出産」の２つにわけることができ

るため、それぞれに関係する取組をまとめる。 

 

① 自然増 

○ （市内で）結婚につながるような取組 

No. 取組内容 部局名 

１ 
夜間出入口に戸田市のパネルを掲示し、婚姻届を提出するカップル

の記念写真（思い出づくり）のサポート 
政策秘書室 

２ 結婚記念樹の贈呈 環境経済部 

３ 子育てしやすい環境整備 こども青少年部 

４ 
戸田市ホームページの「子育て情報リンク集」での情報発信 

子育て応援ブックの作成 
こども青少年部 

 

○ （市内で）出産を支援するような取組 

No. 取組内容 部局名 

１ 出産記念樹の贈呈 環境経済部 

２ 不妊治療を受けている夫婦に費用の一部を助成 福祉部 

３ 子育てしやすい環境整備 こども青少年部 

４ 産前産後支援ヘルプサービス こども青少年部 

５ 
戸田市ホームページの「子育て情報リンク集」での情報発信 

子育て応援ブックの作成 
こども青少年部 

６ 
産婦人科医在宅当番医制を実施し、休日における産婦人科の救急医

療体制を整備 
市民医療センター 
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 続いて、②20 代・30 代の社会増につながる取組としては、現在戸田市に住んでいな

いが今後住民となる可能性のある「潜在住民」の転入を促進する取組と、現在戸田市に

住んでいる「既存住民」の転出を抑制する取組がある。社会増については、定住人口獲

得を目指して実施しているシティセールスの取組とも関係するが、今回は戦略会議で意

見のあった取組のみまとめることとする。 

 

② 20 代・30代の社会増 

○ 潜在住民（現在住んでいない住民）の転入を促進する取組 

No. 取組内容 部局名 

１ 
戸田市のホームページの「戸田市に住もう！」で、まちの魅力を情

報発信 
政策秘書室 

２ 
「戸田市ライフブック」を市内マンションギャラリーや不動産業者

に配布し情報発信 
政策秘書室 

３ 
戸田市が優位に立つデータ（住みよさランキング等）を情報発信し、

マンション販売業者等の第３者を通じた情報拡散を後押し 
政策秘書室 

４ 水と緑のネットワーク推進事業 環境経済部 

５ 子育て支援施策の充実 こども青少年部 

６ 毎年の認可保育園の新設 こども青少年部 

７ 
戸田市ホームページの「子育て情報リンク集」での情報発信 

子育て応援ブックの作成 
こども青少年部 

８ 土地区画整理事業による都市基盤整備の推進 都市整備部 

９ 
戸田市ホームページの「戸田市の教育の取組（学力向上、いじめ防

止など）の情報ページ」で教育の優位性を情報発信 
教育委員会事務局 

10 
青山学院大学や民間企業ベネッセとの包括協定による最先端授業の

展開 
教育委員会事務局 

11 中学校選択制の実施 教育委員会事務局 
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○ 既存住民（現在住んでいる住民）の転出を抑制する取組 

No. 取組内容 部局名 

１ 
若年層をターゲットとした広報紙づくり（子育て関連の情報の充実

や「ここに注目！」コーナーで戸田市の特徴的な取組を紹介） 
政策秘書室 

２ ＳＮＳを活用してタイムリーに市内の情報を写真付きで発信 政策秘書室 

３ 戸田ヶ原自然再生事業（ふるさとの風景を再生） 環境経済部 

４ 再生可能エネルギー機器や次世代自動車等の導入補助 環境経済部 

５ 子育て支援施策の充実 こども青少年部 

６ 子育て支援拠点事業（子育て支援センター等）、病児保育の充実 こども青少年部 

７ 
戸田市ホームページの「子育て情報リンク集」での情報発信 

子育て応援ブックの作成 
こども青少年部 

８ 市営住宅において子育て世帯を優遇 都市整備部 

９ 「教育広報とだ（年４回発行）」で戸田市の教育のよさを情報発信 教育委員会事務局 

10 
外国人指導助手を全小・中学校に配置し、英語教育における小・中

一貫教育を推進 
教育委員会事務局 

11 
児童生徒用タブレット PCや大型テレビの各教室の配置など、最先端

の ICT環境を整備 
教育委員会事務局 

12 
子ども大学・市民大学を充実させ、子どもから大人までの生涯学習

機会の提供 
教育委員会事務局 

13 放課後学習や土曜学習塾などの実施 教育委員会事務局 

 

 最後に、③その他の少子化改善につながる取組として、間接的な少子化対策について

まとめていく。 
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③ その他の少子化改善につながる取組 

No. 取組内容 部局名 

１ 少子化の改善に向けた調査研究 政策秘書室 

２ 
戸田市総合戦略にて「若い世代の出産・子育ての希望をかなえる」

を基本目標として設定 
総務部 

３ 子育て関係の NPO団体に対する援助（活動支援、補助金等） 市民生活部 

４ 男女共同参画計画（子育て支援の拡充等）の促進 市民生活部 

５ 
20 代の女性を対象に、子宮がん検診の勧奨通知に妊娠適齢期の情報

を提供 
福祉部 

６ 「子ども・子育て支援新制度」に基づき、市民ニーズを調査 こども青少年部 

７ 小児救急市民講座を実施 市民医療センター 

８ 小児科診療で子育て支援 市民医療センター 

 

 以上の内容が、本市で実施している主な少子化対策である。 

 なお、2015 年に策定した戸田市総合戦略の実施に向けて、2016 年３月に「戸田市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプラン（以下「アクションプラン」という。）」

が決定し、戸田市総合戦略の目標達成 21に向けた個別の事業がまとまったばかりである。

今後は、本市の人口減少や少子化改善を目指し、アクションプランの事業計画に即して

実施されることとなる。 

 

 

21 人口の将来展望として、2040年に 14.8万人、2060年に 14.9 万人の維持を目指す。その

ため、①合計特殊出生率を 2040 年に 1.80 まで上昇させ、以降一定にすること、②10代・

20代の転入超過の縮小幅を一律 10％減少させ、以降一定にすること、③30代・40代及び

０～９歳人口の転出超過を 10％抑制させ、以降一定にすることを目指している。 
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第５章 少子化解消に向けて 

 

 第２章から第３章にかけて、日本における少子化の原因やその背景を確認し、本市の

現状と今後の見通しについて整理してきた。また、第４章においては、国や県、少子化

解消に向けて成功している自治体の取組を研究することで、本市の少子化対策として効

果的な取組を検討するきっかけとしてきたところである。 

 ここまでの状況を踏まえると、少子化対策は子育て支援と捉えるのではなく、「少子

化対策＝家族政策」の視点を持って、出産に至るまでの阻害要因を取り除くとともに、

ライフステージごとの施策を実施し、子育てしやすい環境づくりを進めていくことが重

要となってくることがわかる。 

 また、国や県、基礎自治体において少子化対策は異なってくる。国としてやるべき（で

きる）こと、県としてやるべき（できる）こと、基礎自治体としてやるべき（できる）

ことを見極めたうえで、地域の実情に応じた取組を実施していく必要がある。特に、首

都圏に隣接する本市においては、首都圏隣接自治体としての少子化対策として「戸田市

モデル」を実施していくことが肝要である。 

 現在、本市に見合った人口展望を実現し、将来にわたって活力ある豊かな地域社会を

実現させていくために、戸田市総合戦略を策定し、アクションプランの基づいて取り組

んでいるところである。この中では、少子化解消に向けた取組が広く含まれているため、

このアクションプランを通じて実践していくことが最も望ましい。 

 そこで、本研究においては、戸田市総合戦略やアクションプランを精査したうえで、

補足的な観点から５つの視点で少子化解消に向けた方向性をまとめていく。 

 

5.1 「出会う」×少子化戦略 ～婚活支援の実施～ 

 

 日本では、婚外子出生率は２％しかなく、結婚した後に子どもが産まれる状況にある。

そのため、出生率を増加させるためには「結婚」が一つのポイントであり、その前には

当然にして出会いがある。 

戸田市総合戦略の基本目標Ⅱにおいては「若い世代の出産・子育ての希望をかなえる

～「この地で出産・子育てしたい」と思われるまちをつくる～」とし、①子育てと仕事

の両立支援、②出産、子育てへの経済的支援、③出産・子育てへの不安解消、④学校・

教育環境の充実を施策として掲げている。この４つの施策に加えて、少子化を解消する

ための「婚活支援」も取り入れることで、結婚する住民が増え、結果として本市で出産

や子育てをしたいと考える世帯の増加につながっていく。 

 婚姻率（人口千対）22をみた場合、最も婚姻率の高い都道府県は東京都（6.7）であ

り、続いて沖縄県（6.0）が続くが、その後は愛知県（5.7）、大阪府・神奈川県・福岡

22 厚生労働省『人口動態統計』2014年 
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県（5.4）と大都市が続いている。そのため、婚姻率の上昇だけをみると、沖縄県以外

の大都市が上位にあり、その大都市においては合計特殊出生率が低く、結婚は出産につ

ながっていないようにもみえる。しかし、実際には大都市で結婚した夫婦の多くは、子

育て期に入ると経済面や働き方の変更などによって、周辺自治体へと転出している状況

である。 

 本市では、2015年 11月に戸田市商工会において、市内商店の食べ歩きや飲み歩きな

どを通じて商業の活性化を促す「戸田とことんバル」を実施し、そのなかで男女の出会

いを創出する「街コン」を実施している。どの団体が実施主体となるか、また、「街コ

ン」という１日イベント型にするのかなどは更なる研究を要するが、本市の住民で結婚

を希望している男女に対して結婚の後押しをしていくことは、少子化に効果がある取組

であるといえる。 

 なお、国で実施する場合と異なり、本市で実施する場合は、最終的に男女が結びつく

とともに、市外へ転出しないことが条件となってくる。そのため、参加者のターゲット

選定なども検討しながら進めていくことが必要である。 

 

5.2 「暮らす」×少子化戦略 ～近居支援の実施～ 

 

 次に、子育て世帯が住みやすい環境づくりとして、親族との同居・近居の「集住化」

について言及する。 

集住化は、子どもの立場からすれば自分をケアしてくれる大人が増え、親からすると

子育ての負担が分散し、女性の就業も容易になるなどの効果がある。また、祖父母から

すると、孫育てという楽しみや生きがいが得られるなどの効果がある。 

 

図表 36【戸田市の人口推移と特徴】 
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出典：「住民基本台帳」（各年１月１日現在） 

 本市においては、図表 36 のとおり JR 埼京線が開通した 1985 年以降人口が急増し、

開通から 30 年で５万人以上増加している。人口増加の分岐点から本市に転入された子

育て世帯においては、当時の子どもが現在では結婚・出産の適齢年齢にまで成長してい

る状況である。子どもの頃から本市で育ち、大人になった住民は本市への愛着があり、

こうした年代をターゲットとして、同居・近居施策を講じることは効果的である。 

 しかし、３世代の同居をするためには、一定の住宅面積が必要である。本市の１世帯

当たりの人数の特徴としては、世帯人数が４人までは増加するが、５人以上になると減

少してしまう。これは、１住宅当たりの住宅延床面積が 65.42 ㎡ 23 と狭く、分譲マン

ションの間取りも３LDK（70㎡台）が中心となっていることが影響しているのではない

かと推察される。 

 そのため、本市における集住化の施策としては、同居支援よりも「近居支援」が必要

となってくる。 

 

図表 37【世帯数及び世帯人員（1985～2010 年）】 

総数 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上
1985 25,974 76,960 25,713 6,744 3,870 4,574 6,753 2,542 825 405 75,823 2.95
1990 32,596 87,599 31,999 9,633 6,136 5,815 6,970 2,275 774 396 86,129 2.69
1995 38,734 97,571 38,633 12,723 8,627 7,176 6,924 2,180 678 325 96,532 2.50
2000 44,445 108,039 44,331 15,457 10,172 8,139 7,454 2,188 653 268 106,833 2.41

2005 49,059 114,782 49,059 18,034 11,365 8,749 7,892 2,193 606 220 114,782 2.34

総数 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上
2010 54,149 121,174 54,149 21,763 12,323 9,255 8,020 2,058 532 198 121,174 2.24

1世帯当
たり人員

年
総　　　数 一　　　　　　　般　　　　　　　世　　　　　　　帯

世帯数 世帯人員
世　　　　　　　帯　　　　　　　数

世帯人員
1世帯当
たり人員

年
総　　　数 一　　　　　　　般　　　　　　　世　　　　　　　帯

世帯数 世帯人員
世　　　　　　　帯　　　　　　　数

世帯人員

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 現在、国においては、都市再生機構（UR）の「近居割」の充実を進めている。この中

では、親子が同一または半径２㎞圏内の UR 団地に住む場合、新規入居する世帯の家賃

を５年間、５％割り引くサービスを実施している。また、これを拡充した近居割ワイド

というサービスでは、片方の世帯が民間賃貸や自己所有の戸建てなど、UR の管理下に

ない住宅に居住していても、同様に家賃を割り引くなど、先行して実施している。 

 また、埼玉県においても、県営住宅の募集において近居専用枠を設けるなど、近居支

援は徐々に拡がりつつある。 

 本市においては、「近居支援」の最終的な目的として、子どもが成長して家庭を持つ

ときに市外への転出を抑制させることにある。そのため、国や埼玉県のように管理して

いる住宅（市営住宅）を活用して支援していくよりは、今後の歳入を考えながら、金銭

的な補助を検討していくことが望ましい。 

23 総務省『住宅土地統計調査』2013年 
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5.3 「楽しむ」×少子化戦略 ～子育てが楽しめるまち宣言～ 

 

 続いて、子育てを楽しむまちづくりとして、出産や子育てに価値を置く「規範意識」

の強さについて言及する。 

 従来から少子化対策というと、保育のサービス拡大を図ったり、仕事と子育ての両立

支援を実施したり、金銭的な補助を行うなど、行政が主体となる取組が中心であった。

しかし、それらの行政サービスだけでは、予算的にも限界があり、結婚や出産しやすい

まちとして浸透するまでには時間を要する。また、ほぼ全ての自治体において少子化対

策は積極的に実施されており、他との差別化を図ることは難しい。 

 第４章の沖縄県や福井県、奈義町の少子化対策を調査した結果からも、奈義町の子育

てに予算を特化した事例は一部例外ではあるが、行政が少子化対策を実施した効果とい

うよりも、「（結婚後）子どもを多く欲しい」「子どもを産んでも安心」といった意識の

面が大きいことがわかっている。 

 また、2009 年の海外子育て経験者インタビュー結果 24や他の文献などからは、日本

は海外に比べて、面識がない親子連れに対して冷淡であるといった意見が多い。赤ちゃ

んを連れて外出したとしても、知らない子ども連れの親子に声をかける人はほとんどお

らず、ベビーカーで移動しているときに介助を申し出る人も少ない。加えて、飲食店で

子どもが一度泣いてしまうと周囲の目は厳しいなど、せっかく子どもを産み育てていて

も、社会から歓迎されていると思えないとの声が多くあるのが現状である。 

 こういった状況からも、出産や子育てに価値をおく「規範意識」の強さが少子化改善

に向けた重要なポイントとなってくる。 

 そこで、本市では、住民全員が赤ちゃんを見かけたら微笑みかけることや、ベビーカ

ーを押している親が電車に乗ろうとしていれば少し手を貸すような、子どもを大切にす

るまちづくりを進めることが重要となってくる。これは、子育て支援に予算もかける必

要もなく、最も簡単な子育て支援である。 

例えていうならば、山登りをしていると見知らぬ登山者同士が挨拶を交わすように、

本市で小さな子ども連れの親子にあったときには微笑みかけ、手助けをするようなまち

づくりを進めていく必要がある。その結果、子育てしているときの孤立感を和らげるこ

とにつながり、親族が近くにいなくても安心して子育てができ、子育てを楽しむことが

できるまちへと変貌を遂げていく。 

 また、最近では育児に積極的に関わるイクメンや、育児を前向きに協力するイクバア、

イクジイなども取り上げられており、こういった人たちが親族以外にも子どもと接点を

持てるよう、まち全体で子育てを楽しむ環境づくりを進めていくことも必要である。 

24 内閣府政策統括官『子育てしやすい環境、製品・サービス、手法などを海外から学ぶ～

海外で子育て経験のあるパパ・ママ、100人インタビュー結果』2009 年 
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5.4 「呼び込む」×少子化戦略 ～シティセールスの推進～ 

 

 続いて、まちの魅力を高めて、若い世代を呼び込むことで少子化を解消する視点につ

いて言及する。 

 日本では、人口が長期的に増減しない人口置換水準が合計特殊出生率 2.07となって

いるが、これは「出生」「死亡」の２つの要因のみを考えた場合である。自治体におい

ては、その他「転入」「転出」による社会増減が少子化に大きく影響を及ぼし、結婚・

出産する割合の高い年齢層を呼び込むことによっても出生率が増加する可能性が高ま

り、少子化の解消につながっていく。 

 本市では、まちの魅力を市内外にアピールし、人や企業に関心を持ってもらうことで、

誘致や定着を図り、将来にわたるまちの活力を得ることにつなげる活動として、「シテ

ィセールス」を推進している。2011年度から 2015年度までの計画期間として、本市の

シティセールス推進の手順書として位置付けている「戸田市シティセールス戦略」が改

訂時期を迎え、2016 年４月から新たに「戸田市シティセールス戦略改訂版」がスター

トする転換期でもあり、定住人口獲得に向けた取り組みに対する機運がさらに高まる状

況にある。 

また、戸田市総合戦略の基本目標Ⅰでは、「新しい人の流れをつくる～若い世代（特

に子育て世代・住宅購入世代）の転出を抑制する～」となっているが、転出抑制だけで

なく「転入促進」の視点も加えることで、少子化の解消が進むとともに、子育てをして

いる家庭が増えることによって、ママ友やパパ友といった横のつながりもできやすくな

り、子育てしやすい環境がつくられる。 

 戸田市シティセールス戦略改訂版においては、定住人口獲得を目的としてメーンター

ゲットを絞り、ターゲットに応じた施策を展開する予定である。ここでは、ターゲット

を設定したときの検討材料として挙がった 30代女性の特徴について一点取り上げる。 

 

図表 38【戸田市における 30代女性市民の就業率（2010年）】 

年齢層 

婚姻状況 
30～34 歳 35～39 歳 

未婚（Ａ） 87.4% 84.6% 

既婚（Ｂ） 48.8% 50.7% 

（Ａ）－（Ｂ） 38.6％ 33.8％ 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 本市では、未婚女性の就業率は高いが、結婚すると急激に就業率が下がる傾向にある。

30 代女性の未婚女性と既婚女性の就業率を比較すると、県内で最も結婚に伴って就業
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率が低下することが特徴の一つとなっている。また、本市の保育所等利用希望者数や希

望率の状況に鑑みると、待機児童はいるものの希望率（30.41％）は全国平均（38.30％）

よりも低く、約７割の世帯では家庭で子育てをしている状況である。そのため、保育所

等の拡充などの子育て支援はもちろん必要ではあるが、家庭で子どもを育てている、い

わゆる「典型的な家族」を支える仕組みも重要となってくる。 

 最後に、若い世代を呼び込むことに必要な視点としては「情報の見える化」である。

実際に優れた施策や子育ての環境づくりを進めたとしても、市外の潜在住民にまで伝わ

らないと効果がない。少子化解消に向けて、行政だけでなく市民も一緒になってシティ

セールスを推進し、ターゲットとしている層を積極的に呼び込んでいく必要がある。 

 

5.5 「考える」×少子化戦略 ～少子化克服の体制づくり～ 

 

 最後に、少子化を解消するための組織体制について言及する。 

 戦略会議の話し合いの中で、少子化対策の所管部署について議論したが、現在本市に

おいては少子化を所管する部署や体制が構築されていないことがわかった。 

 

図表 39【戸田市の少子化に関する施策の実施部署（一部）】 

No. 取組内容 部局名 

１ 子育て支援全般 こども青少年部 

２ 妊娠中から子育て期の相談・検診 福祉部 

３ 男女共同参画 市民生活部 

４ 女性の活躍 環境経済部 

５ 新規行政課題（婚活支援） 総務部 

６ 少子化解消施策のＰＲ 政策秘書室 

 

 以上の実施部署については、戦略会議での議論から浮かび上がった代表的なものを挙

げたものであり、これ以外にも関連する部局がある。 

 現在、戸田市総合戦略のアクションプランにおいて、人口減少や少子化、人口構成の

バランスを確保するための個別事業の進捗管理は進みつつあるが、少子化を計画的に乗

り切るための窓口となる所管部署が今後必要になってくる。 

 他の自治体においては、少子化の解消に向けて少子化政策に特化した部署を設け、自

治体全体で取り組んでいるところである。他自治体に先を越されないためにも、市全体
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の課題として進めていくことが望ましい。 

 なお、少子化対策を進めていく際は、本市として目指す方向性を事前に示しておく必

要がある。例えば、前章で取り上げた「福井県」のように、共働き家庭を前提として地

域の協力があって少子化対策を推進しているところもある。また、東京都千代田区にお

いては、「子どもは未来を担う宝」であるとの考えから、2005年度から５年間を対象と

して「千代田区子育て施策の財源の確保に関する条例」を制定し、2010 年には新たな

５年間を対象とした条例を制定し、子育て支援を実施している。この条例においては、

財源確保の目標として「各年度の特別区民税歳入見込額のおおむね１パーセント程度の

額を子育て環境の整備・充実のための新規・拡充施策に要する経費にあてるものとす

る。」と定め、行政主導で財政支援を充実させている。 

 このように、少子化対策を進めていくうえでは、どういった方向性で取り組んでいく

か本市としてはっきりと示していく必要があるのではないだろうか。 

 

図表 40【少子化対策の方向性（イメージ図）】 
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第６章 おわりに 

 

 2015 年国勢調査速報 25（要計表による人口）が発表され、埼玉県では前回調査結果か

ら 63 市町村中 23 市町が人口の増加をしており、40 市町村で減少していることがわか

った。そのような中、本市においては人口増加率 10.6％と県内で最も高い自治体とな

っている。また、人口増加数でみた場合でも前回から 13,004 人の増加数であり、第１

位のさいたま市（41,819人）、第２位川口市（16,739人）に続く第３位の人口増加自治

体であり、一見すると人口減少や少子高齢社会とは無縁のようにもみえる。 

 しかし、将来推計人口から中・長期的な視点でみた場合、少子高齢社会の到来はすぐ

そこまで迫っていることがわかる。こうしたことから、本研究では少子高齢社会の「少

子化」に絞って研究を進めてきたところである。 

 これまで「少子高齢化」というと、「高齢者」の施策を重点的に実施してきたように

感じられる。しかし、人は１年で必ず１歳年齢を重ねるため、高齢者が増加していくこ

とは避けて通ることができない。しかし、「少子化」は出生数の増加や出産・結婚の適

齢期の人口増加策を講じていくことによって止めることができ、少子高齢化のスピード

を抑えることができる。人口学においても、人口の年齢構造の変化は出生率の変化の影

響が大きく、死亡率の変化によるところは小さいというのが定説となっている。 

 そのため、少子高齢化を乗り切るためには、本市の人口構造のバランスを最低限保ち

つつ、少子化を防いでいくことが結果として少子高齢社会を乗り切るためには重要とな

ってくる。 

 最後に、本市は首都圏に隣接し、都内に比べて住宅価格が安いため子育て期の家族が

取得しやすい手頃なものであり、人口増加が続いている状況である。今後、これに甘ん

ずることなく、少子化対策「戸田市モデル」を実践していくことで、「家族政策」とし

て推進されることを期待し、本研究の総括としたい。 

 

 

 

25 埼玉県総務部統計課『平成 27年国勢調査速報（要計表による人口）』 
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１．まちづくり戦略会議の審議経過 

 

第１回 2015年６月２日（火）午前 10時 30分～午前 11時５分 

議事 
（１）まちづくり戦略会議のテーマについて 
（２）戸田市シティセールス戦略の進捗管理及び改訂について 
 2015 年度のまちづくり戦略会議においては、研究テーマ「少子高齢社会への

戦略」の研究、「戸田市シティセールス戦略」の改訂を実施することとなった。 
第２回 2015年７月 30日（木）午前 10時～午前 11時 25分 

議事 

（１）研究経過について 

（２）ワーキングチームについて 

その他、戸田市シティセールス戦略の改訂に関する議論 

第３回 2015年 10月 15日（木）午後２時～午後３時 15分 

議事 

（１）ワーキングチームの研究経過について 

（２）少子化解消に向けた取組について 

その他、戸田市シティセールス戦略の改訂に関する議論 

第４回 2015年 12月 17日（木）午前 10時～午前 11時 15分 

議事 

（１）ワーキングチームの研究経過について 

（２）少子化解消に向けた施策（案）について 

その他、戸田市シティセールス戦略の改訂に関する議論 

第５回 2016年１月 25日（月）午前 10時～午前 11時５分 

議事 

（１）ワーキングチームの研究経過について 

 その他、戸田市シティセールス戦略の改訂に関する議論 

第６回 2016年３月 24日（木）午前 10時～午前 10時 30分 

議案（案） 

（１）戸田市シティセールス戦略改訂版（案）について 

（２）少子高齢社会への戦略（案）について 

 提言書（案）の内容について議論した。 
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２．まちづくり戦略会議メンバー 

 

 職 名 氏 名 備 考 

１ 政策秘書室長 梶山 浩  

２ 総務部次長 吉田 豊  

３ 収納推進室長 石橋 功吏  

４ 市民生活部次長 安部 孝良  

５ 環境経済部次長 菊池 利春  

６ 福祉部次長 吉野 博司  

７ こども青少年部次長 黒澤 孝一  

８ 土地区画整理事務所長 高橋 稔  

９ 市民医療センター次長 町田 正義 会 長 

10 上下水道部次長 駒崎 昌利 副会長 

11 消防本部次長 栃本 由兼  

12 教育委員会事務局次長 鈴木 研二  

 

任期：2015年６月２日～2016 年３月 31日 
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３．ワーキングチーム報告書 

 
 
 

平成２７年度 

ワーキングチーム調査報告書 
 

戸田市政策研究所 政策研究ワーキングチーム 

2016 年３月 
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第１章 はじめに 

 

1.1 調査目的 

 

 2015 年度戸田市まちづくり戦略会議（以下「戦略会議」という。）では、研究テーマ

「少子高齢社会への戦略」において、本市における少子化への影響について調査研究を

実施している。 

 今回、戦略会議より「将来推計人口から見た少子化に伴う影響」について戸田市政策

研究所へ基礎調査の依頼があり、政策研究ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」

という。）を結成することとなった。そこで、ワーキングチームによる本調査では、少

子化に伴う影響として「子どもの数」と「財政」に焦点を置き、将来推計人口から考え

られる本市への影響について明らかにする。 

 まず、「子どもの数」では（１）就学前の乳幼児と（２）就学後の小・中学校の児童・

生徒にわけて調査する必要があるため、ワーキングチームメンバーには「保育幼稚園課」

と「学務課」から研究員を選出し、それぞれの状況について調査する。 

 また、「財政」の視点としては「財政課」から研究員を選出し、将来時点での市税の

歳入に着目し、将来推計人口から考えられる状況を見出していく。 

 

図表１【ワーキングチームメンバー調査内容】 

 
 

1.2 調査の前提条件 

 

 少子化の影響を考えた場合、何年後を将来時点とするかによって結果が大きく変わっ

てくる。また、将来推計人口についても、どの推計値を利用するかによって全く異なる

調査結果となってしまう。 

 そこで、本調査では、将来推計人口について（１）国立社会保障・人口問題研究所の

「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年３月推計）」（以下「社人研の将来推

将来推計人口 

（保育幼稚園課）保育所への影響 

（学務課）小・中学校への影響 

（財政課）財政への影響 
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計人口」という。）、（２）戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン

（2015 年 10月）（以下「戸田市人口ビジョン」という。）の２つの推計値を利用し、そ

れぞれの 2040年の状況を探ることとする。 

 

図表２【総人口の推計と将来展望】 

 

出典：戸田市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る人口ビジョン（2015年） 

 

また、将来推計人口については５歳階層別人口であり、正確に就学前児童と小・中学

生を算出することができない。そこで、本調査ではそれぞれの年代に近い階層における

2010 年の実績値に対する増減率から、2040 年の将来推計人口を計算している。 

なお、本調査では、将来の状況を人口から検討することとし、基本的には人口以外の

要件は含めないものとする。 
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第２章 保育所への影響 

 

2.1 保育所入所要件 

 

 保育所については、両親が共働きの家庭の子どもを預かる施設と何となく理解をされ

ている人が多く、実際には幼稚園との違いがあまり分かっていないのが現実ではないだ

ろうか。そこで、まず保育所とはどういう施設なのかを述べることとする。 
 保育所への入所については、これまで児童福祉法第 24 条の規定により、保護者の労

働又は疾病等の事由により保育に欠ける児童について、保護者から申込みがあったとき

は、市町村がその児童を保育所において保育しなければならなかった。幼稚園が幼児教

育を受けるための施設で入園申込みに制限がないのに対し、保育所は上記の要件を満た

す保護者から委託を受けて対象児童を保育することを目的とした「児童福祉施設」とい

う点に大きな違いがあった。本市において保護者の労働の場合には、条件として１日５

時間以上、かつ、月に 15日以上という基準（以下「旧基準」という。）を満たしていれ

ば常態的に就労しているものとしていた。 
 しかし、2015 年度から開始された子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」とい

う。）では、子ども・子育て支援法（以下「法」という。）によって、保育所等で保育を

受けることを「子どものための教育・保育給付」と規定し、その給付を受ける資格、つ

まり保育の必要性があるかどうかを認定する「支給認定」という制度が規定された。こ

の支給要件については、法第 19 条第１項第２号で満３歳以上の、第３号で満３歳未満

の就学前児童について、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で定める事由により家

庭において必要な保育を受けることが困難であるものとされた。 
 この内閣府令で定める事由とは、法施行規則第１条に規定され、第１号では保護者の

労働については、一月において 48時間から 64時間までの範囲内で、月を単位に市町村

が定める時間以上労働することを常態とすることと規定された。本市の旧基準では、単

純計算でも 75 時間であり、なおかつ１日５時間未満の労働は算定に入れていなかった

ことから、大幅な緩和となっている。待機児童が多く就学前児童も増え続けている本市

では、この基準を下げ過ぎてしまっては、待機児童がこれまで以上に増えてしまうこと

から、64時間をその下限として条例に規定した。 
 また、これまで述べてきた入所要件については、入所後も満たしている必要があり、

その限りにおいては小学校入学前までの保育が実施される。そのため、１日５時間で週

４日働いていた保護者も旧基準を下回る労働条件になると退園しなければならなかっ

たが、新基準では１日４時間で週４日や１日８時間で週２日、あるいは勤務時間はバラ

バラでも月合計が 64時間を超えていれば在園できることとなる。 
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2.2 保育所等利用希望数及び希望率の推移 

 

（１）社人研の将来推計人口による推移 

前節で述べたように、保育所は就労等一定の基準を満たしている保護者から申込みが

あるので、その申込者数の推移については、特に女性の社会進出や社会情勢から受ける

影響が大きいといえる。そのため、行政として今後の保育所について考えるときには、

就学前児童数に対し、既に入所している児童も含めどれくらいの割合で申込みがあるの

かを保育所等入所希望率（以下「希望率」という。）として、それを基にする必要があ

る。社人研の将来推計人口と現状を比較すると、図表３のようになる。 
 
図表３【社人研の将来推計人口による推移】 
 

就学前児童数 
総人口に 
占める割合 

保育所等 
利用希望数 

希望率 

2010 年 8,080人 6.56％ 1,808 人 22.38％ 
2015 年 9,137人 6.85％ 2,779 人 30.41％ 
2040 年 6,297人 4.88％ 2,204 人 35.00％ 

 
 2010 年と 2015年の状況を比較すると、就学前児童数は増え、総人口に占める割合と

しても増え続けていることから、本市においては少子化とは逆の傾向にある。また、保

育所等利用希望者数（以下「希望者数」という。）も人口増のペースを大幅に超えて増

えているため、希望率も大きく増加していることが分かる。この希望率については、厚

生労働省の発表 26で図表４のような資料がある。 

 

図表４【全国の希望率（保育所等利用児童数＋待機児童数）／就学前児童数】 

 就学前児童数 利用児童数 待機児童数 希望率 
2015 年 6,258,000人 2,373,614人 23,167 人 38.30％ 
 

 この数字は全国平均であり、待機児童が多い都市部もそれ以外の地域も含まれている

ので、都市部についてはもっと高い数字になってくる。国では、保育需要のピークを

2017 年度と想定しているので、今後もまだ伸びていくだろうが、それに対して本市の

現状をみると、まだ数値としては高くない状況である。 

 しかし、本市は就学前児童数も増えている自治体のため、そのピークももう少し先に

なることが予想される。また、待機児童が解消されている自治体における保育所等の定

26 厚生労働省ホームページ 

（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000098531.html）2015年 12月 11日アクセス 
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員数が、就学前児童数の概ね 35％前後であることが多いため、図表３では 2040 年の希

望率を 35％と設定し、これを推計人口に対する割合として希望者数を想定している。 

 社人研の将来推計人口を基に傾向をみると、2040年の就学前児童数は 2015年と比べ

2,840 人減り、総人口に占める割合も大きく減っていることから、少子化が進んでいる

ことが分かる。また、希望率は現在より 4.59％増えているにも関わらず、極端に少子

化が進んでいるため、希望数においても 575 人も減少してしまう状況である。 

 

（２）戸田市人口ビジョンの将来推計人口による推移 

 社人研の将来推計人口については、現時点でもかなり数値に違いがあり、人口減少が

極端に顕著な推計であることが読み取れる。そこで、本研究では社人研の将来推計人口

を基準としながらも、戸田市人口ビジョンの数値も参考に比較をしてみる。 

 前項と同様に、戸田市人口ビジョンの将来推計人口と現状を比較すると、図表５のよ

うになる。 

 

図表５【戸田市人口ビジョンの将来推計人口による推移】 
 

就学前児童数 
総人口に 
占める割合 

保育所等 
利用希望数 

希望率 

2010 年 8,080人 6.56％ 1,808 人 22.38％ 
2015 年 9,137人 6.85％ 2,779 人 30.41％ 
2040 年 9,138人 6.16％ 3,198 人 35.00％ 

 
 戸田市人口ビジョンの将来推計人口の傾向をみると、就学前児童数は 2015 年とほと

んど変わらないが、総人口に占める割合が 0.69％減っていることから、社人研の将来

推計人口ほどではないが本市においても少子化が始まっていることが分かる。しかし、

希望率が増えていることから、希望数は逆に 419人増えて、社人研の将来推計人口と比

較すると 994人もの開きがある。 

 

2.3 少子化による影響 

 

 社人研の将来推計人口による図表３の傾向をみると、2040 年の希望数が 2,204 人と

なっており、現在の認可保育所の定員総数が 2,303 人、小規模保育及び事業所内保育施

設が 166人であることから、それらの施設の一部で定員割れや廃園となることが予想さ

れる。特に２歳までしか受入れのない小規模保育施設や事業所内保育施設、駅から遠い

私立保育所や公立保育所に大きな影響があると考えられる。 

 しかし、戸田市人口ビジョンの将来推計人口による図表５の傾向をみると、2040 年

の希望数が 3,198人と増えている。現在の認可保育所や小規模保育施設等の定員を足し
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ても 2,469人にしかならないことから、729人不足することとなる。この数字も踏まえ

て保育担当課として考えると、少子化が進むから保育所を増やさなくても良いという短

絡的な考えではなく、今後も増設していかなければ本市の待機児童は解消されないまま

2040 年を迎える可能性があることを視野に入れなければならない。 

 また、先述したとおり、保育所入所要件が 2015 年度から緩和されていることによっ

ても、今後の保育需要がさらに伸びてくる可能性もある。現在 64 時間としている一月

の労働時間も、時代の移り変わりにより待機児童が減った等の理由から 48 時間まで下

げざるを得なくなることも考えられる。そのため、保育所における少子化の影響につい

ては、単純な人口推移だけではなく、多様な要因によってもたらされることに注視して

いく必要がある。 
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第３章 小・中学校への影響 

 

3.1 社人研の将来推計人口による児童生徒数及び学級数の推移 

 

社人研の将来推計人口によると 2010 年から 2040 年までに、児童数は 18.2％減り、

生徒数は 18.3％減る数値となっているので、2010 年時点の児童数及び小学校学級数の

実績値に－18.2％、生徒数及び中学校学級数の実績値に－18.3％を乗じた数として推計

している。 

 

図表６【社人研の将来推計人口による推移】 

 小学校児童数 小学校学級数 中学校生徒数 中学校学級数 

2010 年 7,478 247 3,162 98 

2015 年 7,597 248 3,339 100 

2040 年 6,294 205 2,668 80 

 

図表６では、2040年には 2015年時点より児童数は 1,303 人（17.2％）減り、学級数

は 43 学級減る。また、生徒数は 671人（20％）減り、学級数は 20学級減る。 

2015 年時点と比べて 2040 年には、本市の小・中学校合わせて学級数が 63 学級減る

ので、その空き教室をどのように活用していくかなどの課題が出てくる。また、児童生

徒数が減ると学校で学習支援や教育支援を行う非常勤職員の数も減り、雇用機会の減少

などが懸念される。 

 

3.2 戸田市人口ビジョンの将来推計人口による児童生徒数及び学級数の推移 

 

戸田市人口ビジョンの将来推計人口によると、2010 年から 2040 年までに児童数は

12.9％増え、生徒数は 7.3％増える数値となっているので、2010年時点の児童数及び小

学校学級数の実績値に 12.9％、生徒数及び中学校学級数の実績値に 7.3％を乗じた数と

して推計している。 

 

図表７【戸田市人口ビジョンの将来推計人口による推移】 

 小学校児童数 小学校学級数 中学校生徒数 中学校学級数 

2010 年 7,478 247 3,162 98 

2015 年 7,597 248 3,339 100 

2040 年 8,443 279 3,393 105 

 

図表７では、2040年には 2015年時点より児童数は 846人（11.1％）増え、学級数は
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31 学級増える。また、生徒数は 54人（1.6％）増え、学級数は５学級増える。 

2015 年時点より学級数が小・中学校合わせて 36学級増加するので、教室数が不足す

る学校が出てくることが懸念され、校舎の建て替えや教室の増設の検討が必要になる。

児童数が増加する小学校があれば、より広くて安全な通学路の整備や、交通指導員の増

員などの必要性が出てくる。 

 

3.3 その他留意点 

 

（１）特別支援学級 

特別支援学級については 2015年時点で市内の 12小学校の中で６校、６中学校の中で

３校に設置され、設置率は 50％である。しかし、埼玉県教育委員会からは小・中学校

の 80％に特別支援学級を設置することが望ましいと示されており、順次小・中学校に

知的障害学級と自閉症・情緒障害学級を設置していくと、どちらの将来推計で算出した

としても、小学校４校で学級数が８学級、中学校２校で学級数が４学級程度は増加する

可能性がある。 

 

（２）学級の人数 

2011 年より国の基準で小学校１年生が 35人学級編制となり、さらに埼玉県では小学

校２年生が 35 人学級、中学校１年生が 38 人学級として編制することが可能となった。

今後、より少人数での学級編制の実施など、法律が変われば将来推計より学級数が増加

する可能性がある。 

 

（３）人口増減の不均衡 

埼京線沿いの駅近くの学校については、2015 年時点で戸田第一小学校が児童数 900

人超 29 学級の大規模校、戸田第二小学校は児童数 1,000人超 32学級の過大規模校とな

っている。その一方で市の外縁部にある美谷本小学校や笹目小学校、喜沢小学校はいず

れも児童数が 300人台となっており、人口が多い地域と少ない地域に大きな差がある。 

2040 年時点では社人研の将来推計人口によると、市内全体でみると児童生徒数、学

級数共に減る予測となっているが、埼京線沿線部の小・中学校は減らず、外縁部の小・

中学校の児童生徒数だけが減っていく可能性もある。戸田市人口ビジョンの将来推計人

口によると、外縁部の小・中学校は大きな変化はせずに、埼京線沿線の小・中学校の児

童生徒数だけが大きく増えていく可能性もある。 
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第４章 財政 

 

 本章では、今後、少子化が見込まれる中で、税収にどのような影響があるかを調べる

こととする。今回着目したのが、少子化、つまりは、将来的に生産年齢人口が減少する

ことが見込まれることから、生産年齢人口と税収の相関を分析し、生産年齢人口の減少

による影響を考察した。 

 特に人口と相関性があると考えられる税目について、その特徴を整理し、将来的な影

響について分析している。 

  

4.1 歳入の傾向 

 

 2012 年度から 2014年度の歳入の推移を見ると、主な歳入である市税については、安

定した固定資産税収入を背景に年々増加している。また、市債については実施事業によ

り毎年度異なるが、３ヶ年で比較すると増加傾向であった。これは、庁舎耐震改修工事、

こどもの国再整備等の大規模改修等の事業実施に伴い市債の借入が増加したためであ

る。 

 なお、人口の相関性が高いと思われる市税については、より詳細にみていく。 

 

図表８【市の歳入全体の推移】 

 
 

 生産人口の増加に伴う市税への影響をみるために、生産人口の変化と市税の増減につ

いて、その相関性を確認した。その結果、生産年齢人口が増加すると税収も増加すると

いう関係が示唆され、また、生産年齢人口と市税との関係においても科目ごとに差異が

あることが認められた。また、本市においては、特に固定資産税、個人市民税、法人市
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民税の割合が多いことも読み取れた。 

 まず、固定資産税については、グラフの図９のとおり人口変動の影響を受けにくい科

目であることが分かる。また、個人市民税は、納税者の絶対数の増加により大きく影響

を受けることから、生産人口にもっとも相関性のある科目であることが分かる。 

 なお、法人税についても人口と多少の相関性があるが、その程度は個人市民税より小

さいことが分かる。 

 

 図表９【市税と生産年齢人口の推移】 

 

 

4.2 社人研及び戸田市人口ビジョンの将来推計人口による個人市民税の推移 

 

 図 10 では、2040年の社人研及び戸田市人口ビジョンの将来推計人口を基に計算した

ものである。 

 市税については、現実的には将来、税制改正等により大幅に税収が変わる可能性があ

るため、2040 年時点の市税について正確な数値を出すことは困難である。そこで、簡

易的に数値を出すため、直近３ヶ年（2012 年度～2014 年度）の市税の平均値を基に、

生産人口に相関性がある個人市民税についてのみ、生産人口１人当たりの数値を出すこ

とにより 2040年時点の数値を算出した。 

 そこから、読み取れる数値としては、戸田市人口ビジョンの将来推計では多少の減少

であるが、社人研の将来推計においては、生産年齢人口の減少が顕著なため、より人口

に相関性のある個人市民税が減少することから、税収の大きな減が見込まれる結果とな

った。 
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図表 10【2040年時点の個人市民税の比較】 

 

 

 本市を取り巻く環境については、今後も大きく変化していくものと考えられる。その

中で、少子化の変化についてもその一つである。少子化による人口の変化、つまりは、

将来的な生産人口の減少が本市の税収に大きな影響を与えることはこれまでみてきた

とおりである。 

また、歳出面においては、今後、小・中学校の老朽化に伴う建替え等による支出も見

込まれることから、一概に少子化による歳出面の減少を見込むことはできない。このこ

とから、少子化については、将来的には税収減が見込まれ、長期的な対策が必要である

と考えられる。 
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第５章 おわりに 

 

 本調査では、社人研の将来推計人口と戸田市人口ビジョンを利用して、2040 年の本

市における少子化の影響について調査した。調査結果からみえてくるものとして、それ

ぞれの将来推計人口に大きな開きがあるため、全く異なる将来が待っているということ

である。 

 特に、「子どもの数」を考えた場合、社人研では文字どおり「少子化」となり、少子

化に対する施策を実施していかなければならない。一方、戸田市人口ビジョンからは、

人口だけでなく今後の社会情勢や国や県の制度設計にもより変化があるが、少子化とい

うより「多子化」に備えた施策が求められる。 

 ここ最近、就業状況やライフスタイルの変化などから共働き世帯が増加傾向にあり、

今後もこの流れは続いていくものと考えられる。そのため、現時点で人口だけを基準と

して判断することは難しい状況ではあるが、本調査から考えられる将来を参考として、

戦略会議での研究につなげていただきたい。 
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Ⅰ．戸田市シティセールス戦略の改訂にあたって 

 

１．戦略改訂の趣旨 

 

シティセールスとは、「まちの魅力を市内外にアピールし、人や企業に関心を持って

もらうことで、誘致や定着を図り、将来にわたるまちの活力を得ることにつなげる活動」

のことです。 

戸田市は、人口減少社会においても人口増加が続き、現状では「選ばれるまち」とな

っています。しかし、「認知度が低く、都市イメージが希薄なまち」という大きな課題

があり、その課題を克服するために、2011 年６月「戸田市シティセールス戦略（以下

「前戦略」という。）」を策定し、まちの魅力を積極的にアピールしてきました。 

前戦略の策定から５年が経過しましたが、この間、１万人以上の人口増加があるなど、

定住人口獲得に向けた取組の効果が表れています。また、様々なメディアや機会を通じ

て戸田市の情報が発信され、前戦略において最も力を注いでいた情報発信力の強化が実

を結び、認知度は徐々に向上しています。 

一方で、人口移動の激しいまちという状況は改善されておりません。今後も、市民の

愛着心の向上や、認知度と都市イメージの向上を目指し、時代の流れに即したシティセ

ールスを推進していく必要があります。 

このような状況を踏まえ、これまで以上にまちの魅力を発信していくため、「戸田市

シティセールス戦略改訂版（以下「本戦略」という。）」を策定します。 
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２．前戦略における取組結果 

 

 前戦略では、シティセールスの最終的な目的を「戸田市の価値を高めることで、戸田

市に人や企業を呼び込むとともに、市内での持続的安定的な居住・立地を図ることで、

将来にわたり戸田市の活力を維持し、持続的、安定的な都市経営による住民福祉の向上

を目指す」と定めています。 
 主な目的としては、都市イメージを向上させ、定住人口獲得を目指すことであるため、

前戦略の成果として、まずは戸田市の人口推移について検証します。 
 前戦略策定時（2011 年１月１日現在）の人口は、124,362 人となっておりましたが、

2016 年（１月１日現在）には 135,243 人まで増加し、５年間で１万人以上の人口増加

がありました。また、2014年の全国市区別人口増減率 1では、全国第６位の人口増加率

1.95％を記録し、全国でもトップレベルの人口増加自治体となったことから、前戦略の

目的は達成したといえます。 
 
図表１【人口推移（2011-2016年）】 

 

出典：住民基本台帳人口（2011-2016 年）各年１月１日現在 
 
 シティセールス推進の具体的な取組としましては、「様々なメディア、機会を活用し

た情報発信」と「発見！戸田市の魅力」の２つの戦略を設定し、「重点プロジェクト」

と「アクションプラン」を設けて取り組みました。改訂にあたっては、それぞれの取組

状況についても検証します。 

1 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（2015年１月１日現在）、総務省 
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図表２【前戦略における「２つの戦略」】 

 

 
 
（１）重点プロジェクトの評価 

 重点プロジェクトは、戸田市におけるシティセールス全体を牽引するリーディング事

業であり、短期間で高い効果が期待できる取組を４つ抽出したものです。これらは 2011

年度から３年間で集中的に実施しました。 
 
① 情報発信力強化プロジェクト 

 「戸田市広報戦略」を策定し、多様な主体の、様々な媒体を利用した広報活動の方向

性を示し、戸田市の情報発信力強化を図ります。 
⇒2012 年３月「戸田市広報戦略」を策定し、早期にＳＮＳの活用を開始するなど、

効果的な情報発信を進めることに成功しています。 
 

② フィルムコミッション設立プロジェクト 

 都心に近い地の利を生かし、フィルムコミッションを設立します。戸田市の認知度向

上や、市民の愛着心の醸成を目指し、活動を開始します。 
⇒2011 年６月「フィルムコミッション協議会」を設立し、制作事業者に向けたロケ

地の紹介を開始するなど、本格的な撮影の受け入れ体制を構築しています。 
 
 

２つの戦略 

１．様々なメディア、機会を活用した情報発信 

(1)戸田市の広報メディアの効果的な活用 
(2)新たなメディア、媒体の活用 
(3)イベントの機会を活用した情報発信 
(4)ターゲットエリアでのＰＲ活動の展開 
２．発見！戸田市の魅力 

(1)シティセールス推進管理体制の確立 
(2)多彩な人材を活用した情報発信の推進 
(3)戸田市を知るための学習・体験機会等の提供 
(4)強みや特性を活かした資源の磨き上げ 
(5)戸田市の新たな魅力の開発 

62のアクションプラン 

４つの重点プロジェクト 
(1)情報発信力強化 
(2)フィルムコミッション

設立 
(3)市のキャラクター選

定・活用 
(4)都市イメージ強化 
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③ 市のキャラクター選定・活用プロジェクト 

 統一した市のキャラクターを選定し、シティセールスに活用します。 
⇒市のキャラクターを調査したところ、多くのキャラクターがそれぞれの分野で活動

し効果を発揮していることが判明し、計画を変更しています。新たなキャラクターを

創設するよりも、各キャラクターの活躍の場を提供しています。 
 
④ 都市イメージ強化プロジェクト 

 目指す都市イメージを作り上げるための、基礎となる取組に力を入れます。また、こ

れらについては、特に強力に情報を発信していきます。 
⇒「水と緑」の住環境のよさや、「子育て・教育の充実したまち」のイメージが浸透

し、子育て世代を中心に居住先として選ばれています。 
 
 ４つの重点プロジェクトについては、一部計画の変更はありましたが、集中的に取り

組むことで効果を発揮しました。また、2013 年度において重点プロジェクトの見直し

を図ることで、2014 年度以降はＳＮＳ等の更なる活用やスマートフォン用アプリケー

ション「tocoぷり」2の導入など、情報発信力の強化を推進しています。 
 
 
（２）アクションプランの評価 

 シティセールスの具体的な施策としては、62のアクションプランを設定しています。

このアクションプランについては、全体の 95％以上の施策を実現しています。また、

アクションプランについては、それぞれの担当部署が進捗管理を行うことで、全庁的に

シティセールスの視点を持って施策を実施することができました。 

 しかし、アクションプランの計画期間を５年間と設定していたため、年度途中におい

て見直しを行いませんでした。そのため、携帯サイトの充実など、情報通信機器の普及

によって一部ではシティセールスの効果が低くなってしまったものもありました。また、

アクションプランの成果指標が明確に設定されていないものがあり、今後の課題となっ

ています。 

2 2014 年に戸田市政策研究所が実施した「スマートフォン等を活用した新たな市民参加に

向けての研究」は、公益財団法人日本都市センター主催「第５回都市調査研究グランプリ

（ＣＲ－１グランプリ）」にてグランプリを受賞。 
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３．改訂の基本的視点 

 

 前戦略においては、シティセールスの主な目的である「定住人口獲得」について成果が

あり、「子育て・教育のまち」のイメージも徐々に浸透してきました。 
本戦略では、前戦略において課題となった点や社会情勢等の変化を踏まえ、更なるシテ

ィセールスの推進を目指して、次の３点を中心に改訂を行っています。 
 
図表３【改訂のポイント】 
 
① インナープロモーション 3の更なる強化 

 インナープロモーションを進め、市民の愛着心の向上を図っていきます。また、 
シティセールスの推進役を増やし、市内外に戸田市の魅力を発信していきます。 
② ターゲットの明確化 

シティセールスの施策ごとに対象者や対象地域を絞り込み、効果的なシティセー 
ルスを推進していきます。 
③ 選択と集中 

 シティセールス施策の「選択と集中」を行い、ターゲットへの的確な情報発信を 
進めていきます。 
 
 
 なお、改訂にあたっては、大学との共同研究 4に加え、戸田市シティセールス戦略市

民会議 5（以下「市民会議」という。）の提言書を参考にして、2015 年度の戸田市まち

づくり戦略会議 6にて議論しました。 
 
 

 

3 インナープロモーションとは、自治体内部の職員に対するシティセールスの浸透だけでな

く、市民や事業者などの市内関係者にまちの魅力を訴え、結果として市民の誇り、愛着心

の向上につなげていく活動。 
4 2013 年度「戸田市におけるシティセールス、今後の方向性について」を研究テーマとし

て、法政大学地域研究センターと戸田市政策研究所の共同研究を実施。 
5 2015 年度「戸田市シティセールス戦略」の改訂にあたり、市民や団体等から幅広く意見

を聴くため設置された組織。市民や事業者、市内団体関係者、市職員の計 15名で構成。 
6 21 世紀において戸田市が、自己決定及び自己責任を基本理念とする個性豊かな自立した

まちであるために、新時代にふさわしい施策や行財政システム等を調査研究し、かつ、そ

れらの結果を市政運営にいかすため設置した組織。 
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４．本戦略の位置づけ 

 

本戦略は、第４次総合振興計画基本構想に掲げる将来都市像の実現に向けた、基本目

標「６．活力と賑わいを創出できるまち」、分野③「地域資源」、施策 70「地域資源を

活かしたシティセールス」の達成に向け、戸田市の持つ強みや特徴＝地域資源を充分に

活かし、魅力を創造し発信する、シティセールス推進の手順書と位置付けます。 
 
図表４【第４次総合振興計画と本戦略の関連性】 

 
 

５．計画期間 

 

前項の位置づけを踏まえ、本戦略の計画期間は、第４次総合振興計画後期基本計画に

合わせ、2016年度から 2020年度の５年間とします。 
なお、アクションプランについては、社会情勢の変化に対応していくために、必要に

応じて施策の見直しを行います。 

 

図表５【計画期間イメージ図】 

 

アクションプラン 

2016年度 ～             
2020年度 

2016年度 ～ 
（見直し） 

シティセールス 
戦略（５年間）  
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Ⅱ．シティセールスをめぐる現状と課題 

 

１．社会情勢の変化 

 

（１）本格的な人口減少社会の突入 

 2014 年の日本創成会議による「消滅可能性都市 7」の発表から、自治体の存続に対す

る危機感が非常に高まりました。この流れを受けて自治体では、「自然増」を目指した

少子化対策に取り組むとともに、まちの魅力をアピールして住民から選ばれる、「社会

増」の取組を本格的に開始しています。このような状況は、人口が減少していく中で住

民を奪い合う「自治体間競争の時代」と捉えることができます。 

 

図表６【日本の将来人口推計】 

出典：総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計

人口（2012 年 1月推計）:出生中位・死亡中位推計」（各年 10月 1 日現在人口）、厚生労働省「人

口動態統計」 

 

 

 

7 2040 年時点での人口を 1,800の市区町村別に試算し、子どもを産む中心世代である 20～

39歳の女性人口が 2010年と比較して半分以下に減る市区町村のこと。 
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（２）地方創生への機運の高まり 

 急速な人口減少・高齢化に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京

圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来に

わたって活力ある日本社会を維持していくため、2014 年まち・ひと・しごと創生法が

制定され、国をあげての地方創生への取組が始まりました。 

 こうした流れを受けて、多くの自治体では地方人口ビジョンや地方版総合戦略を策定

しています。特に、総合戦略では、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」

を呼び込む好循環を確立するとともに、その好循環を支える「まち」に活力を取り戻す

ことを目指しています。 

 

図表７【総合戦略の基本的な考え方】 

 

出典：まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」パンフレット 

 

（３）情報通信機器の普及 

 前戦略から５年が経過しましたが、インターネット利用の拡大や情報通信機器の普及

なども特徴的です。特に、スマートフォンの急速な普及は前戦略策定時から大きく変化

しました。 

2010年末時点でのスマートフォンの世帯保有率は 9.7％でしたが、５年後には 64.2％

にまで急増しています。近年、伸び率は鈍化傾向になっていますが、スマートフォンの

普及により情報の伝わり方は著しく変化しています。 
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図表８【主な情報機器の世帯保有状況（2010-2014 年）】 

 

出典：2014年通信利用動向調査（総務省） 

 

図表９【年齢階層別ソーシャルメディアの利用状況】 

 
出典：2014年通信利用動向調査（総務省） 
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２．戸田市の現状 

 

(１) 地理的特徴 

戸田市は、埼玉県の南東部に位置し東京都に隣接、東京都心から約 20ｋｍの距離に

あります。面積は約 18k㎡、市内は海抜約１～４ｍ、市域全体が平坦な土地で、東は埼

玉県川口市、西は埼玉県朝霞市と和光市、荒川を隔てて東京都板橋区と北区、北はさい

たま市と蕨市に接しています。 

 

図表１０【戸田市の位置図】 

 

関東圏内の位置            都心から 20ｋｍ圏に位置 

 

また、戸田市は、古来より荒川の渡船場として栄えてきました。市内を南北に貫く旧

中山道には、「戸田渡船場跡」があります。 

現在、道路は、南北に首都高速道路５号線、国道 17 号が走り、東西に走る東京外か

く環状道路、国道 298号が、市内で交差しています。また、鉄道はＪＲ埼京線が南北に

走っており、北戸田駅・戸田駅・戸田公園駅の３駅があります。都心へのアクセスは、

ＪＲで新宿副都心へ約 20分、車で首都高速都心環状線へ約 30分という、非常に利便性

の高い位置にあります。 

その他の特徴としましては、東京都境を流れる荒川堤内外には、豊かな緑が広がって

います。年間約 100 万人の来場者がある「彩湖・道満グリーンパーク」や、「戸田ボー

トコース」のある戸田公園などを持つ、首都に隣接しながら、豊かな水と緑の空間に恵

まれた都市です。 

戸田市 
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(２) 人口特性 

戸田市は、1966 年市制施行時の人口は約５万人でしたが、1985 年の埼京線開通以降

増加傾向にあり、現在は 13 万５千人を超えました。人口減少社会において、現在も人

口が増加しており今後も増加を続ける見込みです。 

しかし、戸田市は、毎年約１万人の転入者がいる反面、転出者も約９千人いる状況で

す。そのため、定住の割合が低く人口流動の激しいまちとなっています。 

 

図表１１【戸田市のコーホート図（人口増減図）2010-2014】 

5～9
歳

10～
14歳

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

2010-2014 △ 260 △ 140 103 1,924 2,134 1,631 958 △ 67 △ 668 △ 813 △ 246 33

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（人）

出典：住民基本台帳（2010年及び 2014年）各年１月１日現在 
 

戸田市の人口増減の特徴は、５～14 歳と 40歳以上の人口が概ね減少し、15～39 歳の

人口が増加しています。15歳～19歳の大学等の入学時期、20～29歳の就職時期、30～

34 歳の結婚・出産時期で大きく人口が増加しており、ライフステージの転換期に居住

先として選ばれている状況です。 

 また、１世帯当たりの人数の特徴としては、４人世帯までは増加していますが、５人

以上になると減少することもわかっています。これは、１住宅当たり住宅延床面積が

65.42 ㎡ 8と狭く、分譲マンションも３ＬＤＫ（70 ㎡台）が中心となっていることが影

響していると推測できます。 

 その他では、30 代女性市民の就業率に特徴があります。戸田市では、未婚女性の就

業率は高い傾向にありますが、既婚女性になると急激に就業率が下がります。 

 

8 総務省「住宅土地統計調査」、2013年 
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図表１２【30代女性市民の就業率】 

年齢層 

婚姻状況 
30～34 歳 35～39 歳 

未婚（Ａ） 87.4% 84.6% 

既婚（Ｂ） 48.8% 50.7% 

（Ａ）－（Ｂ） 38.6％ 33.8％ 

出典：国勢調査（2010年） 

 

 30 代女性の未婚女性と既婚女性の就業率を比較すると、県内で最も結婚に伴って就

業率が低下することが特徴の一つです。 

 

（３）シティセールスの類型化 

 シティセールスを推進していくうえでは、「ブランド化の対象」を明確に区別して考

える必要があります。 
 
図表１３【シティセールスの類型化】 

対象・市場等 
タイプ 

ブランド化の対象 ターゲット市場 成果指標 

観光型 観光地 旅行者（地域外） 交流人口 
産物型 産物 消費者 売上 
居住地型 住環境 地域内住民 

又は地域外住民 
定住人口 
又は移住人口 

企業誘致型 立地条件 企業 企業誘致数 
イベント型 開催条件 企業、団体など イベント開催数 

出典：戸田市におけるシティセールス、今後の方向性について（2014年） 
 

図表１３は、シティセールスのブランド化の対象を基軸とした類型です。首都圏に位

置する戸田市は、「居住地型」のシティセールスを進めている状況です。 
 しかし、「居住地型」は、他の観光型や産物型に比べて、ブランド化の対象が漠然と

しがちになるという特徴があります。「居住地型」のブランド化の対象は「住環境」で

あり、いわゆる住みやすさと言い換えることができますが、誰のどういった住みやすさ

をブランド化の対象とすべきなのかが明確にしにくい特徴があります。 
これは、住環境資源の曖昧さに起因しており、具体的なターゲットが幅広いため、他

の類型パターンと比べてターゲット市場、成果指標があいまいとなる特徴があります。 
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３．環境分析 

 

（１）戸田市の強み・弱み 

 戸田市の強み・弱みについては、2015 年度市民会議にて分析しています。市民会議

では、様々な意見がありましたが、６つの要因から図表１４のとおりまとめています。 

 

図表１４【戸田市の強み・弱み】 

要因 強み 弱み 

人（産業）的要因 平均年齢が若い 

女性の社会進出意欲が高い 

ボランティアの参加者が多い 

産業が多い 

飲食店が多い 

おしゃれな店がある 

手作りイベントが多い 

転出入が多い 

昼間人口割合の減少 

地域間の子どもの数の差 

新旧住民間の交流が希薄 

商店街や夏祭りの衰退 

女性の就業率が低い 

中心産業が下向き（企業が流出している） 

物的要因 児童センターこどもの国の充実 

図書館の充実 

スポーツ施設が多い 

センスのよい建物が少ない 

個人商店が出店できる物件が少ない 

映画館がなく、商業施設や書店が少ない 

農産物や観光資源、名産品がない 

地理（交通）的要因 交通の利便性に優れている 

駅が３つある 

都心に近い 

自然を感じられる場所がある 

平坦な道路 

埼京線の本数が少ない（混雑している） 

駅前広場が狭い、各駅が暗い 

観光スポットが少ない 

雨天時の道路冠水 

ぶらぶら散歩できる地域が少ない 

行政サービス 道路整備が進んでいる 

上下水道料金が安い 

市役所の職員が親切 

軽犯罪の発生率が高い 

街灯が暗い 

区画整理中の道路工事 

地域資源 日本で唯一の静水ボートコース 

ボート大会で全国から人が集まる 

戸田橋花火大会、戸田マラソン in 彩湖 

彩湖・道満グリーンパーク 

「ボートのまち」という認知度が低い 

その他 生活しやすい、子育てしやすい 

住宅がわりと安い 

駅周辺開発やマンション建設の進行 

認知度が低い 

駅前の家賃が高い 

バスの本数の減少 

出典：戸田市シティセールス戦略市民会議提言書（2016 年） 
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まず、「強み」については、1985年のＪＲ埼京線開通以降、人口の増加が続いている

ことを反映したものが多くあります。都心に近いにもかかわらず、自然を感じられる場

所があるということは最大の強みであり、「住環境」でシティセールスを推進する戸田

市では、この強みを打ち出すことで他自治体との差別化を図ることができます。加えて、

前回東京オリンピックの会場となった「ボートコース」や、若い市民（特に女性）が多

いことなども強みです。 

 次に、「弱み」については、時代の移り変わりやライフスタイルの変化などから、全

国的にも課題となっている地域コミュニティの希薄化などがあります。また、急速な開

発によりハード面での課題や、犯罪発生率の高さなども弱みとなっています。 

 

（２）データから見た戸田市の状況 

 外部から見た視点としては、2013年度の大学との共同研究 9においてマクロデータか

ら見た戸田市の住環境資源の把握をしています。この調査では、戸田市がどのような住

環境資源を有しているのか、客観的な指標から他自治体との優位性を確認しています。 

 

○ 戸田市の住環境 

「人口増加率」「ゆったり度」「利便性」「生産性」「雇用力」「医療充実」「高齢者支援」

「環境」「安全」「子育て支援」「地域活発度」の 11領域のデータについて、県内の郊外

型都市 39 市の平均点を算出し、そこから「住みやすさ」の優位性を見出しています。

調査結果からは、「生産性」「雇用力」「子育て支援」の分野に優位性があります。 

 

図表１５【県内 39市の「住みやすさ」平均値との比較】 

 

 

9 法政大学地域研究センター／戸田市「戸田市におけるシティセールス、今後の方向性につ

いて」p27-36・p54-68、2014 年 
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○ 戸田市の認知度及びイメージ 

 戸田市にどのような印象を持っているか（認知度）をインターネットで調査していま

す。調査結果から、戸田市は夫婦のみや単身者からの認知度が他自治体よりも高い反面、

子どもと同居している世帯からの認知度は低くなっています。また、戸田市をよく知っ

ている人は「子育て・教育」の充実が認知されていますが、良く知らない人には認知さ

れておらず、情報発信やターゲットの明確化が課題であることがわかっています。 

 

図表１６－１【（ライフスタイル別）戸田市の認知度】 

 
図表１６－２【（ライフスタイル別認知度）戸田市との比較】 
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図表１７【戸田市のイメージ結果】 

 
 

（３）シティセールスをめぐる課題と対応 

戸田市の現在のイメージを基に、シティセールスをめぐる課題と対応を、整理すると

次のようになります。 
 

① 明確な都市イメージの不足 ⇒ 目指す都市イメージを構築 

戸田市は現在、「認知度が低く、明確で強い都市イメージを持たれていない」状況

にあります。シティセールス活動を行うためには、統一された都市イメージが必要で

す。そこで、目指す良好な戸田市のイメージを構築し、次にそのイメージを市内外に

伝えるという手順で進めることが望ましいと考えられます。 

② 情報発信の不足 ⇒ 情報発信力の強化 

戸田市は、高い都市ランキングの評価に表わされているように、行政サービスが充

実し、都市の基礎力が高いといえます。しかし、それが市内外に有効に浸透しておら

ず、認知度や都市イメージの向上に結び付いていないと考えられます。そこで、効果

的な情報発信を強力に進める必要があります。 
③ 個別資源の活用不足 ⇒ 資源や強みの活用と創出 

戸田市は、「彩湖・道満グリーンパーク」や「戸田ボートコース」などに代表され

る水と緑の空間や、高い交通利便性など、多くの資源や強みを持っています。しかし

低い認知度、不明確な都市イメージから考えると、その資源が有効に活用されていな

いといえます。そこで、シティセールス活動を通じて、戸田市が訴えるべき価値をあ

らためて整理し、資源や強みを有効に活用する方策を進めるとともに、新たな資源の

創造や発掘にも積極的に取り組むことが必要です。 
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「認知度（都市イメージ）の向上」→「定住人口獲得」 

Ⅲ．シティセールス展開の基本方針 

 

１．基本的な考え方 

 

都市のブランドには、都市が持つ統一的なイメージと、地産や観光等の個別ブランド

があります。シティセールスを開始するにあたり、この２つの関係を整理するとともに、

前章で整理した課題と対応を踏まえ、戸田市のシティセールス展開の基本的な考え方を

次のように設定しました。 
まず、戸田市が進めるまちづくりと連動しながら、魅力的な「戸田市のイメージ」を

創出し、市内外に積極的に発信することにより、戸田市への関心を高めます。このシテ

ィセールス活動を継続することで、次第に「戸田市らしさ=都市ブランド」が確立され

ます。次に、この「都市ブランド=戸田市ブランド」が広く認知されることで、やがて

戸田市の持つ個別ブランドに波及し、個別ブランドとの相乗効果により都市イメージが

さらに高まるという、良い循環を創りだすことができます。また、活動を通じ戸田市に

対する市民の誇りや愛着心が向上されることにより、市民によるシティセールス活動へ

とつながっていくことが期待できます。 
シティセールスの最終的な目的は、戸田市の価値を高めることで、戸田市に人や企業

を呼び込むとともに、市内での持続的安定的な居住・立地を図ることで、将来にわたり

戸田市の活力を維持し、持続的、安定的な都市経営による住民福祉の増進を目指します。 
 

○ シティセールスの目的 

 

 

２．推進の目標 

 

基本的な考え方を踏まえ、戸田市のシティセールスの推進目標を、次の２つに設定し

ています。 

①「市民の誇り、愛着心の向上」 

②「認知度と都市イメージの向上」 
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３．戸田市が目指す都市イメージ 

 

前戦略では、戸田市の持つ魅力・強み、資源などを分析し、最も訴えるべき価値を抽

出した結果、戸田市が目指す都市イメージ「首都に隣接 オアシス都市 憩う、育む、

楽しむまち」と設定しています。 

この都市イメージは、戸田市の強みである「交通の利便性」や「水辺と緑」、「住みよ

さ」などがまとまっています。しかし、戸田市をイメージするためには、もう少し短く、

戸田市らしい表現があるとよいと市民会議の中で意見が多くあり、新たにキャッチフレ

ーズの作成について議論がありました。その中では、「戸田好き、増えてます」「このま

ちに住むと決めました」「何もないから住みやすい」「ベビーカーが似合うまち」「ちょ

うどいいまち、とだ」などがキャッチフレーズの案として挙がっています。 

戸田市は、東京都心から約 20 ㎞の距離にあり、市内を通るＪＲ埼京線を利用すると

都心まで 20 分あまりで到着することができます。そのため、都心への通勤・通学とし

ての「地の利」があります。 

 また、平均年齢は、39.9歳（2015年１月）であり、20年連続で平均年齢が県内で最

も若い「人の利」があります。そのため、子育て世帯の多い戸田市では、市内の公園や

子育て支援施設に多くの子育てママと子どもたちが集い、賑わいを見せています。市域

がコンパクトで平坦な地形でもあるため、ベビーカーや自転車利用者などからも受け入

れやすいまちとなっています。 

 その他にも、戸田市は「子育て・教育環境」が充実しているため、子育てや教育への

関心の高い子どもを持つ親にとっては、魅力的なまちです。戸田市では、共働きだけで

なく、出産や育児において一度仕事を退職されるようなライフスタイルの方にも適して

います。それは、市内の「生産性」や「雇用力」が高いことも要因であり、将来のライ

フスタイルに適した職住近接の住環境を確保することができます。 

以上の特長を活かし、子育てママにとって最も住みやすい「子育てママが輝くまち」

をコンセプトとして、今後キャッチフレーズを作成していきます。 

都市イメージを端的に表す最終的なキャッチフレーズの作成については、本戦略開始

後に実施を予定している市民や事業者、団体関係者を交えたまちの魅力に関する勉強会

において検討していきます。キャッチフレーズの作成自体に市民や事業者などが参加す

ることで、その過程もシティセールスの一環となり、自らの手で完成したキャッチフレ

ーズとなることで愛着心が向上し、市民や事業者による活用促進にもつなげていきます。 
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Ⅳ．推進戦略 

 

１．ターゲットの明確化 

 

シティセールスのターゲットについては、対象地域と対象者を明確にすることで、活

動を集中し高い成果を上げることができます。 

本戦略では、ターゲットの設定にあたって転出入者数 10や転出入者への意識調査 11

を活用するとともに、市民会議による提言書を参考として設定しています。 

 

(１) 対象地域 

対象地域(ターゲットエリア)については、2007年度から 2009 年度までの３年間の転

入転出者数をもとに検討を行いました。 

その結果、転入については、東京都(上位は、板橋区、北区、練馬区の順)からの転入

者が多く、さいたま市、川口市、蕨市と続きます。しかし、転出入者数の割合からは、

東京都については転入者が転出者を上回り、対して、さいたま市、川口市は転出者が転

入者を上回っています。また、移動の範囲は隣接する市区が上位を占めています。 

以上のことから、シティセールスを行う対象地域を、まず、隣接する市区で、かつ転

入者が転出者を上回る市区～板橋区、北区、練馬区と設定します。 

 

図表１８【転入者数ベスト 30（2007-2009年）12】 

出典：戸田市市民生活部市民課 

10 2007年度-2009 年度３年間の転入転出届け受付状況から、転入転出者数、転入転出地、

転入転出割合を集計した。数値は住民基本台帳人口移動報告とは一致しない。 
11 戸田市への転入者及び転出者に対して、2010 年 10月に意識調査を実施した。 
12 転出入割合とは、転入者と転出者を比較した割合のこと。転入超過の場合はプラスにな

り、転出超過になるとマイナスとなる。 
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(２) 対象者 

対象者については、推進目標に沿って検討を行いました。まず、推進目標「市民の誇

り、愛着心の向上」を図るため、市民に向けたアプローチが重要となります。そこで、

市民は最も重要な対象とします。 

次に、「認知度と都市イメージの向上」を図るため、市外については、本市に関心を持ち、

訪れようとする、あるいは転入しようとする方が対象となります。特に、都内勤務で新

たに住居の購入を検討しており、子育て・教育に関心の高い子育て世帯に対してのアプ

ローチが重要となります。 

 
＜２つのメーンターゲット＞ 

○ ターゲット① 

人 的 要 因 都内勤務の 20・30代で住宅購入を考えている世帯 

（子どもがいない又は将来子どもを持つであろう夫婦世帯） 
地理的要因 都内在住 
心理的要因 平日は都内で勤務し、週末は家族でのんびり過ごしたい 
 定住人口獲得を目指している戸田市において、現在最も選ばれている対象をターゲッ

トから除くことはできません。転入超過数で考えた場合、都内からの転入超過数が全体

の４割以上を占めています。 
 都内からも通勤・通学の時間があまりかからず、戸田市の特徴である「水と緑」の自

然環境が好まれており、仕事で疲れた体をリラックスできる住環境のよさは、都内の自

治体と差別化を図ることができます。 
 
○ ターゲット② 
人 的 要 因 都内勤務で子育てを楽しみたい夫婦 
地理的要因 市民 
心理的要因 子育て環境（遊び場、自然、教育など）の良い場所で生活したい 
 定住人口獲得では、転入促進だけでなく転出を抑制させるために、市民が戸田市を好

きになることが必要です。現在の親世代が定住するだけでなく、子ども世代が独立した

後もなお戸田市に住むことを選択していくことが地域の活力が循環する原動力となり

ます。そのためには、現在戸田市が有している子育て環境の良さのほか地域での関わり

が必要であり、自分たちが地域活動を体験することが重要です。 
 特に、子どものときから地域で楽しむことができれば、結果として大人になってから

の定住にもつながります。また、地域で活動したり楽しんだりしている親の姿を見たこ

とがない子どもは、大人になっても地域に関わる機会が少なくなる傾向にあります。そ

のため、市民が誇りを持ち、愛着心を向上させるためにも、市民に対して戸田市の良さ

を伝える必要があります。 
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２．重点プロジェクト 

 

シティセールスの２つの推進目標、「市民の誇り、愛着心の向上」「認知度と都市イメ

ージの向上」を達成するためには、まずは市民が「戸田市民」であると胸を張って言え

るよう、わがまちを好きになることが必要です。加えて、戸田市の魅力をさらに向上さ

せ、効果的な情報発信により認知度と都市イメージを向上させることが重要です。 
そこで、本戦略では、シティセールスを展開していくうえで、短期間で高い効果が期

待できる取組を抽出し、重点プロジェクトとして推進します。 
 
（１）インナープロモーションの更なる強化 

 シティセールスの目的である「定住人口獲得」のためには、外部から人を呼び込む「転

入促進」の取組だけでなく、市民を市外に転出させない「転出抑制」が非常に重要です。

そのためには、まちの魅力を向上させることはもちろんですが、市民に対して戸田市の

良さを訴えていく必要があります。そこで、本戦略においては、実際に戸田市に住んで

いる市民や事業者、市民団体等に対するインナープロモーションを重点的に実施します。 

 特に、2016 年 10 月に戸田市は市制施行 50 周年を迎えることから、インナープロモ

ーションを更に強化することで、市民の愛着心の向上を目指します。 

 

○ 市制施行 50周年記念事業の開催 

対 象 市民 

目 的 
市民や事業者などが一体となり、様々な記念事業を実施することで、愛

着心の向上を図る。 

内 容 

2016年 10月１日の記念式典や記念イベントなど、市民同士の関わりや戸

田市を好きになる催しを開催する。 

・50周年冠事業の開催 

・50周年記念ロゴマーク及びキャッチコピーの活用 など 

 
図表１９【市制施行 50周年ロゴマーク・キャッチコピー】   
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（２）ターゲットへの効果的な情報発信 

 シティセールスでは、ターゲットを絞ることによってより高い効果が期待できます。

そこで、戸田市の持つ様々な魅力や資源の認知度を高め、戸田市の情報接触度を増やす

ことが必要です。そこで、転入を検討している潜在市民に対して、効果的な情報を発信

します。 
 
○ インターネット広告による効果的な情報発信 

対 象 都内で住宅購入を検討している子育て世帯 

目 的 
戸田市の子育て・教育環境や交通の利便性を、住宅購入を検討している

潜在市民にＰＲする。 

内 容 

インターネット広告により、メーンターゲットに対して戸田市の情報を

発信する。 

・インターネット広告の実施 

・戸田市に住もう！（転入者向け）ホームページの活用 など 

 
図表２０【戸田市に住もう！（転入者向け）ホームページ】 
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３．アクションプラン 

 

前戦略では 62 のアクションプランを設定し、全庁的なシティセールスの視点を浸透

させていきました。本戦略では、個別の施策については担当部署でそれぞれ取り組むこ

ととし、戦略の中ではシティセールス策の「選択と集中」をしています。 
 定住人口獲得に向けた市外から新たに定住先としてお迎えする「お・い・で・と・だ」

をキーワードとして、それぞれのシティセールスの目的に対して、まちの魅力を活かし

たシティセールスに取り組んでいきます。 

 

① 認知度（都市イメージ）向上 

（１）【お】オリンピックを開催したまち ～「ボートのまち」の認知度向上 ～ 

地域ブランド 戸田ボートコース 

対  象 市民、ボート関係者、戸田ボートコース競技者ＯＢ・ＯＧ 

目  的 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて「ボートの

まち」を市民やボート関係者に周知し、オリンピックの開催したまちの

認知度や、水と緑豊かな都市イメージの向上を目指す。 

内  容 

・全国市町村交流レガッタの開催 

・戸田ボートコース周辺の環境整備 

・戸田ボートコース交流イベント（親子ボート教室など）の開催 

・戸田ボートコースでのイケチョウ貝の活用 

・オリンピックへの出場選手のＰＲ 

 

写真１【戸田ボートコースの様子】 
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 (２)【い】育児が楽しいまち ～子育てママが輝くために～ 

地域ブランド 児童センターこどもの国 

対  象 市民、近隣の乳幼児のいる世帯 

目  的 

児童センターこどもの国やその他の交流拠点を通じて、「子育て・教育

環境の充実したまち」を周知することで、子育て・教育に関心の高い潜

在住民の転入を促進する。 

内  容 

・子育て・教育に関連する情報発信 

・親子向け子育て教室の開催 

・乳幼児向けプールの活用 

・異なる年代が参加できるイベントの開催 

・18歳以下の居場所の確保 

 

写真２【こどもの国の様子】 

 

 

 「認知度が低く、都市イメージの希薄なまち」との都市イメージを改善するためには、

地域ブランドを活用していく必要があります。地域ブランドの活用やターゲットに対す

る効果的なプロモーションを行うことで、認知度（都市イメージ）向上を目指します。 

 

図表２１【認知度（都市イメージ）向上に向けたその他の事業】 

事業内容 

・パブリシティ活動の推進 

・インターネットメディアの活用 

・フィルムコミッションの推進 

・シティセールス動画の作成 

・ＩＣＴ教育や英語教育などの教育環境の充実 

・健全な財政運営の継続 

・活発な防犯パトロールの実施 
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② 市民の誇り、愛着心の向上 

（３）【で】デザインされたおしゃれなまち ～水と緑とまち並みの融合～ 

地域ブランド 魅力的な店舗・企業、水と緑 

対  象 市民 

目  的 

戸田市の強みである「水と緑」を活かし、魅力的な店舗や企業ととも

におしゃれなまちを目指す。特に、市民が自発的に地域のまちづくりに

参画していく契機を提供していく。 

内  容 

・周辺環境（水と緑）を活かした店舗づくりの推進 

・戸田ブランド（名産品）の発掘・創出 

・店舗・企業向け講習会の開催 

・統一されたまち並みの整備 

・「戸田 華かいどう２１」の推進 

 

写真３【後谷公園（水と緑）の様子】 

 

 

 戸田市の強みである水と緑を活かし、市民にとってのお気に入りの店舗や商品、居場

所づくりを推進し、戸田市への愛着心を向上させ、「住みたい・住み続けたい・紹介し

たい」と思えるまちを目指します。 

 

図表２２【市民の誇り、愛着心の向上に向けたその他の事業】 

事業内容 

・「広報戸田市」「ふれあい戸田」での情報発信強化 

・戸田ライフブックの活用 

・女性の活躍しやすい環境づくりの推進 

・居場所づくりの推進 

・地域資源の磨き上げ 
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③ 協働人口拡大・情報交流人口増加 

（４）【と】戸田市のファンが多いまち ～地域プロモーターの活躍～ 

対  象 市民 

目  的 
第３者からの情報（口コミなど）は非常に有効であるため、戸田市の

ファンを一人でも多くつくる。 

内  容 

・まちの魅力に関する勉強会の開催 

・戸田市のファンづくりの推進 

・子育て世帯への情報発信強化 

・魅力的な居場所づくり 

・活発な地域活動の支援 

 

写真４【子育て広場（子育てママの集い）の様子】 

 

 

 シティセールスを成功させるため、市民や事業者、市民団体と一緒になってまちの魅

力を考え、戸田市のファンを増やしていきます。また、市民にとって満足度の高い戸田

市を実現し、口コミやソーシャルメディアなどを通じて「市民＝営業マン」となり、ま

ちの魅力をともに発信していきます。 

 

図表２３【協働人口拡大・情報交流人口増加に向けたその他の事業】 

事業内容 

・スマートフォンアプリ「toco ぷり」の活用 

・ウェブを活用した発信・交流機能の充実 

・彩湖・道満グリーンパークの活用 

・ヤクルト球団２軍などのスポーツチームとの連携 
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④ 交流人口増大 

（５）【だ】段差のないコンパクトなまち ～自転車利用の可能性～ 

地域ブランド 平坦でコンパクトなまち 

対  象 （潜在）市民、自転車利用者 

目  的 
戸田市の強みである「段差のない地形」を活かし、自転車を活用して

街なかを周遊できる環境づくりを進める。 

内  容 

・自転車専用レーンの整備 

・自転車利用マップの周知 

・魅力的な店舗の掲載パンフレット（るるぶ）の活用 

・土地区画整理事業の推進 

・レンタサイクルなどによる自転車利用の推進 

 

写真５【市役所南通り（平坦なみち）の様子】 

      
 

 市域全体がコンパクトで平坦な地形を活用し、自転車やベビーカー、車いすなどの利

用しやすさを打ち出していきます。また、週末に訪れたいと思ってもらうためのまちづ

くりを推進していきます。 

 

図表２４【交流人口増大に向けたその他の事業】 

事業内容 

・彩湖・道満グリーンパークの活用 

・戸田橋花火大会の開催 

・戸田マラソン in彩湖の開催 

・各種ボート競技大会の支援 

・ボートレース戸田のＰＲ 
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４．推進体制 

 

シティセールスの推進にあたっては、行政だけでなく、地域を担う市民や企業、関係

団体などと連携を図りながら進めることにより、高い成果が期待できます。 
これらの様々な主体を巻き込みながら、戸田市のシティセールスを担う体制を構築し、

チーム戸田市としてシティセールスを推進していきます。 
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おわりに 

 
 全国的に地方創生の動きが高まっています。地方創生を確実に進めるために、国は地方

自治体に対し「地方版総合戦略」の策定を求めています。同戦略は 47 都道府県と 1737 市

区町村の計1784団体が策定しました。戸田市も地方版総合戦略を策定済みです。ちなみに、

未策定は、宮城県女川町と茨城県常総市、東京都中央区、足立区の４団体のみになります。 
 
 国は「地方創生」について明確な定義をしていません（法律にも定義されていません）。

その結果、地方創生は様々な意味が含まれます。ここで改めて地方創生の意味を考えます。 
まずは地方です。辞書によると、地方とは「全体社会の一部を構成する地域。田舎。旧軍

隊で、軍隊以外の一般社会を言った語」という意味があります。しかし国が使用している

地方とは、一般的な辞書の意味の地方ではありません。行政の世界や、学問の行政学や地

方自治論における地方とは「地方自治体」（地方公共団体）を意味します。つまり埼玉県も

地方ですし、戸田市も地方になります。 
次に創生の意味を辞書で調べます。そこには「作り出すこと。初めて生み出すこと。初

めて作ること」と明記されています。従前と違うこと、かつ他地域と違うことを実施して

いかなくては、「初めて」は生み出されません。つまりイノベーションの創出になります。 
この観点から考えると、戸田市における地方創生とは「戸田市が、従前と違う初めての

ことを実施していく。あるいは、他自治体と違う初めてのことに取り組んでいく」と定義

できそうです。その一助になるのが戸田市政策研究所と考えます。 
 
戸田市政策研究所は自治体シンクタンクになります。自治体シンクタンクの定義は「自

治体の政策創出において徹底的な調査・研究を行い、当該問題を解決するための提言を行

うために組織された機関（団体）」です。 
今年度は、少子高齢社会克服やシティセールスなどを対象に徹底的に調査・研究をして、

一定の方向を示しました（シティセールスは戦略の改訂に取り組みました）。同研究所にお

いて、提案された方向性が、戸田市の地方創生をますます強くしていくと考えます。 
 
最後になりますが、今年度は戸田市政策研究所にとって大きな出来事がありました。今

まで所長を務められた山田一彦副市長が、今年度をもってお辞めになります。山田所長が

いたからこそ、研究所は発展してきたという点もあります。ありがとうござました。 
４月からは新しい所長のもと戸田市政策研究所は進んでいきます。また新たな歴史をつ

くっていきたいですし、素晴らしい歴史になるよう私も後方支援したいと思います。 
 

戸田市政策研究所政策形成アドバイザー 
 牧瀬 稔 
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